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要 旨 

 
本研究では，開発途上国農村部における貧困の削減に寄与するため，農道の年間通行性を確保するこ

とを目的とする．そのためには農道を日々利用する住民自身が持続的に維持管理することを提案した．

その具現化のため，まず現地材料を利用し，人力による，かつ整備効果の高い方法を開発した．そして，

世界各地の農村部の貧困層の削減に寄与するには，この手法，意識を各地へ拡大する必要がある．これ

までパプアニューギニア，フィリピン，ケニアにて農道整備を実施し，フィールドワークを進めた． こ

の実績を基に，開発途上国農村部における農道整備手法の歩掛，積算資料を整理したことで，さらに他

地域へ拡大することができる． 

開発途上国農村部の農道は未舗装で幅員が一車線，約 3.0 mで，日交通量は 50台未満である．乾季に

は車両走行性が確保されていても，雨季になると部分的に車両走行不能となる．農道の路床が軟弱で維

持管理がなされない状態では，車両の交通荷重を支持できない．そのため車両走行に伴い，轍掘れが形

成され車両底部と路面が接触し通行に支障が生じている． 

そこで本研究では軟弱地盤の路床上に「土のう」を敷設し路盤を構築することで，交通荷重を支持し

轍の形成を抑制する整備手法を開発した．「土のう」に関して必要な資材は中詰材の土と，それを包む

袋材のみで，人力での施工が可能である．また従来の研究により「土のう」自身が大きな耐荷力を有す

ることが明らかにされていた．これらの特性を活かし未舗装道路の通行性確保に「土のう」を適用した． 

土のう袋材には開発途上国農村部でも見受けられるプラスチック樹脂の袋材（穀物用，肥料用）の利

用を検討した．現地で入手可能な袋材に対して引張試験を実施し引張強度特性を把握した．その結果，

「土のう」に輪荷重が作用した時に袋材に発生する引張力は，袋材の引張強度未満であり，この袋材を

土のう袋として扱い路盤に適用可能であることがわかった．  

中詰材には日本では「土のう」強度発現効果の大きい，内部摩擦角の大きい砕石を利用することが多

い．開発途上国農村部で調達可能で有効な材料として，川砂利のような礫質土，砂質土が考えられる．

各種中詰材を利用したときの「土のう」の圧縮変形特性について，圧縮試験を通して検証した．輪荷重

相当の荷重作用時，変形量は砂質土を利用したときが最大で，次いで川砂利，砕石の順となった．現地

では調達可能な材料の中から，変形量が最も小さくなる中詰材を利用する．砂質土を利用した場合には，

「土のう」変形が生じ形成された轍部へ砂を補充する，「土のう」を新たに敷設する等の維持管理の頻

度が，多く必要となる．  

次に，実物大走行実験を通して，現地で有効な「土のう」締固め方法を確立した．「土のう」が本来

有する強度発現のためには締固め作業が重要である． 現地で住民自身が施工を行おうとするとき，プ

レートコンパクターのような施工機械の調達は困難である．そこで代替工法として木槌の打撃による方

法を提案した．打撃方法，回数を調整しプレートコンパクターで締固め時と同等の効果が得られること

がわかった． 

続いて，軟弱地盤上での走行実験から，経済的でかつ改修効果の高い標準断面として，タイヤ走行箇

所に川砂利を中詰した「土のう」を 2層敷設し，「土のう」表面を川砂利で厚さ 5 cmとなるように被覆

する断面を提案した．「土のう」を利用しない，川砂利のみを敷設した断面と比較し走行性維持効果が

大きいことを確認した．また，車両走行に伴い被覆層の砂利が飛散し消失した時には，ただちに補給す

ることで整備効果が維持される． 

以上のように国内における材料実験，実物大走行実験を通して，開発途上国農村部において住民自ら



が実施可能な「土のう」による未舗装道路整備手法を確立した．整備後再び路面状況が悪化しても，こ

こで開発した「手法を用い自分たちで整備することで，走行性を維持させることができる．次に実際に

開発途上国にて農道整備を住民参加で実施しながら，開発した手法の施工性，経済性を検討した．また，

現地住民に技術が浸透し，自発的に継続して道路整備の実施を実現する技術移転の方法を模索し，3 つ

の地域で各地の社会環境を踏まえて 3通りの手法で技術移転を行った． 

パプアニューギニア内陸山間部において，「土のう」による未舗装道路整備手法を住民参加で実施し

た．施工性，経済性について確認し現地でも充分適用可能な技術であることを確認した．現地の道路管

理制度を調べた結果，国会議員が出身選挙区内の道路整備のために割り当てられる予算の執行権を持つ

ことがわかった．現地在住ボランティアを通して，ある国会議員と協議し，その選挙区内の 3つの村で

住民参加のもと，「土のう」による未舗装道路整備を実施した．その結果，農道の先端に 1 つの村があ

る場合，道に対するオーナーシップは高く，「土のう」により持続的に維持管理していく可能性がある

ことがわかった． 

フィリピンでは，「土のう」による未舗装道路整備手法について，現地 NGOから大きな関心が寄せら

れた．そこで技術移転にあたり，個別に NGO を対象とするのではなく，自発的に普及拡大していくこ

とを目指して，地元の大学との連携プロジェクトを立ち上げた．大学には研究成果を地域の農村コミュ

ニティや NGO へ還元するというシステムが確立している．そこで大学構内における「土のう」による

歩道作成プロジェクトを，この大学スタッフをコーディネーターとし円滑に進め，技術移転を行った．

このとき，労務費を抑えるために，「土のう」による歩道作成作業は現地大学学生が授業の一環として

実施した．歩道は現地大学スタッフが中心となり，また彼ら独自の工夫を加えながら完成し，技術移転

が進んだといえる．今後，この大学のネットワークを活かしこの地域で「土のう」によるインフラ整備

技術が普及する可能性がある． 

ケニアでは国際協力機構による技術協力プロジェクトの中で「土のう」による農道整備手法を実践し

た．ケニア農業省をカウンターパートとしており，農業省のネットワークを利用して現地コミュニティ

へ「土のう」による未舗装道路整備手法の技術が移転された．ある地域では「土のう」による道路整備

をきっかけに，農民組織が橋の架替えを行い，路面を「土のう」で補修した事例が報告された．「土の

う」という自分たちで実施可能なシンプルな工法で，有効な効果が得られると実感した人々が自信とや

る気を出し，新たな問題解決につなげた事例である．このことが貧困削減につながると考えられる． 

以上より，「土のう」による道路改修方法と歩掛，単位長さ当りの材料数量をまとめた．また，施工対

象道路の交通量，現地調達可能な中詰材の種類をパラメーターに，「土のう」による道路整備の方法の

施工単価をまとめた．このように施工方法，積算資料を整理し，開発途上国農村部で実施可能，かつ効

果的な農道整備の 1つ手法として確立された． 

本研究ではこれまで述べてきたように，「土のう」を用いた未舗装道路整備手法の技術開発から，その

技術の現地住民への定着化，道路整備を通した現地コミュニティの活性化，世界各地での普及に至る，

土木技術者による具体的で有効な，国際協力の新しいアプローチ手法を構築した． 
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1 

第 1 章 序論 
 
1.1 背景 
 

1.1.1 日本の国際協力の趨勢 

日本は現在，世界で最も経済，産業が発達した国の一つであり，様々な工業製品や技術を海外に輸

出し生活の安定を保持している．しかしその一方で，産業の土台となる石油・木材などの原材料や，

生活に必要な食材，衣料品などの多くを開発途上国からの輸入によって賄っている．従って，このよ

うに大切なパートナーである開発途上国に対して日本が援助を行うことは，その国の生活レベル向上

に役立つばかりか，途上国の安定や発展により日本の安全や繁栄を支えるためにも欠かせない1)． 

また，今世紀に入り貧困，紛争，環境破壊，エイズなど地球規模の問題は深刻化している．グロー

バル化が進む中，これらの問題は遠い世界の問題ではなく，日本は国際社会の一員として，世界の国々

と協調しながら解決の道を模索していかねばならない．このような使命感から，日本は 1954年以降，

開発途上国への経済協力を実施してきている．日本の政府開発援助（ODA）事業額は 1990 年代では

世界 1位，2001年以降ではアメリカに次いで世界第 2位の額となっている．一方，国民 1人当たりの

負担額ではノルウェー，ルクセンブルク，デンマークが上位を占め，日本は経済協力開発機構/開発援

助委員会（OECD/ DAC）の加盟国 22カ国中 15位である（2005年）1)．1997年以降国内の経済情勢を

反映してODA予算は減少し続けており，このままでいけば日本は英国，ドイツ，フランス等に抜かれ，

5 位になる可能性もある．しかし，依然世界有数の援助国であり，DAC諸国の中で我が国の国際協力

の指導力が問われている．また，独立行政法人国際協力機構の緒方貞子理事長は国際協力を日本の文

化に，と呼掛けている2)．  

2000年 9月には，189カ国が一同に会する，至上最大の国家首脳会合，国連ミレニアムサミットが

ニューヨークで開催された．そこで，21世紀における国際社会全体が共有すべき目標として「ミレニ

アム宣言」が採択された．この宣言は，公正で持続的な世界平和を構築するために，①平和・安全保

障及び軍縮，②開発及び貧困撲滅，③共有する環境の保護，④人権，民主主義及びグッドガバナンス，

⑤弱者の保護，⑥アフリカの特別なニーズへの対応，⑦国連の強化，の 7つのテーマに関して，国際

社会が連携・協調していくことを合意したものである3)．さらに，最も緊急に取り組まなければなら

ない課題である「②開発及び貧困撲滅」について，具体的な目標であるミレニアム開発目標（以下，

MDGs）がまとめられた．ここでは以下に示す 8つの目標（MDGs）と 18のターゲットが設定されて

おり4)，国際社会が共有するべき重要な目標として，明確な数値目標と，2015 年という達成期が定め

られているのが特徴である ． 

 

目標1：極度の貧困と飢餓の撲滅 

ターゲット 1： 2015年までに，1日 1ドル未満で生活する人々の割合を 1990年の水準の半数に

減少させる． 

ターゲット 2：2015年までに，飢餓に苦しむ人々の割合を 1990年の水準の半数に減少させる． 

目標2：普遍的初等教育の達成 

ターゲット 3：2015年までに，全ての子供が男女の区別なく初等教育の全課程を修了できるよ
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うにする． 

目標3：ジェンダーの平等の推進と女性の地位向上 

ターゲット 4：初等・中等教育における男女格差を可能な限り 2005年までに解消し，2015年ま

でには全ての教育レベルにおける男女格差を解消する． 

目標4：乳幼児死亡率の削減 

ターゲット 5：2015年までに，5歳未満児の死亡率を 1990年の水準に比べて 3分の 2減少させ

る． 

目標5：妊産婦の健康の改善 

ターゲット 6：2015年までに，妊産婦の死亡率を 1990年の水準に比べて 4分の 3減少させる． 

目標6：HIV/エイズ，マラリア及びその他の疾病の蔓延防止 

ターゲット 7：HIV/エイズの蔓延を 2015年までに阻止し，その後減少させる． 

ターゲット 8：マラリアとその他の主な疾病の発生を 2015年までに阻止し，その後発生率を下

げる．  

目標7：持続可能な環境の確保 

ターゲット 9：持続可能な開発の原則を各国の政策や計画に組み込み，環境資源の損失を阻止

し，回復を図る． 

ターゲット 10：2015年までに，安全な飲料水を継続的に利用できない人々の割合を半減する． 

ターゲット 11：2020年までに少なくとも 1億人のスラム居住者の生活を大幅に改善する． 

目標8：開発のためのグローバル・パートナーシップの推進 

ターゲット 12：開放的で，ルールに基づいた，予測可能でかつ差別のない貿易及び金融システ

ムの更なる構築を推進する． 

ターゲット 13：最貧国の特別なニーズに取り組む． 

ターゲット 14：内陸国及び小島嶼開発途上国の特別なニーズに取り組む． 

ターゲット 15：国内及び国際的な措置を通じて，開発途上国の債務問題に包括的に取り組み，

債務を長期的に持続可能なものとする． 

ターゲット 16：開発途上国と協力し，適切で生産的な仕事を若者に提供するための戦略を策

定・実施する． 

ターゲット 17：製薬会社と協力し，開発途上国において人々が必須医薬品を安価に入手・利用

できるようにする． 

ターゲット 18：民間セクターと協力し，情報・通信分野の新技術による利益を人々が得られる

ようにする． 

  

日本の最大の援助実施機関である独立行政法人国際協力機構（以下，JICA）では一人ひとりの命の

尊厳や生活を守る，という「人間の安全保障」5)の概念に基づき，開発途上国のMDGs達成を支援する

とともに，その成果の持続を目指した取り組みを行っている．これまで以上に「人々」に着目，人々

の生活基盤であり，国や地域の経済成長を支え，貧困削減に役立つようなインフラ整備を実践し，

MDGsへの貢献を目指す動きがある6)． 

MDGsの達成を目指していく中で，持続的な成長を実現するために，物や資金を提供するだけの一



過性の支援ではなく，途上国のオーナーシップを尊重したうえでの，内発的なプロセスへの支援が必

要不可欠である．そこで，途上国の人々の能力を高め，自分たちの抱える課題を自ら解決できるよう

エンパワーしていくことを目指す，キャパシティ・ディベロップメントが積極的に進められようとし

ている6)． 

このように，開発の進め方については，これまでの経済的な生産性や効率性を重視する経済開発援

助から，保健，教育，水，栄養など人々の生活に直接裨益するような基本的社会サービスを重視する

「人間中心」の開発目標へ転換している．また，開発活動の主体は，途上国の「住民」自身であり，

途上国政府や援助国，援助機関などの役割はその支援であるというように開発アプローチも変化して

いる．表1-17）に開発の進め方についての新旧対照表を示す． 

 

 

 

表 1-1 開発の進め方新旧対照表7）

 新 旧 

目標 人間開発・基礎社会開発 経済発展・経済開発 

支援組織 民主的地域組織 官僚的・統制的中央組織 

計画 住民による発展的計画 専門家による青写真の作成 

優先事項と実施の決定 住民による民主的な決定 専門家による一方的な決定 

実施形態 参加型・自主的 外部主導型・報酬の支払い 

実施のペース 住民のペースで 予算の実施期間にあわせて 

事業の規模 小規模 大規模 

対象へのアプローチ 包括的 セクター・分野別 

援助機関の役割 自助努力の支援 計画の遂行 

利用する資源 地域の人材と資源 外部の資金，資材と技術者 

技術の使用 適正な地域技術の適用 高度な外部技術の移転 

環境との関係 調和的 制御的 

性差への配慮 高い 低いか，全く無い 

評価 住民により継続的・頻繁 専門家により短期的・一回 

結果 自立・積極的相互作用 援助への依存・疎外・孤立 

 

 

1.1.2 土木分野からの国際貢献 

土木学会の土木学会倫理規定，第 3条には，土木技術者は，「固有の文化に根ざした伝統技術を尊重

し，先端技術の開発研究に努め，国際交流を進展させ，相互の文化を深く理解し，人類の福利高揚と

安全を図る．」とある8)．我々日本の土木技術者は，国際社会共通の課題である，「貧困削減」に対し

てどのように貢献していくことができるであろうか． 

土木は鉄道，道路ネットワーク，港湾，上下水道，ダム，発電所の建設等，社会基盤の整備を通し

て日本の近代化に大きく貢献してきた．この経験に基づき，さまざまな形で世界各地の開発途上国の

発展に寄与してきている．その活動は土木学会誌9), 10), 11)や地盤工学会誌12), 13)にも取り上げられており，

3 



日本の土木技術者が世界各地で活躍してきている様子が伺える．具体的な活動として，ODA事業での
橋梁の架設，道路整備，空港建設などのインフラ整備事業，地盤工学会や土木工学会などの学会活動

を通じた国際交流，海外での地震や水害などの災害調査，遺跡の修復事業に携わる例が紹介されてい

る． 

このような，これまでODAで実施されてきた大規模な社会インフラ整備の援助が，環境破壊を進め

住民レベルに利益が還元されていない，との批判を受けたことから，近年は住民参加型の事業や技術

者教育など，人に重点がおかれたプロジェクトが実施されるようになった14)．一例として，インドネ

シアの電化プロジェクトを紹介する9)．このプロジェクトの概要は，小規模水力発電を地方に建設し

農村部に電力を供給しようとするものである．計画建設段階から現地住民をまきこむことでオーナー

シップを醸成し，発電機設置後の電化事業を（施設の維持管理，料金収集など）を住民自身が進めて

いくことが実現された． 
本研究は，開発途上国の住民の笑顔（写真1-1）のために何か貢献したいとの思いのもと，途上国

にてフィールドワークを展開し，問題点の把握，その解決にむけた地盤工学技術を利用した戦略の立

案，実践，その手法の世界各地への展開をすすめたものである．この活動の背景には現場主義，発想

の転換，素材を活かすといった日頃の研究姿勢がある．その結果，本研究では，大手ゼネコンでもな

く，文系の国際開発学の権威でもなく，国際開発専門コンサルタントでもなく，NGOでもない，大学

土木工学研究グループが貧困削減を目指した全く新しい形での国際協力活動となっている．  

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

写真 1-1 農民の笑顔（パプアニューギニア，ケレナガ村にて） 
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1.2 本研究の流れと本論文の構成 

 
本研究の流れについて，図1-1で本論文の構成とともに説明する． 
まず，開発途上国の農村部の貧困の原因の一つである，雨季に農道の通行性が確保されないという

問題に対してその解決を図ることとする．その解決には，住民参加による道路維持管理が不可欠であ

る．そのためには，人力施工で現地材料を利用しながら最大限の改修効果が発揮されるような，道路

整備手法の開発が不可欠であった．本研究では，日本の伝統技術の 1つである「土のう」の利用が有

効ではないかと考え，「土のう」を用いた道路整備手法の開発を進めた．その際，常に開発途上国農村

部での自然条件，経済状況を想定し住民参加で実践することを念頭においた． 

 

 
 開発途上国の

現状の把握

住民参加型
道路整備

現地材料
人力施工

「土のう」による
道路整備手法

貧困削減に向けた
アプローチ手法

第2章

「土のう」による道路整備手法の開発，
日本国内における材料試験，実物大走行実験

「土のう」による
未舗装道路
整備手法の開発

第3章

「土のう」による道路整備手法の
施工性，経済性の確認，改良

パプアニューギニア
での適用

第4章

住民参加による，
持続的な道路整備の実践

技術移転
異なるアプローチ手法による
「土のう」技術の展開

フィリピン，ケニア
での適用

第5章

結論

農村部での貧困
農道の非通行性

本研究で
取り組む
問題点

技術開発

問題解決に
向けた
戦略

戦略の実践
新技術の
実践運用

結論第6章

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

図 1-1 本研究の流れと本論文構成 
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「土のう」については我が国において，従来から洪水対策等で利用されてきている．近年の研究15)で

は，その耐荷力が 200 kNにも及ぶことが証明され，擁壁や建物基礎など永久構造物にも利用されてい

る． 
このように，問題点の設定とその解決に向けた戦略について，本論文の第2章で整理する． 

続いて問題解決に向けた戦略の基礎である，「土のう」による道路整備手法の開発について第3章で

述べる．開発途上国にて「土のう」を道路構造に適用するために，日本国内にて材料試験や実物大実

験を通して開発を進めた．そして，「土のう」を利用することの有効性を検証するとともに，道路改修

標準断面を提案した．  
ここで開発した技術の実際の開発途上国農村部での施工性，経済性，適用可能性を調べるためにオ

セアニアのパプアニューギニア独立国の農村部において現地住民らとともに道路整備を行った．そし

て，現地在住日本人ボランティアと連携して，パプアニューギニアでコミュニティに入り，技術移転

を進め現地住民による持続的な道路整備を実現にいたるモデル事例を構築した．ここでの活動は第4

章にまとめた． 
さらに「貧困削減」の目標に少しでも寄与するためには，一国内のみでの活動ではなく，「土のう」

による道路整備手法を短期間で拡大していくことが求められる．そのためにこれまで，先に述べたパ

プアニューギニア独立国の他に，フィリピン共和国，ケニア共和国で「土のう」による未舗装道路整

備を実践した．住民参加による道路維持管理の実現のためには，各地域の文化や社会環境などをふま

えたアプローチ手法による技術移転が求められる．上記の 3カ国において，3通りのアプローチ手法

にて「土のう」による未舗装道路整備を実践した．パプアニューギニアでは，ボランティアとして直

接コミュニティにアクセスし，フィリピンでは地元の大学と連携し農村コミュニティへの技術移転を

進め，ケニアでは独立行政法人国際協力機構の実施する技術協力プロジェクトで，現地政府の農業省

のネットワーク，農民への影響力を利用した技術移転を進めている．以上の活動について第5章にま

とめる． 

そして最後に，第6章で本論文を総括するとともに，本論文で得られた知見をまとめ，今後の課題

を示す． 

 
 
 

 
 

 



7 

第第第第    2222    章章章章    貧困削減貧困削減貧困削減貧困削減にににに向向向向けたけたけたけたアプローチアプローチアプローチアプローチ手法手法手法手法    

 

2.1 概説 

 

第1章で示したように，国際的に貧困問題の重要性が再認識され，多くの援助機関が貧困削減を重

点課題としている．その貧困削減のための方策として，多くの援助機関では農村開発プロジェクトを

実践している．日本の最大規模の援助実施機関である独立行政法人国際協力機構（以下，JICA）も，

これまで多くの農村開発プロジェクトを実践してきた．そこでまず，本章では 2.2で農村開発の意義，

JICAによる農村開発プロジェクトの進め方について概観する．次に 2.3で農村開発のための課題であ

り，かつ本研究で対象とする問題について説明する．そして，その問題解決に向けたアプローチ手法

を 2.4で説明する．ここでは現地住民が，我々外部者により実施されるプロジェクトやその後の開発

過程を自らのものと認識して，自立行動を起こすために住民参加を前提としている．住民参加型イン

フラ整備の実現のためにどのような条件整備と開発アプローチが必要なのか，ヒントを得るために

2.5で過去の事例を示す．そして最後に 2.6で本研究の目的，特徴をまとめる．  

 

2.2 農村開発 

 

2.2.1 農村開発の意義 

世界の貧困人口の約 4分の 3は農村部住民である 16)．多くの開発途上国では全就労人口の過半数が

農業従事者であり，GDPのうち大半を農業が占めるような農業国である．したがって農業産業の発展

はその国の開発に欠かせない．このように農村部への開発協力は，「貧困削減」に向けた重要なアプロ

ーチである． 

農村開発を通して，農村部住民の生活，所得の向上を目指す．このことが実現されれば，農村から

都市への人口流入を抑制することが可能になり，また，都市部貧困層が農村へ戻ることで，都市にお

ける貧困も減少すると考えられる． 

 

2.2.2 JICAによる農村開発 17) 

農村部の貧困には，以下に挙げるような多様な面がある．収入が得られない，保健医療サービスが

受けられない，教育が受けられない，劣悪な衛生環境，政治・政策過程に参加し意思決定に影響を与

えられない，病気・災害・紛争等から自らを守ることができないなどである．経済協力開発機構/開発

援助委員会（OECD/ DAC）の「貧困削減ガイドライン」では，貧困を 5つの能力が欠如している状態

と定義している．このように多様な面を持つ貧困に対しては，総合的な援助プログラムが必要である． 

JICAでは農村開発を進めるにあたり，図2-1に示す 4つの能力の向上を開発戦略目標としてあげてい

る．各々について下記に説明する． 

(1) 経済能力の向上 

農業所得や地場の農外所得の向上を目指す．農業所得の向上は農産物の価格の安定や中間搾取を減

少させること（農道の建設，市場の整備等）と，生産性自体の向上（農業の多角化，農業技術普及，

灌漑設備等の生産基盤整備等も含む）などの活動に分けられる． 
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農外所得の向上とは，収穫された一次産物を加工し付加価値をつけることで，収入の増加と雇用機

会の増大を促す．このことにより，人口増加に伴い，新たな耕地可能な土地を増やすことが困難な場

合にでも，都市部へ出稼ぎに出ずとも，農村部で農外所得により生計を立てることが可能である．  

経済基盤を整えるために交通・通信などのインフラ整備も必要である．農村部の貧困の原因として，

生活に必要な情報が得られないことや，通勤可能な範囲が限られたり，外部との交流が限られている

ことがあげられる．そのため，地方電化，通信整備網，地方道整備，公共交通等の交通・通信の強化

が重要となる． 

(2) 人間能力の向上 

公共医療サービスの拡充や，衛生状態の改善を通して農村部住民の健康状態を改善する．農村部に

おいては，栄養を十分に摂取できない，予防接種を受けられない，悪衛生な環境での生活といったた

めに健康を害しやすい環境にある．また一旦病気になったときに，公共医療サービスが十分でなく，

適切な治療が受けられないことが挙げられる．そこで病院や診療所の設置，看護師の訓練，井戸掘り，

トイレの建設などのプロジェクトが実施されてきている． 

教育水準の向上も，住民の生計向上のために非常に重要な要素である．識字能力が向上すれば農業

指導書の内容を理解することができ，また住民を取り巻く社会に関する情報を得ることもできる．さ

らに，学歴はよりよい職を得るのに重要な要素であることも多い．そのために，学校の建設，教員の

訓練，奨学金制度の建設などの支援活動を行っている． 

（3） 保護能力の向上 

保護能力とは，飢餓，災害，紛争，犯罪，暴力，疫病等のショックに対し自分を守ることができる

こと，DACの「貧困削減ガイドライン」では定義している．農村開発においては，災害から住民の身

を守ることが求められる．貧しい住民は傾斜地の地滑り箇所や河川敷の洪水に遭いやすい場所に耕作

地を有しており，災害に対する脆弱性が高い．そこで，治水砂防，自然環境保全の対策．土壌保全な

どの対策活動を行う． 

（4） 政治能力の向上 

農村開発とは，地域の多様かつ特殊な条件に対応した開発計画を策定し，住民の参加を得て協力を

実施していくものである．このような開発協力を実施していく場合にはその国の政府と連携して実施

していく必要がある．特に地域のニーズに敏感に反応するには，地方政府の強化が重要となる．農村

地域に適した開発計画策定には，住民の意見の計画への反映や開発への住民参加，現有する資源の動

農業所得の向上

農村開発の課題

経済能力向上 人間的能力向上 保護能力向上 政治能力向上

農外所得の向上

インフラ整備

健康状態改善

教育水準の向上

自然環境保全

自然災害対策

地方分権化のため

中央行政能力向上

地方行政能力強化

図2-1 農村開発の開発戦略目標 17） 
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員といった作業が必要でこれには地元行政官のマネジメント能力の向上が必要となる．また，プロジ

ェクト後，持続的に地域に適した計画を立案し自立発展を進めていくためには，地方政府の行政能力

の向上が必要である．そのために地方行政官，地方議員の能力向上を支援する． 

 

本研究では，(1)経済能力の向上を目指し，農道の整備を進めることで農産物の価格の安定や中間搾

取を減少させ，農業所得の向上に寄与しようとするものである． 

 

2.3 本研究で取り組む問題 

 

2.3.1 開発途上国における道路事情 

開発途上国の道路事情について概観する．対比のためにまず，欧米諸国の道路の発展の歴史を紹介

する．経済的・社会的環境の変遷，技術の進歩，交通手段の発達とともに道路構造も変化してきてい

る．また，開発の事例として我が国，日本の道路事情の変遷について述べる．日本も実は戦後 10年，

1950年代までは未舗装道路が主であり，戦後の復興の中で急速に舗装化が進んだ 18）．その後，開発途

上国の道路事情を文献，現地調査の結果をもとに説明する． 

(1) 道路構造変遷の歴史 

道路構造の変遷の様子を交通手段の進歩とともに表2-118）,19）に示す．道はヒトが二足歩行するよう

になり生まれた．30万年ほど前のスペインで発見された遺跡では，象の大腿骨が横一列に並べられて

いた．これは原始人が獲物の肉を運び出すときに，足を取られないように考案されたものと言われて

おり，道路の原形といえる． 

BC 1600年ごろには，古代クレタ島では石灰岩と玄武岩をモルタルで固めた舗装道路が見られた．

この道路断面からわかるように当時から，路面排水の重要性を認識しており道路両側には側溝を設け

ている．このように排水施設の整備は道路整備の基本であるといえる．BC 620年のバビロンの王の道

は人馬が通行する軍事用として表2-1中に示すような道路が建設された．これはアスファルトと砂を

混ぜたモルタルで，レンガを 3層以上重ねて基礎とし，中央部は石灰岩の板石を敷き並べていた．そ

の後しばらく舗装技術の大きな発展は見られなかった．  

1500年代ごろよりフランス，イギリスで 2輪，4輪馬車の利用が増え 5 t積み，10 t積みの馬車も現

れ重量交通が増加した．それに伴い，鉄製の車輪の通行を支えるような堅牢な道路が出現した．1810

年代にはフランス，イギリスで割栗石の上に砕石を敷設して道路を構築する技術が確立された．これ

らの工法は馬車交通に対する耐久性を考慮したものであるが，交通の主体が自動車となった現代の道

路舗装技術の基礎となった．すなわち，自動車などの交通荷重を支えるためには地山である路床上に，

路盤と呼ばれる層を構築することが重要である．そしてこの時代から通行性を維持するには，徹底し

た維持管理を絶え間なく行う必要があるとされてきた． 

1900年代に入ると，自動車が実用化され主な交通の主体として普及してきた．そこで欧米諸国では

アスファルト舗装などの道路構造が発達し普及している． 

これまで見てきたように，欧米では交通手段が人，動物の歩行から馬車という重量交通となり自動

車社会へと推移してきた．その変遷とともに道路構造についても，交通荷重に耐えうるような構造へ

と発達してきたことがわかる．ところが，開発途上国では，馬車時代を経ずに人，動物の歩行中心の 
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交通から一足飛びに自動車交通が導入されている．従って既存の道路は，とても自動車交通荷重に耐

えうるものではなかった．このことは実は，日本の 1950年代の道路事情も同様であった．そこで，主

に戦後，日本の道路の発展の歴史を概観する． 

 (2) 日本の道路の発展の歴史 

江戸時代までには 5街道など道路ネットワークが整備されてきたが，道路構造はほとんど地山の状

態で交通の主体である人，馬の歩行を支えるのに充分なシンプルなものであった．明治時代に入って

鉄道中心の輸送に変化したため，道路交通が重量交通へと移行しなかった．明治 36年ごろより日本に

自動車が伝わり，ようやく自動車荷重に耐えるようなアスファルト舗装化が始められようとした．し

かし，大正時代の恐慌，第 2次世界大戦の影響で戦後まで舗装化はほとんど進まなかった 18）． 

戦後，日本の道路状況は，外国人からは「日本には道路がない．道路用地があるだけだ」と皮肉ら

れるようなありさまであった 20）．国道でさえ，雨が降ると泥田状となり（写真2-120）），晴天が続くと

砂ぼこりがたち散水せざるを得ない（写真2-221））という状態であった． 

1950年代ごろから外国援助も受けながら日本各地で舗装化が進められた．その過渡期でアスファル

ト表層工だけでなく砂利層を表層とする未舗装道路整備手法も確立された． 

次に開発途上国の道路事情について述べる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (3) ケニアの道路事情 22) 

東アフリカのケニア国の道路事情を開発途上国の道路事情の一例として記す． 

ケニア国内の道路総延長は約 198,000 kmで規格道路と規格外道路に大別される．規格道路は総延長

が約 63,942 kmで，国際幹線道路，主要都市間を結ぶ幹線道路から，地方部の村間を連結する道路に

至るまで，交通量や用途によって規格が定められている．規格道路は道路所轄機関である道路公共事

業省にって管理されている．このような開発途上国における舗装化された幹線道路の建設工事は，ド

ナー機関の援助により実施されることが多い．このような高規格の幹線道路に関しては，世界銀行に

よって開発された HDM-4
23）という道路投資選択を評価するための道路開発・管理システムを用いる

ことで，対費用高価の高い開発と管理計画を選択することができる 24）．また，幹線道路整備の計画，

設計，施工，維持管理にいたる工程のガイドライン 25)も整備され，援助機関により実施されてきた道

路整備プロジェクトでの施工実績のデータベース 26)がワールドバンクによりまとめられている． 

 

写真2-1 泥田状の国道 20) 写真2-2 国道沿いに住む住民による散水状況 21） 
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規格外道路は総延長約 134,000 kmであり，他の省庁，もしくは地方自治体により管理されている．

規格道路からさらに枝線として分岐し，農村部とを接続する農村接続道路などが規格外道路に含まれ

る．表2-2に規格道路，規格外道路の道路延長を路面種類毎に示す．これより，全規格道路中，舗装

率（ここでは路面タイプがアスファルト，表面処理である道路延長 / 全道路延長とする）は 13 %，

規格外道路では 2 %となっている．規格道路，規格外道路を合わせても 95 %が未舗装道路である．日

本では規格道路延長が約 1,187,638 kmで舗装率は 79 %である 27)．フランスやイギリスでは舗装率は約

100 %である 27)．このように開発途上国では先進国と比べ道路の舗装化が著しく遅れている． 

(4) 地方都市から農村部における道路状況 

図2-2に地方都市の市場から農村部までの道路ネットワークの模式図を示す．都市間を結ぶ幹線道

路は，ドナー機関の援助や国家主導プロジェクトによる整備が進み舗装されている（写真2-3）．しか

し，一旦舗装された幹線道路においても，陥没したりポットホールが形成されている箇所が見受けら

れる（写真 2-4）．先進国では早急に補修がなされるが，開発途上国においては財政的に苦しく，維持

管理が進んでいない．幹線道路から農村部へと向かう主要道路は未舗装ではあるが，2車線で日交通 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表2-2 規格道路，規格外道路の道路延長と路面タイプ（ケニア） 

アスファルト 表面処理 砂利 土

延長 (km) 1,508 7,163 27,902 27,369 63,942

2 11 44 43

延長 (km) 2,129 0 6,456 125,441 134,035

2 0 5 93

延長 (km) 3,637 7,163 34,367 152,810 197,977

2 4 17 77計

舗装

規格
割合 (%)

13

割合 (%)
6

未舗装
計路面タイプ

規格外
割合 (%)

2 98

94
100

87
100

100

図2-2 農村部の道路ネットワーク模式図 

幹線道路（舗装）

主要道路（未舗装）

農村接続道路
（未舗装）

：畑

：集落
農村接続道路（未舗装）

：市場
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量が 100 台以上 28）と利用者が多いため，道路管理者である地方行政により予算の許す範囲で，時折

砂利の敷設やグレーダーによる路面の整形が行われている（写真 2-5）．さらにその主要道路と農村，

畑を接続する農村接続道路になると，1車線で日交通量が 50台未満 28)となる．優先度が低くなり，十

分な予算を持たない道路管理者の地方行政によっては，有効な整備がほとんどなされていない状態で

ある（写真2-6）． 

農村接続道路は，村にとって市場や都市部への重要なアクセス手段である． しかし，整備不足のた

め，雨期には部分的に通行不能となるところがある（写真2-7）．通行不能となる範囲がたとえ 10 m で

あっても，そのために，収穫作物を市場へと出荷できず，収入が得られない．またバイヤーが町から

写真2-4 幹線道路の陥没箇所 写真2-3 幹線道路の様子 

写真2-5 主要道路の様子 

写真2-6 農村接続道路の様子 写真2-7 走行不能となった車両 
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畑まで買い付けに来ることができない．このことが農村部における貧困の原因となっている 29）． 

本研究では，この農村接続道路の年間通行性を確保し，農村部と市場のアクセスを可能にすること

で農村部の貧困削減，収入向上に寄与することを目指す． 

 

2.3.2 農村接続道路の整備状況 

道路管理者である行政が予算不足のために，道路整備を行うことができないのであれば，その地域

に住む村の住民が一体となって道路整備を自分たちで行うことが解決策として考えられる．古来，日

本にも「道普請」という慣習があった．住民がボランティアで自分たちの道具を持ち寄り道直し作業

に参加し，地域の普段自分たちが利用する道を整備するというものである（写真2-821））． 

ある農村部では住民自身で農村接続道路の整備を実施している様子が見受けられた．途上国農村部

で一般的によく見受けられる補修方法を写真2-9の赤く囲った部分に示す．粒径が 50 mm程度で粒度

分布の悪い粗骨材を撒き出し締固めていないケースや，径 100 mm程度の大きな礫を轍箇所に敷設し

ている．この場合，交通荷重作用時に礫が路床地盤内に沈下する，飛ばされるなどの原因で消失して

しまいその整備効果は持続しない． その結果，住民はあきらめ，行政もしくは外国援助団体による整

備を待つだけとなってしまう． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真2-9 従来の道路補修方法 

a) 粗骨材のみを撒出し b) 礫を敷設 

写真2-8 道普請（十津川村，昭和27年）21) 
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砂利道は，粗粒材のかみ合いと細粒材の粘着性により強度が維持される 30）．細粒土は粗粒材の間隙

を埋めて粘着力を発揮するとともに，乾季においては水分を保持して土の安定を維持し，雨季には膨

張して水の浸透を防ぐのに役立つ作用をする 30)．図2-3に表層用材料として砂利の望ましい粒径分布

が示されている 30)．途上国農村部で道路整備に使う砂利や砕石の粒度分布を規定しても，それを知る

手段がなく意味がない．しかし，粗い礫のみを敷設するだけでなく，砂など細粒分も混合するとよい

という正しい知識とそれを実践する方法を現地に伝達することも，通行性確保に向けた1つの対策で

あると考えられる． 

路床の土質が粘性土で軟弱地盤である場合，砂利道では雨季に表層材の砂利が路床の粘土地盤中に

埋没してしまうためにその整備効果は長続きしない．対策として先進国では，路盤層を厚くしローラ

ーやコンパクターという締固め機械で十分締固め，強固な路盤を構築する，もしくは路床の地盤改良

を行うことが考えられる．が，開発途上国農村部ではセメント材の調達が困難である場合が多い．ま

た締固め用機械，セメントと地山の攪拌混合機も普及していない．十分な締固めがなされないようで

はたとえ砂利や砕石を調達し撒き出したとしてもその効果を発揮しえない． 

農村接続道路の整備にあたり，克服すべき問題点を以下にまとめる． 

1) 雨季に泥濘化しトラフィカビリティを失う問題土の路床 

2) 農村住民の，車両通行性確保のための道路整備に対する基本的な知識，技術の不足 

3) 農村部住民自身の道路整備意欲の欠如 
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2.4 問題解決に向けたアプローチ 

 

では，農村接続道路をどのように整備すればよいのか． 

これまでも農村接続道路の通行性確保の重要性について認識し，その整備手法について述べた文献

31)がある．しかし，農村接続道路の整備は，各現場にあわせて対処方法も異なるため排水施設の整備，

道路横断勾配，縦断勾配の確保など一般論的な整備手法が述べられているにとどまる．また，理想と

する完成形を示すのみでその実践は誰が，どのような予算のもとで，どのような方法で，行うのかが

明確でないために，これらの文献で記された内容が現場でどう活かされているかは不明である．また，

人力施工による道路整備手法についても紹介されているが 32)，住民が持続的に実施できるような仕組

みの構築が重要であると考える．  

そこで，木村 33), 34)は以上のような開発途上国農村部の現状を見極めた上で，農村接続道路は普段そ

の道を利用する現地の住民自身が，人力施工で現地調達可能材料を利用しかつ，改修効果の高い整備

手法により継続して整備を進めることでその通行性を維持することを提案している．自分たちが普段

利用する道を自分たちで整備することで，住民は自信を持つことができる．同時に，オーナーシップ

が醸成され生活改善への意識が高まり，自分たちの問題は自分たちで解決していくことができる．こ

のように，コミュニティが活性化され，農村部における貧困削減につながると考えられる． 

 

2.4.1 本研究の流れ 

本研究では，木村 33), 34)の構想の具現化を進める．まず人力による施工が可能で，現地調達可能材料

を用い，改修効果が高いシンプルな道路整備手法を開発する．次にこの手法により，現地で住民参加

で道路補修を行い，通行性の向上と技術の定着をはかる．その後，持続的な維持管理が行われるよう

に，現地コミュニティ内での道路維持管理体制の構築を図る．このような道路維持管理を通してコミ

ュニティの活性化をはかる．さらに世界の貧困削減に貢献できるよう，短期間で各地への技術移転を

すすめる． 本研究の流れを図2-4に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農村部の貧困 貧困層の削減

農村接続道路

未整備
整備

道路整備手法

の確立

農村コミュニティ

の活性化

パプアニューギニア

開発途上国

短期間

2）実物大実験

3）現地コミュニティ調査

4）住民参加型実施工

5）維持管理体制の構築

6）技術移転
1）材料実験

フィリピン

ケニア

図2-4 本研究の流れ 



17 

2.4.2「土のう」による未舗装道路改修方法の開発 

人力施工で現地調達可能材料を利用しかつ改修効果の高い整備手法として，「土のう」による未舗

装道路改修方法の開発を進めた 29), 35)．「土のう」は従来より国内にて河川の氾濫抑制など仮設構造物

として利用されてきたが，「土のう」については従来の研究により 200～300 kNの耐荷力を有すること

など，その性能が証明され，国内で建物基礎地盤の補強や擁壁等に利用されている実績がある 36)．こ

れまで，道路構造物には，アスファルト舗装の路盤材として交通荷重への支えと振動抑制効果を期待

して利用されてきた事例はある．しかし，開発途上国において，未舗装道路の通行性確保のために利

用された事例はほとんどない．本研究では，対象とする開発途上国で住民自身による実施を前提とし，

現地で調達可能な資機材による施工を想定しながら，通行性を確保しうる手法の開発を進めてきた． 

「土のう」で必要となる資材には中詰材と袋材がある．中詰材については，現地発生土や川砂利な

どの利用が可能である． 

袋材については，日本で利用されているものはポリエチレン製，もしくはポリプロピレン製という

プラスチック樹脂の袋材で，口部に紐があらかじめ取り付けられており，引張ることで中詰材がもれ

ないように口部の固定ができるような構造となっている．開発途上国では，米やとうもろこし，砂糖

などを詰める袋材，肥料用の袋材としてプラスチック樹脂の袋が広く利用されている．これらは，口

部を固定する紐があらかじめ取り付けられていないので，別途固定用の紐を用意する必要があるが，

土のう袋として十分利用可能であると考えられる． 

また，東アフリカやマダガスカルは，コーヒー豆袋として使用されているサイザル麻袋（写真2-10）

の生産地である．主な生産地域を図 2-537)に示す．この地域は，サイザル麻の栽培（写真 2-1138））と

その加工による袋生産（写真2-1238））という中小家内工業が盛んであった．ところが近年プラスチッ

ク樹脂の袋材におされ気味でサイザル業界は斜陽である．ここでサイザル麻袋の「土のう」袋として

の利用という新たな需要を生み出すことができれば．サイザル農家や麻袋生産業を活性化することが

できる．これは 2.2.2 (1)で述べた農外所得の向上につながると期待される． 

以上のような現地で調達可能な袋材料について，「土のう」として道路整備に利用する際に適する

のか，材料実験を通して把握した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真2-10 サイザル麻袋 図2-5 サイザル麻生産地 37) 
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次に，農村接続道路は一車線，日交通量 50 台未満であるのでその交通荷重を雨季にも支え通行性

を確保できるような「土のう」による道路構造を決定するために，実物大走行実験を行った．ここで

は現地の環境を想定し地盤条件，施工条件を設定した．この実験結果を通して改修標準断面，施工方

法を確立し，現地へ適用していくこととした． 

「土のう」による道路整備手法は，人力施工の単純な技術である．そのため老若男女を問わず住民

自身が道路整備に参加することができる．実際に現地で住民参加のもとで道路整備を実施しながら施

工性，経済性，適用性を検討した． 

 

2.4.3 農村コミュニティの活性化 

「土のう」による道路整備技手法をいかにして現地コミュニティへ提案し根付かせることができる

か．我々が現地に赴き，滞在している間のみに道路整備が行われるのではなく，技術を習得した住民

自身が持続的に整備を進めていく体制作りを進めることが重要である．本研究では道路整備手法を開

発するとともに，いかに現地住民が我々の提案する手法を自分たちのものとし，自分たちの道の整備

を進めるようコミュニティを活性化していくか，が大きな研究テーマである．このことが実現しては

じめて開発した技術が有効であるといえる． 

本研究ではこれまで，オセアニアのパプアニューギニア独立国の農村を訪れ現地に滞在しながら，

住民参加を得て，「土のう」による道路整備を実践してきた． 4つのコミュニティでの施工を通して，

住民参加による道路整備の実現に向けたノウハウを蓄積した．そして，あるコミュニティでは持続的

な維持管理を行っている様子が確認されており，提案する農道整備のモデル事例が構築された． 

 

2.4.4 技術移転の拡大 

世界の貧困削減に寄与するには，上記の道路整備を通したコミュニティ活性化へのアプローチ手法

を各地へ拡大していく必要がある．各開発途上国において政治制度や経済，文化の違いがあり，開発

した技術をいかに導入するかは，現地に適した方法があり工夫が必要である． 

本研究ではこれまでパプアニューギニア独立国，アジアのフィリピン共和国，アフリカのケニア共

和国の 3カ国で，3通りの手法で農村コミュニティへアクセスし，「土のう」による未舗装道路整備の

実践からコミュニティ活性化に向けた活動を進めた．  

写真2-11 サイザル麻畑の様子 38) 写真2-12 サイザル麻の加工の様子 38) 
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2.5 住民参加型インフラ整備事例 

 

コミュニティの住民自身によるインフラ整備の実践とはどういうことなのか，具体的なイメージを

持つために以下の 2つの事例を紹介する．これらの事例は各コミュニティの内発的動機づけより実行

されたものであり，ドナー国や援助機関が主導で実施されたものではない．しかし，これらの事例を

分析することで，援助対象コミュニティ内での道路維持管理体制構築に向け，外部者としてどのよう

な条件整備と開発アプローチが有効であるか，ヒントが得られると考えられる． 

 

2.5.1 ケニア，マラクェットにおける灌漑水路維持管理の事例 39) 

ケニアのマラクェット県のケリオバレーには，標高差 1,400 mを 12 km の水路で導水している灌漑

水路がある．これは西暦 1600年ごろに建設されたと考えられている．この時代，現地の人々は鉄を所

有しておらず，木と石の道具で水路を切り開き場所によっては木材の橋をかけ，水を通している．隙

間には草をつめ泥を被せ水漏れを最小限に抑えている．このように人力と現地自然材料を用いて灌漑

水路を作成し，これを現代に至るまで 400年もの間利用し続けている．なぜ，このような灌漑水路が

できたのか，どのようにして今まで維持管理がなされてきているのか．特別な技術や強烈な個性を持

つリーダーが代々続いてきたわけでもない．コミュニティがまとまり，意思決定の仕組みや青年男子

の労働への参加等のルールを定めた「システム」を作り上げた結果，可能となっている．この事例か

ら，現代のコミュニティによる道路整備の実現に向けたヒントがあると考えられる． 

(1) 灌漑水路の作成 

図2-6にケリオバレーの断面図と土地利用の様子を示す．この地域に住む人々はエルゲヨ崖の斜面

地に家を作り，ケリオバレーの谷底で農作業を営んでいる．ケリオバレーでの降水量は一定とならず

いつも旱魃と飢餓の脅威にさらされていた．そこでコミュニティ内のある知恵者がエルゲヨ高地から

ケリオバレーへ水を引いてくることを提案した．最初は途方もない計画だと敬遠されたが，やはりこ

の方法しかない，とのことでコミュニティが一体となって施工を進めた．長老がルートを指示し，若

者が堀り，女性たちが食べ物を運んできた．ここで，長老とは，年長者であり普段の言動，リーダー

シップ，知恵によりコミュニティから尊敬をうけ選ばれている．コミュニティによる施工を通して，

写真2-1340)，写真2-1441)に示すような水路が完成した． 

(2) 灌漑水路の維持管理 

灌漑水路が完成すると，水の分配，維持管理について協議された．コミュニティの意思決定権を有す

る複数の長老らが完成した水路の運営委員会のメンバーとなった．水の分配などに関しての会議は，

その長老らが召集して行われ，水利用者全員が出席した．ここで維持管理のためのルール（当番制，

担当範囲，点検時間など）が定められていた．そして破損箇所や清掃が必要な箇所が見つかれば，修

理のための組織的な共同作業が行われてきた．集会にて作業日，時間，修理方法について決定され，

コミュニティ内の全成人男性にはボランティアで参加の義務が課せられた．共同作業に参画しない不

履行者には懲罰がくだされた． 

このように，コミュニティによる灌漑水路の維持管理が 400年間今日に至るまで続けられてきた． 

ここではケニアの水路の事例を紹介した．高度な技術や材料を用いるのではなく，現地の材料，材

木，草木の葉，泥を利用し，道具も石や木で人力による作業で作り上げた．これらの自然材料で作っ 
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た灌漑水路は確かに漏水し大雨のときには壊れる．しかし，上記のような維持管理体制を構築するこ

とで 400年間にわたり利用されてきている． 

本研究では道の整備について，現地材料を有効に活用しコミュニティによる維持管理，マネジメン

トを実践することで雨季にも通行可能な整備を進める．たとえ補修した道路が徐々に痛んできたとし

ても，住民たちで直ちに補修できるという点が重要である． 

 

2.5.2 日本，山古志村における手掘トンネルの事例 42) 

新潟県山古志村小松倉には，日本最長の手掘り隧道（トンネル），中山隋道がある（図2-7，写真2-15）．

高さ 1.8 m，幅 1.2 m (掘削当時），全長 922メートルである（図2-8，写真2-16）．このトンネルは昭

和 8年より小松倉の住民が 16年をかけてツルハシで掘り（写真2-17），昭和 24年に貫通させた．以

後新トンネルが貫通するまで 49年間，住民の暮らしを支える道として利用された．  

平成 10年に新トンネルに役割を託し閉鎖された．現在では県の保護を受け，崩落の危険性のある箇

所が補修されて人道として遺され，土木遺産として認定されている．このトンネルはどのような経緯

で作られ，16年という長い年月，しかも昭和大恐慌や第 2次世界大戦という混乱時期を経て完成に至

った経過を見る．ここに，現代において開発途上国農村部での道整備，農村インフラ整備に通じるヒ

ントがあると考えられる． 

居住区 耕作地

エルゲヨ高地 エルゲヨ崖 ケリオバレー

標高2,000 m

標高1,000 - 1,300 m

標高900 - 1,050 m

多雨 少雨

灌漑水路 延長12 km

図 2-6 ケリオバレーの断面図と土地利用 39) 

写真 2-13 山肌の灌漑水路（矢印箇所）40) 写真 2-14 灌漑水路の様子 41) 
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山古志村は積雪 7～8 mの豪雪地帯である．山塊に囲まれた村の中でも最深部に位置する小松倉は

昭和 8年当時約 60世帯が住んでいた．養蚕・コメ・炭焼きしか生産物が無い集落には病院や商店など

がなく，用事がある時は険しい中山峠を越えるしか方法がなかった．また，片道 2時間近い道のりを

妊婦や病人を背負って運ぶなど状況は厳しく，吹雪の時には死者も出た． 

図 2-8 トンネル断面図 42) 写真 2-16 トンネル内の様子 

写真 2-17 つるはしの跡 

写真 2-15 トンネル坑口（小松倉側） 

（左が中山トンネル，右が中山隧道） 

(約 1.2 m) (約
1
.2
 m
) 

(約
1
.8
 m
) 

(約 0.6 m) 

至 長岡 

至 柏崎 

小千谷市 

関越自動車道 

小出町 

広神村 

山古志村 
至 合津若松 

R352 

R291 

R252 

R17 

至 東京 

中山トンネル 

図 2-7 中山トンネルの位置図 
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山古志村の住民たちは中山峠にトンネルがあれば，年間を通して平坦で安全に短時間で町まで行く

ことができる，との想いは長年抱きつつ，その膨大な計画，費用の大きさにあきらめており，実現に

至っていなかった．そのような状況の中，何人かの村の有力者が，県会議員に相談にいった．当時か

ら村自力で解決できない問題に対しては県の協力を仰いでいた．そこでトンネルを掘ろうとするルー

トが，村道認定され次に県道認定されれば県から援助が出るとのことであった．まず住民自らが資金

や労働力を提供しながら掘り進め，施工中に県からの援助が得られることを期待しつつ，20年かかっ

てでも掘り進めようということになった． 

ところが，集落内でもトンネル掘削に対して賛成派と，このような非現実的な計画に貴重な村人ら

の時間や財産を使わせるわけにはいかないという反対派との軋轢が生じた．そのため，村道認定につ

いて集落内での合意形成がなかなか進まなかった．賛成派は反対派に対する意地もあり，身銭を切っ

て集落外から測量技師を呼び，農閑期の冬に限り交替で掘り始めた．徐々に行政の支援も取り付け，

村人達の団結も高まり，太平洋戦争中の 4年間の中断を経てついに昭和 24年に貫通した． 

この事例からは現状の問題を改善しようとまず自分たちが行動することの大切さ，一方でコミュニ

ティ内での合意形成を得ることの難しさを学ぶことができる．そして農村インフラ整備の進め方とし

て，農村インフラ整備のためのグループの組織化，そしてそのグループの集団として地方行政府への

協力を要請し，資金を確保するなどのヒントを提供してくれている．開発途上国で住民参加で道路の

維持管理を進めようとするときにも，この事例が参考になると考えられる． 

 

2.5.3 開発への応用 

 前述した 2つの事例の特徴を表 2-3 にまとめる．表2-3より，表1-1で見たように開発の新しい進

め方と共通点が多いことがわかる． 

 

 

 

 マラクェット 山古志村 

目標 灌漑用水の確保 
社会サービスへのアクセスの

確保 

実施組織 民主的地域組織 

計画 住民による計画 

優先事項と実施の決定 住民による民主的な決定 

実施形態 参加型・自主的 

実施のペース 住民のペースで 

事業の規模 小規模 

利用する資源 地域の人材と資源 

技術の使用 適正な地域技術の適用 

結果 
400年間に渡る灌漑水路の 

維持管理 
トンネル貫通 

 

表 2-3 住民参加型インフラ整備事例の特徴 
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このような開発を進めることは，現地住民やコミュニティの活性化（エンパワーメント）を推進す

ることとも言える 7）．活性化は外部からの働きかけのみによって起きうるものではなく，住民の心理

的な側面に左右されるところが大きい．上記の事例でも，開発計画の自己決定，自身が中心となって

開発を進めているという制御感，開発を自分のものだと認識するオーナシップ，自身の潜在能力への

気づき，開発がうまく行っているという効力感，集うこと（組織化）による高揚感を住民が感じるこ

とで活性化が進んでいると言える． 

本研究では，持続的な住民参加による農道整備の実現のために，ここで示した事例のように現地住

民やコミュニティの活性化が進むようなアプローチを実施する． 

 

2.6 本研究の目的と特徴 

 

2.6.1 本研究の目的 

本研究の目的を以下にまとめる． 

1） 農村接続道路（未舗装）を雨季においても車両通行可能となるよう整備する． 

2） ある開発途上国農村部の住民が自分たちで農村接続道路の整備・維持管理をしていく社会システ

ムを構築し，農村コミュニティを活性化する． 

3） 上記の手法を他の開発途上国にも短期間で広め，各地の農村コミュニティを活性化し，貧困削減

に貢献する． 

 

2.6.2 本研究の特徴 

 本研究の特徴は，貧困削減へのアプローチの1つとして下記に示すような技術開発からその適用，

拡大までを一貫して行っていることである． 

1） 施工対象地が開発途上国農村部であるという制約条件下（限られた予算，現地調達可能材料の

有効利用，人力施工）での有効な技術の開発 

2） 開発された技術の現地導入による施工性の検討，改善 

3） 現地コミュニティにおける，新技術を利用した持続的な道路維持管理実施のための体制づくり 

4） 多様な地域で，各地の社会環境にあわせた技術移転の展開 
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第第第第    3333    章章章章    「「「「土土土土のうのうのうのう」」」」によるによるによるによる住民参加型未舗装道路整備手法住民参加型未舗装道路整備手法住民参加型未舗装道路整備手法住民参加型未舗装道路整備手法のののの開発開発開発開発    

 

3.1 概説 

 

本章では開発途上国農村部の未舗装道路に対して雨季においても車両通行性を確保するために，「土の

う」を利用した道路整備手法の開発に向け，実施してきた実験とその結果について述べる． 

第2章で見たように，開発途上国では人や動物による交通から急に自動車交通へと移行したため，道路の

状態が交通形態の変化，交通荷重の増加に追随していない状態である． 

車両通行性が失われる原因としては，下記の点が挙げられる 43)． 

1） 路床土質が粘性土で軟弱であり，通行車両重量を支持できない． 

2） タイヤと路面間ですべりを生じ，十分な推進力を確保できない． 

ここで開発途上国での農村接続道路の整備基本方針を確認しておく． 

たとえ，未舗装道路でも地山の路床が十分な支持力を有し，タイヤと路面間で十分な推進力が確保でき

れば通行性に支障はない．熱帯地域に属す開発途上国では乾季においては通行性は維持されるが，雨季

になり，路面に水が溜まると泥濘化し轍掘れが形成され，タイヤと路面間にすべりが発生し通行性が失われ

る場合が多い．したがって，路床の支持力を維持し推進力を確保するためにはまず，路面に水が溜まらない

よう排水施設を確実に整備することが重要である． 

路床が元々軟弱地盤で通行車両重量を支持できない場合も多く見受けられる．先進国では地盤改良，良

質材との置換・締固めなどの手法によって支持力を付加することが考えられる．しかし，途上国農村部では

改良材や攪拌機，締固め機の調達が困難であり，これらの手法が有効であるとは言えない．そこで本研究で

は実施可能な対応策として，現地調達可能な材料を用い人力施工による「土のう」を利用した路盤を路床上

に構築することを提案する．そのため「土のう」で構築された路盤による，通行性維持効果を検証する． 

  

「土のう」は水防団により洪水時に河川の氾濫防止のために用いられたり，災害復旧時に仮設工として積

み上げる使われ方が一般的である．しかし，近年の研究により，「土のう」の性能が評価され軟弱地盤上の建

物基礎として，また擁壁としてなど多様な用途に利用されている 44)．ここで「土のう」の特徴，利点を以下に示

す． 

1） 必要となる材料は袋材と中詰材であり，開発途上国農村部においても材料の調達が容易である． 

2） 大規模な重機を必要とせず，人力のみでの施工が可能であり，環境にやさしい． 

3） 「土のう」自体の耐荷力は 200 kN～300 kNである． 

4） 水浸，ヘドロ状態の地盤にも適用し，補強することができる． 

5） 道路整備以外にも，建物基礎，河川堤体の補強，斜面の安定化工法等汎用性がある． 

なお，「土のう」は簡便な手法であるが故に，その性能を最大限に活かすには丁寧な施工（「土のう」中詰

材量の設定，十分な締固めなど）が求められ，現地適用時には施工手法を確実に伝達する必要がある． 

日本国内にて，「土のう」がアスファルト舗装道路の路盤材として利用されている事例がある 45）．ここでは日

本国内で調達可能な資材に対し，プレートコンパクターなどの締固め機械を利用した施工を行った．「土の

う」がアスファルト舗装の路盤として，上層の舗装体から受ける荷重を支え，凍上防止，交通振動の減衰に有

効であることを証明した．本研究では開発途上国農村部で現地住民自身が車両通行性を確保するために，
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実施可能な道路整備手法として「土のう」を利用した未舗装道路改修手法を開発した． 

 そのために明らかにすべき点は以下の通りである． 

1) 現地で調達可能な土のう袋材，中詰材の材料特性 

2) 交通荷重作用下での「土のう」の変形挙動 

3) 「土のう」の配列と施工方法 

4) 「土のう」の整備効果 

本章ではまず，「土のう」の強度発現メカニズムを概観する．交通荷重が作用する路盤としての利用のため

に，「土のう」に求められる材料特性について明らかにした．これに基づき現地調達可能な材料を選定した．

そして選定された材料による「土のう」による路盤構造，施工方法について検討した． 

本章では，「土のう」による道路改修手法の開発に向けて以下のような実験を行ったのでその結果に

ついて報告する． 

a) 土のう袋材引張強度試験 

開発途上国において調達可能な土のう袋材を選定した．これらの輪荷重作用下での挙動を，袋材の

引張強度試験を通して検討した． 

b) 「土のう」圧縮試験 

中詰材の種類，輪荷重が「土のう」に局所的に作用する場合の影響を調べるため圧縮試験を実施し

た．  

c) 実物大走行実験 

現地調達可能な材料を中詰材として利用し路盤を構築した時の走行性や，有効な締固め方法を検討

するため，実物大走行実験を実施した．この実験を通して軟弱地盤上で雨季においても車両通行性を

確保するような「土のう」による道路改修断面を提案した． 

 

3.2 「土のう」の強度発現メカニズム 

 

Matsuoka and Liu46)により粒状体を中詰材とした「土のう」自体の耐荷力F の算出について，式(1)

が提案されている．十分締固められた「土のう」に外力が作用すると中詰材は正のダイレイタンシー

を起こすが，それを土のう袋が拘束することで袋に張力が生じる（図 3-1）．ただし，たとえ中詰材の

体積が一定でも「土のう」形状がより扁平になろうとすると袋が引張られ張力が生じる．また，発生

する張力の大きさは土のう袋周長に沿って均一ではないが 47)，ここでは一定と近似している．この張

力により中詰材に拘束応力がかかる．このような応力状態（図 3-2）で中詰材がせん断破壊する極限

状態にあるとして「土のう」の強度F を求めている．  

 

 

 

 

 

 

 
図 3-1 「土のう」に作用する応力 図 3-2 中詰材に作用する応力状態 

B 

H
 

張 力 

外力 張力による拘束応力 

外力 
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ここに，T：土のう袋材の引張強度 [kN/m]，B：「土のう」の幅 [m]，H：「土のう」の高さ [m]，L：「土

のう」の奥行き [m]，φ：土のう中詰材の内部摩擦角 [°]である． 

式(1)より，「土のう」自体の耐荷力は，土のう袋の引張強度や，土のう寸法，中詰材の内部摩擦角

の影響を受けることがわかる．また，Lohaniら48)より，「土のう」上下面の水平変位の拘束条件により

圧縮強度が影響を受けることも明らかにされている．このような特性を踏まえ，現地で「土のう」と

して利用する材料を選定し，道路構造への適用性を検証した． 

 

3.3 土のう袋材の引張強度試験 

 

道路路面に「土のう」を用いるには，車両走行時に作用する輪荷重を受けて土のう袋に生じる引張

力が，袋材の引張強度以下であるかを検討する必要がある．そこでまず，開発途上国で生産されてい

る袋材の中からサイズや構成繊維の織密度をもとに，土のう袋として利用しうる材料を選定し，道路

構造への適用可能性を判断するためにその引張強度を確認した． 

 

3.3.1 土のう袋材 

日本で今日利用されている主な土のう袋材はポリエチレン製の袋であり，中国産のものが普及して

いる．一方，開発途上国においても都市部ではポリエチレン製の袋が生産され，農村部でとうもろこ

し袋，砂糖袋，米袋，肥料用袋として利用されている．これらの袋材を土のう袋として転用すること

を検討した． 

またある地域では，プラスチック樹脂の袋材が普及する前まではコーヒー豆や穀物の出荷時に利用

されていた，麻袋の生産が続いている．サイザルやジュートなど麻の栽培から繊維の抽出，袋への加

工までを担う地域的小規模工業により製造されている．このような麻袋を土のう袋として使用するこ

とも検討した．麻袋を利用する利点は，下記の通りである． 

1） 天然素材で自然にやさしい． 

2） 新たな需要の創出により，麻袋生産の地域的小規模工業の活性化につながる． 

そこで表 3-1に示すような袋材について，引張特性を調べるために．引張強度試験を実施した．No.1

の袋材は日本で一般的に土のう袋として利用されているもの，No.2はある開発途上国で生産され砂糖

袋として，No.3はケニアでコーヒー豆用として利用されている麻袋である． 
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3.3.2  試験方法 

電気油圧式万能試験機を用いて引張試験を実施した．表 3-1に示される袋材はいずれも縦，横方向

で同質繊維を利用しており織密度も同様であるが，縫製の工程上横糸がやや劣化する．そのため，袋

周長方向では上下方向に比べてその引張強度は低下する傾向がある． 

そこで袋材の引張強度を安全側で評価するために，袋周長方向の引張強度を調べた．各袋材から周

長方向を長さ方向として幅5 cm，長さ40 cmの試験片を採取した．両端10 cmは万能試験機の上下のチ

ャックへのつかみしろとし，つかみ間隔20 cmの試験片を一分間に20 cmのスピードで引張載荷を行っ

た．この方法は「JIS L 1096 一般織物試験方法」に準処した． 

(1) 実験ケース 

「土のう」が路面に使われる場合，降雨下で湿潤状態となった時の特性を把握する必要がある．ま

た，車両が通過するたびに載荷と除荷が繰り返されるため，土のう袋に繰返し引張力が作用すること

による影響を評価する．そのため本実験では，表 3-1 に示される No.1～No.3 の袋材に対して，それ

ぞれ乾燥状態と湿潤状態の供試体を用意し，一方向載荷および繰返し載荷（ある一定荷重まで載荷し

除荷する操作を 20回繰返す）の 2種類の載荷方法で引張試験を実施した．  

乾燥状態の供試体は大気中で保管したもの，湿潤状態は 24時間以上水中養生したものである． 

(2) 輪荷重作用時に「土のう」袋に発生する張力 

「土のう」に輪荷重が静的に作用した時に土のう袋に発生する張力を算出する．袋材の引張強度が

これ以上であることを確認する．また繰返し引張載荷時にはこの荷重に至るまでの載荷と除荷を繰返

す． 

土のう袋に発生する張力は以下の手順で算出した． 

1） 対象車両を決定． 

2） 輪荷重を算出． 

3） タイヤ接地面積を算出． 

4） タイヤ接地圧を算出． 

5） タイヤ接地圧を「土のう」全面に作用させ，極限状態にあるとし式(1)より袋材に生じる張力を

表 3-1 引張強度試験を実施した袋

単位 No.1 No.2 No.3

名称 輸入土のう（中国産） 砂糖用 コーヒー豆袋

素材 ポリエチレン ポリエチレン サイザル麻

サイズ m 0.60 × 0.48 0.63 × 0.46 0.92 × 0.74

重量 ｇ/袋 46.0 52.2 1190.2

単位重量 ｇ/m
2 79.9 90.8 874.0

織密度 本/2.54 cm 9 13 6

写真
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算出． 

対象車両は開発途上国の農村部での施工対象となる道路の交通事情から 2 t車とする. 

2 t車の最大積載時の輪荷重を下記式(2)より求める．積載荷重の前輪，後輪への振分率は 1：4とし

た．これは道路橋設計時に作用させる自動車荷重（T荷重）の考え方を参照している 49)
 ．このように

算出された積載荷重の後輪作用分と車両重量より決定される後軸重の和の 1/2を輪荷重とする．  

輪荷重の値から，式(3)よりタイヤ接地半径を求める 50)．これは，各国各機関（（社）日本自動車タ

イヤ協会など）が定める輪荷重とタイヤ接地半径の関係の中で，平均的でありかつ簡便な 1次式によ

り定められたものである 51)． 

式(2)で求めた輪荷重をタイヤ接地面積で除して接地圧を算出する（式(4)参照）．輪荷重が「土のう」

に作用する状況を図 3-3に示す． 

 

5

2

2

CS
WW

P +=   (2) 

 

P. a 001.0120 +=  
 

(3) 

  

π2a
P

q =  (4) 

  

ここで， P：輪荷重 [kN]，WS：軸重量 [kN]，WC：積載重量 [kN]，a：接地半径 [m] ，q：タイヤ

の接地圧 [kN/m
2
]とする． 

2 tダンプの軸荷重はWS = 13.2 kN，積載重量はWC = 20.0 kNとして算出した．これは実際の 2t車（車

名：マツダ，型式：KC - WG6AD）の車検証に記載のデータに基づいている．このとき接地半径は a = 

0.135 mとなり，タイヤの接地圧は q = 255.0 kN/m
2となった． 

ここで式(1)を用いて輪荷重作用時に土のう袋に発生する張力 Tを算出する． 
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F にはタイヤ接地圧が「土のう」全面に均等にかかるとして（図3-4）「土のう」1袋が受ける圧縮荷

重を算出しその値を代入する．「土のう」全面に作用する荷重は次式により算出する． 

 

PS  = q × B × L  (5) 

 

ここで，PS：「土のう」1袋が受ける圧縮荷重 [kN]，B：「土のう」の幅 [m]，L：「土のう」の奥行き [m]  
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とする． 

「土のう」形状は，B = 0.4 m，L = 0.4 mの四角形と近似する（図 3-4）．式(5)より，PS = 40.8 kNと

なる．この時土のう中詰材がせん断破壊する極限状態にあるとし，式(1)のF へ PS  = 40.8 kNを代入す

る． 

次に中詰材の内部摩擦角φを決定する．自然の砂で内部摩擦角が30°以下になることはまれである44)．

よって安全側で，式(1)のφに30°を代入し算出する． 

以上より，土のう袋に発生する引張荷重T は4.6 kN/m となる．よってある袋材を「土のう」として

道路構造に適用するには，その袋材の引張強度は4.6 kN/m以上である必要がある． 

そこで現地で調達した袋材が，4.6 kN/m以上の引張強度を有するかを確認する．また，実際の輪荷

重のように，載荷除荷が繰返された時の引張抵抗特性を把握する． 

 

3.3.3 試験結果と考察 

(1) 袋材の引張強度 

図 3-5は表 3-1中のNo.1～No.3の供試体について，一方向で引張載荷を行った試験結果である．引

張荷重を袋材1 m当りに換算し縦軸に，横軸はひずみを表示している．袋材を構成する繊維の一部が

破断に至り引張荷重が低下し始めるまで載荷をする．この時の最大引張荷重を袋材の引張強度とする．

袋材の状態は各々乾燥，湿潤状態で試験を行った． 

No.1の袋材の引張強度は，乾燥，湿潤状態でほとんど変わらず6.0 kN/mとなった．また初期剛性に

も違いは見られない．袋繊維が撥水し水分を吸収せず，強度に違いは見られなかった． 

No.2の袋材の引張強度は，乾燥状態では14.0 kN/m，湿潤時には12.0 kN/mとなり引張強度は約14.0 %

低下した．これは，袋繊維が水分を吸収したために強度が低下したと考えられる．しかし，この時で

も計測された引張強度は輪荷重作用時に土のう袋に発生する引張荷重（4.6 kN/m）の2 倍以上で十分

な強度を有すると言える． 

No.3のサイザル麻袋の強度は乾燥時で14.5 kN/m，湿潤時で12.7 kN/mとなった．また引張荷重～ひ

ずみ曲線の初期の勾配を見ると，湿潤状態では剛性が低下していることがわかる．これは袋を構成す

る麻繊維が水分を吸収し，引張抵抗力が低下したためと考えられる．サイザル麻製の袋材の特徴とし

て破断に至るひずみが，No.1, 2のポリエチレン製の袋材と比較すると小さい．延性には劣るものの，

路面に利用するための十分な強度を有する． 

Unit: m 

(a) 側面図 (b) 平面図 

輪荷重 

作用範囲 

0.4 0.4 

0
.4
 

図 3-4 「土のう」に作用する荷重 

（引張荷重算定時） 

図3-3 輪荷重作用状況 

(a) 側面図 (b) 平面図 

タイヤ 

土のう 

接地範囲：2a 接地面積：直径 2a 

P：輪荷重 
2a 
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 (2) 繰返し引張載荷時の特性 

図 3-6，図 3-7，図 3-8はNo.1～No.3の各袋材の湿潤状態の供試体に対して，4.6 kN/mの引張荷重

を作用させ除荷するという繰返し載荷を20 回行った後，破断に至るまで載荷した時の結果である．試

験は変位制御で実施した．荷重計の値が4.6 kN/mの引張強度を示した時に手動で載荷方向を反転させ

た．そのため，実際には4.5 ～6.0 kN/mの幅での繰返し載荷となった．湿潤状態の供試体の一方向載

荷時の試験結果と比較し，繰返し載荷が引張強度に及ぼす影響を調べた． 

No.1の袋材は繰返し時，残留ひずみが5.0 %から8.0 %へと推移した．推移幅は3.0 %である．再載荷

時の勾配はほぼ一定であり，剛性の低下は見られない．繰返し後の袋材の引張強度は8.0 kN/mと一方

向載荷時の引張強度（6.0 kN/m）よりやや大きくなった．  

No.2の袋材での残留ひずみの推移は5.0 %から6.5 %で,その推移幅は1.5 %とNo.1の袋材よりも小さ

い．再載荷時の傾きは繰返し中一定であり，剛性の低下は見られない．繰返し後破断に至る載荷過程

では，一方向載荷時の荷重ひずみ曲線と同じ挙動を示し，破断時の強度も変わらない．繰返し載荷に

よる引張強度の低下は見られない． 

No.3のサイザル麻では残留ひずみが4.0 %から6.0 %で推移し，繰返し時剛性の低下は見られない．
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図 3-5 引張荷重～ひずみ関係（一方向載荷時） 図 3-6 引張荷重～ひずみ関係（No.1湿潤） 
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繰返し後の引張強度は一方向載荷時よりも大きくなった． 

No.1，No.2の袋材はともにポリエチレン製であるが，単位面積当たり重量や，織密度はNo.2の袋材

の方が大きい（表 3-1参照）．そのため引張強度はNo.2の袋材の方が大きくなり，繰返し時の残留ひず

みの推移量も小さく弾性的である．しかし，No.1の袋材では乾燥湿潤状態による引張強度の差は見ら

れなかったが，No.2の袋材では湿潤時に強度が低下する様子が見られた．これは，No.1の袋材は撥水

するが，No.2の袋材では水分を吸収し強度が低下したのではないかと考えられる．同様な素材ではあ

るが，繊維素材の製造，縫製工程の違いが影響していると考えられる． 

「土のう」による整備の対象となる道路の規模は日交通量が50 台未満の未舗装の農村接続道路28)

としている．今回の実験での繰返し載荷回数は20 回である．繰返し載荷時に剛性，強度の低下は見ら

れない．繰返し時の荷重は，輪荷重を土のう全面に作用しているとして繰返し荷重を設定しており，

実際に道路面に利用した場合よりも約3倍の引張荷重が作用している．このことから,これらの袋材の

引張特性からは，施工対象としている道路にはNo.1～No.3の袋材料は適用可能であると考えられる． 

サイザル麻はポリ系繊維の袋材に比べて硬質繊維であり，「土のう」として利用したときの施工性，

中詰材が洩れないような口部の固定方法の開発などの課題が残る．また，ケニアのある袋工場にて価

格調査を行ったところ，通常日本で利用される土のう袋，No.1と同程度のサイズのサイザル麻袋の生

産は可能であるが，一枚当りの価格が約150円ということであった（No.1袋材：20 円/枚，No.2袋材：

約25 円/枚）．同工場で生産される同サイズのポリエチレン製の袋は一枚当り約20円であり，サイザル

麻袋の値段はその約7倍である．今後「土のう」としての利用が実用化し需要が増え，大量生産できる

体制となれば価格はさらに下げることができると考えられる．現地でさらに開発を進める予定である． 

 

3.4 「土のう」の圧縮強度試験 

 

3.2で中詰材の内部摩擦角が，「土のう」の耐荷力を左右する因子の一つであることを示した．開発

途上国の農村部で「土のう」を作成しようとするとき中詰材を調達する必要がある．凹凸係数が小さ

い粒状体は内部摩擦角も大きく44)「土のう」の強度発現に有利である．しかし，工場生産される砕石

は現地での調達は困難である．そこで調達可能な中詰材としては川砂利やまさ土のような砂質土が挙

げられる．そこでこれらを中詰材として用いたときの「土のう」の強度特性を圧縮強度試験を通じて

明らかにする．また，「土のう」が建物基礎，擁壁に利用される場合には「土のう」全面に圧縮荷重が

作用するが，道路路盤として利用する際には，通過車両の輪荷重が局所的に作用することが考えられ

る（図 3-9）．そこで，「土のう」中央部，端部に輪荷重が作用する様子をモデル化した圧縮試験を実

施し「土のう」の変形挙動を把握する． 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-9  タイヤ通過位置による「土のう」の変形の違い 

(a) 中央を通過 (b) 端部を通過 

車両 

土のう 
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3.4.1 実験概要 

(1) (1) (1) (1) 中詰材 

本実験では中詰材としては，図 3-10に示すような粒度分布を持つ6号砕石，川砂利，まさ土を用い

た．ここでは内部摩擦角の影響を明らかにするため，砕石の中でもより大きな内部摩擦角を有する粒

度調整された6号砕石（φ = 44°）44)を利用している．  

(2) (2) (2) (2) 供試体用「土のう」 

日本で一般に用いられる土のう袋のサイズは 480 mm×600 mmである（表 3-1参照）．これに中詰

材 0.016 m
3を詰め，ある一定の位置で口部を固定し締固めると，「土のう」のサイズは 400 mm×400 mm

×100 mmとなる．しかし，本実験で利用する万能試験機の載荷板はφ 160 mmの円形である．そこ

で，供試体に均一に荷重をかけるために，1/2 サイズの「土のう」に対して圧縮試験を行った．試験

用土のう袋のサイズは 240 mm×300 mmとし，これに中詰材 0.002 m
3を詰め鉄板で叩いて締固め，「土

のう」のサイズを 200 mm×200 mm×50 mmとした．なお，袋材は表 3-1中No.1を利用した． 

(3) (3) (3) (3) 載荷方法 

載荷は引張強度試験と同様，電気式油圧万能試験機を用いた．実際に道路構造として「土のう」を2

層敷設することを検討しており，圧縮強度試験でも2層に積み重ねた供試体に対して載荷を行った． 

擁壁や建物基礎地盤の補強に「土のう」が用いられる場合，全面に荷重がかかる．それに対して「土

のう」が道路構造に適用される場合，タイヤ幅で局所的に荷重が作用する．そのため，図 3-9のよう

なタイヤの通過位置の違いによる，「土のう」の圧縮挙動への影響を把握する必要がある．そこで，図 

3-11に示す3 通りの載荷パターンで実験を行った． 

a) 全面載荷：供試体と載荷板の間に鉄板（250 mm×250 mm×5 mm）を介して「土のう」の上面

全面に載荷 

b) 中央部分載荷：タイヤ幅を想定した幅100 mmの鉄板を介して「土のう」中央部に載荷 

c) 端部部分載荷：タイヤ幅を想定した幅100 mmの鉄板を介して「土のう」端部に載荷 

輪荷重の作用範囲は図 3-3で示すような，半径135 mmの円状となるが，車両走行時の荷重は進行方

向に連続して作用する．よって，圧縮試験では輪荷重が作用する様子を，載荷幅100 mmで土のう全長

にわたる面荷重でモデル化する．圧縮試験で用いる土のうサイズは実際の「土のう」の1/2であるが，

輪荷重作用幅を想定した載荷幅は実際の載荷幅270 mmに対して1/2以下の幅100 mm となった． 

実験は3種類の中詰材の「土のう」に対して3通りの載荷方法で合計9 通りの実施した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 3-10 中詰材の粒径加積曲線 
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3.4.2 試験結果と考察 

(1)(1)(1)(1) 中詰材の種類と「土のう」の圧縮強度特性 

図 3-12は全面載荷時の圧縮ひずみ～荷重関係である．いずれの中詰材の時でも載荷初期においては

「土のう」の圧縮強度発現までにわずかではあるが変形が生じている．その変形量は，まさ土の場合

が一番大きく，次いで川砂利，6 号砕石の順となっている． 

「土のう」自体の耐荷力は3.2で述べたように，中詰材が正のダイレイタンシーを起こし，それを土

のう袋が拘束し袋材に張力が生じることで発現する．粒度分布特性よりレキ分が多い6 号砕石では，

わずかな変形量で正のダイレイタンシー効果が生じ，袋材の張力が発生し強度が発現する．砂分が多

くなるとダイレイタンシー効果は小さくなり袋材の張力が発生するまで変形が進み，「土のう」圧縮強

度発現が遅れると考えられる．このことからも載荷前に「土のう」に対して十分締固めを行い，外力

作用時には袋材の張力が直ちに発揮される状態としておくことが重要である． 

6号砕石，川砂利の場合はほぼ同様の荷重～ひずみ曲線となるが，まさ土では図 3-12で示すように

荷重～ひずみ曲線は下に凸の形状となっている． 

(2)(2)(2)(2) 載荷パターンと「土のう」の圧縮強度特性 

各載荷パターンでの圧縮強度特性を調べる．中央部分載荷時の試験結果を図 3-13に，端部部分載荷

時の試験結果を図 3-14に示す． 

中央部分載荷時では荷重～ひずみ曲線は全面載荷と同様の形状を示した．6号砕石では載荷初期より

強度発現し，続いて川砂利，まさ土となった．強度発現以降の勾配は川砂利，6号砕石，まさ土の順に

大きい．まさ土では下に凸の形状となりひずみが20.0 %を超えると勾配が大きくなる．6号砕石でひず

みが12 %を過ぎたあたりで勾配がゆるくなっている．これは，袋材が6号砕石の角部との接触で破れ 
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図 3-11  載荷パターン 
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たためと考えられる．実際に試験終了後の「土のう」の様子を見ると上下面が破断している様子が観

測された． 

端部部分載荷では3 種類の中詰材のいずれの場合も強度発現が遅れ荷重～ひずみ曲線は下に凸の形

状となっている．ひずみ20.0 %までの挙動をみてみると同ひずみに対する荷重は，大きい方から6号砕

石，川砂利，まさ土となっている． 

3.2でタイヤ接地圧は255.0 kN/m2 と算出された．この圧縮強度試験ではタイヤ巾を想定した載荷板

面積が10 cm × 20 cm であるので圧縮荷重が5.1 kNのときが，2 t車が走行時に「土のう」が受ける力に

相当すると考えられる．そこで，各中詰材，中央，端部部分載荷時で圧縮荷重5.1 kN時のひずみにつ

いて図 3-15中にて比較する．ただし，圧縮試験では静的に荷重をかけているので実際の輪荷重とは異

なる点に留意する必要がある． 

図 3-15より圧縮ひずみは．いずれの載荷パターンにおいても中詰材がまさ土，川砂利，6号砕石の

順に大きくなる．川砂利と6号砕石のひずみの差は，いずれの載荷パターンでも3 %未満であり，中詰

材に川砂利を利用したときの「土のう」の圧縮特性は，6号砕石を用いたときに近い挙動を示すと考え

られる．中詰材が川砂利の場合，5.1 kN載荷時，ひずみは中央載荷では6.5 %，端部載荷では17.0 %と

なった．端部載荷ではひずみが大きく発生している．「土のう」が路盤に利用され，端部をタイヤが通

過時には沈下量が大きく発生する可能性がある． 

ここでは，万能試験機上での圧縮試験であり，剛な台に置かれた「土のう」供試体を載荷した．実

図 3-12  圧縮荷重～ひずみ関係（全面載荷） 
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図 3-13  圧縮荷重～ひずみ関係（中央部分載荷） 
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図 3-14  圧縮荷重～ひずみ関係（端部部分載荷） 
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際には路床が軟弱地盤であるときに，その上に「土のう」を敷設して路盤を構築し，作用する輪荷重

を支持することを検討していく．このときの「土のう」の変形量は，圧縮試験時の剛な台上に置かれ

た「土のう」が静的圧縮荷重を受けて生じる変形量とは異なることが予想される．しかし，ここで得

られた載荷パターンによって「土のう」変形量が異なるという結果を受け，下記のような提案をする

ことができる．「土のう」の配列は，道路縦断方向でタイヤ通過位置に土のう端部という弱部が連続し

ないように，図 3-16のように一層目と二層目で，また一層目では縦断方向に隣接する「土のう」を千

鳥状に配列することが望ましい．また，土のう表面を砂利などで被覆すれば，輪荷重が「土のう」に

対して局所的に作用することの影響を軽減できると考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.5  実物大走行実験 

  

3.5.1 目的と実験パラメーター 

雨季にトラフィカビリティが失われるような未舗装道路に対して，「土のう」を用いて通行性を確保

する手法を検討する．通行性を確保するためには車両は路面に支持され，タイヤと地表面間の滑りを

最小として十分な推進力を得る必要がある43)．そこで実際に「土のう」で作成した道路上で車両を走

行させて，路面沈下量や走行性を把握した．ここでは，図 3-17に示すようなⅠからⅤまでのパラメー

ターを設定している．この実験を通じて，開発途上国農村部という物資の調達が制限される条件下で

も，最大限通行性を確保しうる「土のう」による道路改修手法を提案する． 

ここで使用した土のう袋は，表3-1中No.1の袋である． 

「土のう」作成方法について，現場に適用可能で作業性を考慮した手法を提案する必要がある．現

地で秤を調達し，中詰材の質量を計測し調整することは困難である．一方，体積を制御することは，

例えば水汲みなどで日常に使用されているプラスチック容器を用いることで可能である．そこで，中

詰材の投入量を0.016 m3とし，土のう口部の固定位置，方法を定め，土のう袋内の空間の体積を常に

一定とした．この条件下で図 3-17で設定した各パラメーターの影響を調べる．また土のう層数は作業

性よりすべて2 層としている． 

実物大走行実験で用いた中詰材は，砕石，川砂利，まさ土である．ここでは圧縮試験の場合と異な

り砕石には，安価で実用的な粒度調整を行っていない砕石を用いた．これらの粒度分布を図 3-18に示

す．砕石と川砂利は同様の粒度分布を示すが，その製造過程の違いより，凹凸係数44)が異なると考え

られる．つまり砕石は，その凹凸係数は川砂利より小さく，内部摩擦角は大きくなると考えられる44)．  

平面図 断面図 

1層目 

2層目 

タイヤ走行箇所 

被覆層 

図 3-16  「土のう」敷設方法 
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砕石については水浸した基礎地盤の補強時に「土のう」が用いられる際に中詰材として利用される事

例があり46)，道路においても有効であると考えられる．しかし，砕石は工場生産となり開発途上国農

村部での調達が困難である．代替として現地調達可能と考えられる礫質土である川砂利，砂質土であ

るまさ土の有効性を検討する． 

 

3.5.2 実験ケース 

以下に示す3種類の実験を実施した．「土のう」の輪荷重作用下での変形特性を把握し，軟弱地盤上

での通行性確保の効果を検証する． 

(1) アスファルト舗装上走行実験 

まず「土のう」上の車両走行性を検証する．沈下が微小で無視しうるアスファルト舗装上に「土の

う」を敷設し，車両を走行させ走行回数と路面沈下量を計測する．この時変化させたパラメーターは，

中詰材，配列，締固め方法の3点である．「土のう」自身が走行車両を支持しうるかを，実際の輪荷重

作用下で路面沈下量を計測することにより判断する．また，「土のう」表面とタイヤ間で滑りが生じず

に車両に推進力を与えることができることを確認する． 

「土のう」の強度発現には十分締固めることが重要である．日本では一般的にプレートコンパクタ

ー（以下，プレート）が用いられる．しかし，開発途上国農村部においては，その価格は1台約20万円

と高価であるために調達が困難である．そこで代替の人力による有効な締固め方法を確立する． 

(2) 粘性土地盤上走行実験 

次にトラフィカビリティが確保できないような粘性土地盤上で，「土のう」を敷設し走行試験を行い

その改修効果を検証した．ここでは，中詰材の種類，配列について検討した． 

(3) 改修効果比較走行実験 

これまで，開発を進めてきた「土のう」を敷設した道路断面箇所と，川砂利のみを敷設した断面箇

所の走行性を比較検討した． 

 

3.5.3 アスファルト舗装上走行実験の概要 

「土のう」の中詰材はまさ土，川砂利，砕石の3 種類である．現地で利用性の高いまさ土や川砂利

の，土のう中詰材としての適用性を，砕石の場合と比較検討した． 

図 3-17  実験パラメーター 図 3-18  各中詰材の粒度分布 
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図 3-19に実験概要図を示す．走行ヤードは幅3.0 m，延長5.0 m である． 3.4の圧縮試験結果より

輪荷重の作用箇所により「土のう」の変形挙動が異なることが考えられることから，図 3-19 (a) 断

面図に示すようにA点では「土のう」端部を，B点では中央部をタイヤが走行するように配列した．図 

3-19 (b)の平面図に示す位置で走行前，5回，10回，20回，40回，50回，60回，80回，100回，150回走

行後に，路面沈下量を計測した．写真 3-1に計測状況を示す．ある定められた回数走行後，横断，鉛

直方向ともに所定の位置に水平に基準棒を設置し，そこから路面までの鉛直距離を，水平方向に10 cm

間隔で標尺を用いて計測した．計測後基準棒は取り外し，車両走行を再開した．以下，この手順を繰

返し150 回走行まで行った． 

走行試験に用いた車両は最低地上高150 mm，車体重量1.5 t（車検証記載データによる）の一般乗用

車である． 現地での走行状況を想定し，時速10 km未満の徐行運転とした．ここでは散水せずに実験

を行った． 

締固めは図 3-20に示す3通りの方法で行い，走行性を比較検討した．プレートにて「土のう」表面

を4 往復する方法と，1つの「土のう」に対して木槌で10 回打撃し締固める方法，1つの「土のう」を

10 回踏固める方法の3通りである．開発途上国農村部では機械の調達が困難な場合に有効な締固め方

法を把握する必要がある．木槌や踏固めによる締固め方法で，プレートでの締固め時と同等の効果が

得られるかを検証した． 

 

3.5.4 アスファルト舗装上走行実験結果と考察 

「土のう」上を走行中，土のう表面とタイヤとの間に通行に支障となるような滑りは生じなかった．

実験初期の段階では走行に伴い土のう表面に沈下が生じる．まさ土を中詰めし踏固めて締固めた時は，

図 3-19  実験概要図 図 3-20  締固め方法 

(a) プレート 
コンパクター 

(b) 木槌 (c) 踏固 
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20 回走行時には轍掘れが深くなり車両底面と路面が接触しそれ以降の通行は不能となった．これ以外

のケースでは，走行回数80 回以降は沈下量は収束し走行に支障は生じない． 

図 3-19中のA 点，B 点における圧縮ひずみと走行回数との関係を，中詰材の種類ごとに図 3-21

に示す．ここで，アスファルト舗装面はほとんど沈下しないため，計測された沈下量は「土のう」の

変形量とみなすことができる．そこで図 3-21ではひずみで表示している． 

中詰材がいずれの場合でも，踏固めによる締固め時には変形量が，3通りの締固め方法の中で最も大

きくなった．これは，踏固めでは「土のう」が十分締固められず，袋材の張力が発揮されるまで変形

を許すためである． 

「土のう」中央部をタイヤが走行する際には，プレート，木槌による締固め時のひずみと走行回数

の関係はほぼ同様である．従って，両者の締固め効果は同等であるといえる． 

しかし，タイヤが「土のう」端部を走行するときには中詰材が砕石，川砂利の場合には，木槌で締

固めた場合は踏固め時と同等のひずみが発生している． 

なお，中詰材がまさ土の時，プレートでの締固め時の変形量が木槌で締固め時よりも大きくなって

いる．これはまさ土のような砂分が多い粒度分布が悪い土質の締固めにはプレートコンパクターのよ

うな微小な振動を与えず木槌による打撃による手法が締固め効果が高いことが考えられる． 

(1) 締固め方法と「土のう」変形量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 3-21 圧縮ひずみ～走行回数関係 
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プレートの調達が困難な現地では，代替として踏固め，もしくは木槌の打撃による締固め方法が考

えられる．その効果を検証する．ここで，変形収束時（走行回数150 回時）に生じるひずみ量を，タ

イヤ通過箇所（「土のう」の端部（図3-19中A）と中央部（図 3-19中B））と，3 通りの締固め方法，

中詰材が川砂利と砕石の場合で図 3-22で比較検討する． 

まず，中詰材に川砂利を用いた場合について検討する．プレートで締固めた時はタイヤ走行箇所が

土のう中央部でも端部でも大きな差は見られず，150 回走行後のひずみ量は約5.0 %であった． 

踏固め時は中央部，端部走行の場合で20.0 %以上のひずみが発生し変形が大きい． 

木槌で締固めたケースは中央走行時は5.0 %でありプレートによる締固めケースと近い値を示すが，

端部走行の場合では22.5 %のひずみとなる．端部における締固めが十分でなかったことを示す．プレ

ート時と同等の締固め効果を得るには，「土のう」端部の打撃回数を増やすなど入念に締固める必要が

ある． 

これまで中詰材に川砂利を利用した場合について述べてきたが，図 3-22より，砕石を中詰めした場

合も同様の傾向を示すことがわかる． 

以上より，中詰材に川砂利を利用し木槌の打撃により締固められた「土のう」は，砕石で中詰めさ

れプレートで締固められた「土のう」と，中央部輪荷重作用下で同等の変形特性を持つと言える． 

3.4の圧縮試験で，川砂利を中詰めした「土のう」の中央部と端部に，輪荷重作用時と想定さ

れる圧縮力が5.1 kNを示すときのひずみを図 3-22にあわせて示す．中央部分載荷では6.5 %，端

部部分載荷では17.0 %である．走行実験では木槌による締固め時に中央部通過時に5.0 %，端部通

過時には22.5 %とひずみが生じており両者の結果はほぼ定量的に一致するといえる． 

(2) 中詰材の種類と「土のう」変形量 

木槌の打撃による締固めで，「土のう」中央部をタイヤが走行した時に，変形量が収束する走行回数

とそのときの変形量を中詰材の種類別に図 3-23で比較する．収束時のひずみは，砕石，川砂利ともに

5.0 %であり，それに至る走行回数は5 回と10 回である．砕石と川砂利を中詰材に利用した場合，「土

のう」の変形については同様の性質を示す．中詰材がまさ土の場合は，50 回走行以降，ひずみ量は

10.0 %で一定となり収束している．他の2 種類の中詰材での挙動に比べて，収束に至るまでの走行回

数，収束時のひずみの値が大きくなっている． 

 

図 3-22  タイヤ通過箇所と走行回数150回時のひずみ 
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以上の結果から，現地で調達可能な中詰材として川砂利を用い，木槌の打撃による締固め方法の適

用性が確認された．ただし，土のう端部の締固めには留意する必要がある． 

なお，川砂利が施工箇所近くで調達できない場合，まさ土のような砂分をより多く含む土質材料を

利用せざるを得ない．この場合図 3-23で示したように生じるひずみ量が大きくなることから，形成さ

れた轍部に砂を補充する，「土のう」を置換するなどの維持管理の頻度が大きくなると考えられる． 

 

3.5.5 粘性土地盤上走行実験の概要 

現地の雨季に通行不能となるような軟弱地盤を想定し，幅3.0 m，延長5.0 mの範囲で深さ方向に0.5 m，

粘性土で置換した実験ヤードを作成した．この粘性土の液性限界時の含水比は75.0 %，塑性限界は

25.0 %である．実験前の粘性土地盤表面の含水比は40.0～42.0 %であった． 

トラフィカビリティーを確認するため，ポータブルコーン貫入試験を実施し，地盤のコーン貫入抵

抗を計測した．深さ0.1 mの範囲では600.0 kN/m2未満であり表面は泥濘化している．また，深さ0.5 m

の範囲でもコーン貫入抵抗は1,000.0 kN/m2未満となり，支持力不足のために，トラフィカビリティを

確保するのが困難な地盤であるといえる52)．この軟弱地盤上に「土のう」を敷設し車両を走行させた． 

計測項目は走行回数と路面沈下量である．沈下量の計測方法は，アスファルト舗装上走行実験と同

様である． 

中詰材には先の舗装上走行実験で用いたものと同様のまさ土，川砂利，砕石の3 種類である．  

「土のう」の敷設はアスファルト舗装上走行実験と同様に図 3-19 (a), (b)に示すような配列として

おり，沈下量計測箇所で車両片輪は「土のう」中央部に，他方は「土のう」端部を通過するようにし

た． 

「土のう」を各層敷設後，プレートで4 往復して締固めた．走行車両は最低地上高150 mmの乗用車

であり，散水せずに実験を実施した．走行実験の様子を写真 3-2に示す． 

 

3.5.6 粘性土地盤上走行実験の結果と考察 

(1) 中詰材の種類と走行性 

図 3-24に20 回走行後の道路横断方向の路面沈下量を示す．中詰材の種類に係わらずタイヤ通過箇 

図 3-23  変形収束時のひずみと走行回数 

（締固め方法：木槌） 
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所での沈下量が大きく，その近傍では隆起している．基準点からの距離が750 mmの近傍では「土のう」

端部を，2250 mmの付近では「土のう」中央部をタイヤが通過している．ここではアスファルト舗装

面とは異なり，粘性土地盤にも変形が生じている．タイヤが「土のう」中央部，端部を通過した場合

で沈下量の出方に明確な差は見られなかった．これは，路面変形量が大きくなり走行時にタイヤの通

過箇所が「土のう」中央部，端部と一定の位置にくるとは限らず，ずれが生じているためであると考

えられる． 

最深部の沈下量は，まさ土の場合に最大となり，以下，川砂利，砕石の順となる．中詰材が砕石で

ある時，走行に伴う轍の形成が最も抑制されていると言える．ここで使用した車両の最低地上高は150 

mmであり，路面の凹凸差が150 mm以上になると車体底部が路面と接触し走行不能となる．各中詰材

について，轍深さを隆起部最高点と最沈下点（中詰材がまさ土の場合では図 3-24中b 点とa 点）の高

低差として，走行回数との関係を図 3-25に示す．  

これより，まさ土では20 回走行以降に，川砂利では80回走行時に轍深さが約150 mmとなり走行不

能となった． 

砕石では 200回走行時でも轍深さは 100 mm以下であり走行性が確保されている． 

(2) 粘性土地盤の様子と「土のう」変形量 

中詰材を川砂利としたケースでは80 回走行後，車両底部が轍と接触し走行不能となった．その後「土

のう」を撤去し，「土のう」表面沈下量計測時と同じ平面位置で粘性土地盤表面の沈下量を計測した．

路面沈下量と粘性土地盤沈下量を図 3-26に示す． 

粘性土地盤は最沈下点で45 mmの沈下量，隆起部の最高点で55 mm の隆起量となり，100 mmの高低

差となった． 

一方，路面では沈下量95 mm，隆起量60 mmであり，155 mmの高低差となっている．路面での最沈

下点と粘性土地盤上での最沈下点は，車両走行に伴い「土のう」が平面方向にずれ「土のう」間に隙

間が生じ，その部分の粘性土地盤が隆起するなどのために，必ずしも一致しない．しかし，ここでは

路面沈下量と粘性土地盤沈下量の差（図 3-26中，Hの部分）を「土のう」2 層分の変形量とする．こ

れを舗装上実験における，プレートで締固めたケースで80 回走行後に計測されたひずみ量と図 3-27 
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で比較する．走行回数は両者とも80 回である．路床が粘性土の場合，「土のう」を介して輪荷重が伝

わり粘性土地盤に沈下が発生する．そのため「土のう」自身の変形量は50.0 %近くまで大きくなる．

一方，舗装面は輪荷重作用時に沈下は生じないとみなすことができ，「土のう」自身の変形量は5.0 %

とわずかである．このように軟弱地盤上で「土のう」を敷設し輪荷重が作用すると，「土のう」自身の

変形が進むことがわかる． 

硬い盤上の締固められた「土のう」に外力が作用すると，中詰材が正のダイレイタンシーをおこし，

また「土のう」は扁平に変形しようとする．その結果，袋材には直ちに張力が生じ，中詰材に拘束応

力が作用することで「土のう」の耐荷力が発揮され，変形量も抑制される． 

一方，軟弱地盤上に置かれた「土のう」に外力作用時には，荷重が伝達され軟弱地盤が変形すると

ともに「土のう」自身の変形も進む． 

そこで粘性土地盤上にシート，板状のもの，ワラなどを敷設するなどして面的に荷重を伝達するこ

とで粘性土地盤の沈下を抑制する．その上で「土のう」を敷設すると，「土のう」自身の変形が抑えら

れさらに走行性維持に寄与できると考えられる．今後これらの対策についてもその有効性を検証する． 

 

3.5.7 改修効果比較走行実験の概要 

これまでの実験結果より，開発途上国農村部で住民自身が「土のう」により道路改修を行うには，

現地材料を利用することを前提とせざるを得ない以上，中詰材には川砂利を用い，木槌による締固め

を行うことが有効であると言える．ここでは，現地で実施可能な施工方法と改修標準断面を提案する．

そして川砂利のみを敷設した道路断面（砂利道）と「土のう」を敷設し路盤を構築した道路断面とで

走行実験を行い，その改修効果を比較検討する．  

川砂利のみを敷設することは，砂利道の構築と同等である．砂利道表層には図 3-28に示すような範

囲の粒度分布の材料を用いることが有効とされている30)．今回実験で利用した川砂利の粒度分布を調

べるとこの範囲内にあることがわかった．砂利道の施工にあたっては材料の選定の他に締固めの過程

が重要である．「土のう」厚さと同等の厚さ10 cmの砂利層の締固めには，ローラーなど機械を用いた

場合には十分締固めることが可能であるが，人力による踏固めや木槌の打撃では締固めエネルギーが

消散し，十分な締固めを行うことは難しいと考えられる．この点，「土のう」は3.2で示したように中 

図 3-26 80回走行時の路面，粘性土地盤沈下量 

（中詰材：川砂利） 

図 3-27 80回走行時の「土のう」変形量 

（中詰材：川砂利） 
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詰材が土のう袋に包まれることで，一つ一つの「土のう」が人力による締固めを受けて十分に強度を

発揮する． 

このように施工性の面からも「土のう」を利用することは有効であると考えられる． 

図 3-29に2 通りの改修断面を示す．左右対称であるから半断面で示す．粘性土地盤の物性は3.5.5 

粘性土地盤走行実験と同様である． 

A断面は粘性土地盤上にタイヤが通過する箇所に「土のう」を敷設し路盤を構築した．さらに「土

のう」袋がタイヤとの摩擦により破断するのを防ぐために，川砂利で厚さ 50 mm となるよう表面を

被覆した．中詰材の川砂利が土のう袋により拘束され耐荷力を発揮するので，轍の形成は抑制される

と予想される． 

B断面は粘性土地盤上に厚さ 250 mmとなるよう川砂利を撒出した．A断面の整備部分と同じ厚さ

である．車両走行に伴い川砂利が周囲に広がり消失し，整備効果が持続しないと考えられる． 

A断面では｢土のう」各層敷設後に，3.5.4アスファルト舗装上走行実験結果を踏まえて「土のう」

1袋につき木槌により 10回打撃し締固めた．その後さらに「土のう」外周沿いを 10回打撃し，端部

においても中央部と同等の締固め度が得られるようにした．その後被覆材を撒き出した． 

B断面では撒出厚が 100，200，250 mmの時点で木槌により締固めた． 試験前に，時間降水量 40 mm

の雨が 30 分間降り続いた場合を想定して，散水した後直ちに最低地上高 150 mmの乗用車により走

行試験を行った． 

 

3.5.8 改修効果比較走行実験の結果と考察 

図 3-29中A 断面，B 断面における10 回走行時の道路横断方向の路面沈下量を図 3-30 (a)に示す．

左右対称であり半断面で示す．10 回走行時にB 断面では，轍深さが約150 mmとなり，車体底部が路

面と接触したため通行不能となり，この時点で実験を終えた．10 回走行時のA 断面での轍深さは50 

mmでB 断面での轍深さの約33.3 %に抑えられている．A 断面ではその後も走行実験を続け，200 回

走行時で轍深さは125 mmとなり，轍形成は100 回走行以降収束傾向にある（図 3-31）．以上をふまえ

現地で施工する際には，A 断面を標準断面として提案する． 

走行試験終了後，川砂利，「土のう」を撤去し路面沈下量計測箇所と同じ平面位置で，粘性土地盤表

面の沈下量を計測した．結果を図 3-30 (b)に示す．A，B 断面で，同走行回数後の粘性土地盤表面の 

図 3-29 道路改修断面 
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変形量を比較するため，A 断面では再度同条件で走行試験を行った．10 回走行後に被覆層の川砂利，

「土のう」を除去し粘性土地盤表面の沈下量を計測している． 

ここで図 3-30 (a), (b)において，基準点からの距離が0 から3000 mmの範囲で，各沈下曲線と沈下

量0 を示すラインとで囲まれた部分の面積S（図 3-32）を算出した．A 断面での面積Sを1とした時の

B 断面での面積Sを表 3-2にまとめた．この面積は各々，計測断面における路面と粘性土地盤表面の

変形量を示す．表 3-2より，A，B 断面で粘性土地盤表面の変形量には大きな差は見られなかった．

一方，路面変形量には大差があることから，路盤部，土のう2層と川砂利の被覆層を合わせた部分の変

形量と，砂利のみ厚さ250 mmの部分の変形量に大きな差が生じているといえる．A 断面では川砂利が

土のう袋に拘束されており路面沈下量は抑制されるが，B 断面では車両走行に伴い川砂利が周囲に広

がり図 3-30 (a)に示すような路面に大きな沈下と隆起が生じた． 

このように，「土のう」で改修した道路断面では，土のう袋の拘束効果が発揮されており，川砂利を

敷設したのみの道路断面に比べて通行性を確保する改修効果が大きいといえる． 

 

3.5.9 間詰材と表層被覆材の効果の検証 

ここで，3.5.5 粘性土地盤上走行実験の断面（a 断面とする）と3.5.7 改修効果比較走行実験の断

面（b 断面とする）を図 3-33に示す．同じ地盤，交通荷重という条件で走行試験を実施しており，中

詰材には同じ川砂利を用いている．締固め方法はプレートと木槌の打撃による違いがある．3.5.4(1)

で見たように木槌による場合，「土のう」端部を入念に締固めることでプレートで締固め時と同等の締

固め効果が得られると考えられる．よってこの両者の実験結果を比較し「土のう」周囲の間詰材と表 

表 3-2 面積S比較表（10回走行後） 

0 

0 3000 

沈下曲線 

面積 S 
路面沈下曲線 

A断面 B断面 

1 1.74 

0.97 1
図 3-32 面積S  算出図 

0

50

100

150

200
0 50 100 150 200

A断面

B断面

走行回数

轍
深
さ

 (
m
m
)

図 3-31 轍深さ～走行回数関係 図 3-30 路面・粘性土地盤地表面沈下量(10回走行時) 
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層（厚さ5 cm）の効果を検証する． 

中詰材が川砂利のとき，80 回走行終了時の道路面沈下量を図 3-34に示す．ここで図 3-32に示す面

積Sを算出し比較検討する．a 断面の「土のう」のみのときに沈下曲線と水平軸との囲まれた面積Sを

1とすると，b 断面の間詰材，土のう表面を被覆した時には0.4となる．表層の荷重分散効果と「土の

う」間の間詰め効果により路面変形量が抑制されていることがわかる． 

「土のう」間詰材を敷設し，「土のう」表面はタイヤ摩擦の影響を除去し，かつ荷重分散効果を得る

ため5 cmの厚さで被覆することが有効である． 

 

3.6  「土のう」による改修道路の耐久性 

 

ここでは，図 3-29 A断面のように「土のう」を用いて改修された道路の耐久性について検討する．  

土のう袋材がポリエチレン製の場合，地中にあっても表面が砂利により被覆されていれば，タイヤ

摩擦を直接受けることなく，破れることはない．また，輪荷重を受けて繰返し引張力が作用するが，

3.3で検証したように袋の破断には至らないと考えられる．よって袋材の拘束効果は持続し，通行性も

維持される．従って，被覆層の砂利の供給を行うことが維持管理上重要となる．なお，本研究で対象

としている日交通量50 台未満の農村接続道路においては，日常的な維持管理をしながら通行性を確保

していくことが不可欠で，経済的となる28)． 

ここで実物大走行実験では200 回走行までの通行性を把握しているが，沈下量が収束傾向にあるこ

とからそれ以上走行回数が増えても通行性は維持されると考えられる．また，従来車両の通行は困難

とされていた軟弱地盤条件下でも，「土のう」の敷設により走行性を確保しうる可能性がある．そして，

振動ローラーやプレートコンパクターなどの締固め機械の利用ができない人力施工によるしかない場

図 3-34 80 回走行時の路面沈下量 (a 断面とb 断面) 

a 断面（粘性土地盤上走行実験時断面） b 断面（改修効果比較走行実験時断面） 

図 3-33 走行実験道路断面の比較 
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合，砂利などを撒き出すのみの方法に比べて通行性を確保する改修効果が大きいことが，本論文に示

した実験結果より言える． 

本研究では，開発途上国農村部の未舗装道路の通行性確保を目的としている．経済事情を考慮する

と，農道を，高価なアスファルト舗装などと同等の長期安定性を有する工法で整備することは現実的

ではない．本研究での提案は，現地材料を用い人力施工を原則とし，最大限の改修効果が得られる道

路整備手法を開発し，この手法を用いて現地住民自身による持続的な維持管理により通行性を確保し

ようとするものである．その手法の1つがこれまで本論文で述べてきた「土のう」による整備手法であ

る．「土のう」のようなシンプルな技術であるからこそ，住民自身が道路整備に参画することができる．

このことがオーナーシップを醸成し，持続的な維持管理につながると考えられる．その維持管理を通

して，長期的に通行性が確保される．  

また，土のう袋材に，3.2で述べたようにサイザル麻など自然素材を「土のう」袋材として用いるこ

とを検討している．この場合，地中においてバクテリアなどの効果で袋が消滅する可能性がある．そ

の場合には，定期的に土のう自体の入替作業も必要となる．今後その頻度について照査していく． 

 

3.7  結論 

 

本章では開発途上国において住民参加型で未舗装道路の年間通行性を確保する手法として，「土の

う」による道路改修方法の開発の過程を説明した． 

これまで「土のう」は擁壁や建物基礎地盤の補強などの用途に応用されてきた．本研究では，未舗

装道路の通行性確保のために道路の路盤材として利用する．道路構造へ適用するには，軟弱地盤上に

敷設された「土のう」が輪荷重作用下で示す挙動を把握する必要がある．また，開発途上国で住民自

身が道路整備に参画し持続的に維持管理できるように，現地調達可能材料を活用し，人力による施工

方法を検討しなければいけない． 

以上の点を留意し，「土のう」による道路改修方法の開発に向けて材料試験，実物大走行実験を進め

た．これらの結果から得られた知見についてまとめる． 

1) 開発途上国で調達可能な袋材として，砂糖や米用に利用されているポリエチレン製袋の土のう袋

への適用性を検討した．また，農村部で麻の栽培から袋の加工まで行う中小企業の活性化の効果

を期待し，環境にやさしい材料としてサイザル麻袋の利用も検討した．その結果，これらは十分

な引張強度を有しており，最大積載時の2 t車の輪荷重に対しても耐えうることが確認された． 

2) 圧縮試験結果より輪荷重作用時の「土のう」の変形挙動を把握した．「土のう」端部に輪荷重が作

用する時には変形量が大きくなる．道路に敷設する際には，タイヤ走行方向に「土のう」端部が

連続しないよう図 3-16に示すような配列とする． 

3) 「土のう」中詰材には，川砂利を利用することを検討した．川砂利を中詰材とした「土のう」は，

輪荷重作用下の変形量は砕石を中詰材とした場合と同様の傾向を示す．  

4) 木槌により「土のう」を打撃して締固めることで，プレートによる時と同等の締固め効果を得る

ことができる．このとき「土のう」の中央部のみならず，端部においても入念に打撃により締固

めを行うことが大切である． 

5) 軟弱地盤上の未舗装道路の通行性を確保するための改修断面を提案した．タイヤ通過箇所に2層「土
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のう」を敷設し，表面を5 cmの厚さで被覆する（図 3-29 A断面）. 

6) 軟弱地盤上に「土のう」を敷設した道路断面では，同厚分の川砂利を敷設したのみの道路断面より

も，10 回走行時に輪荷重が作用して道路表面に生じる沈下量は，約33 ％に抑制される．この時，

川砂利敷設断面では車両走行不能となったが，「土のう」敷設断面では200 回走行時でも走行性を

維持している．沈下量が収束傾向にあることからさらに走行回数が増えても走行性が維持されると

考えられる．「土のう」敷設による補修効果が高く，軟弱地盤上の未舗装道路の通行性維持に有効

であることがわかる． 

7) 「土のう」による改修断面の，表面被覆層の砂利を補充するなどの日常的な維持管理により，「土

のう」による改修効果が持続される． 

8) 間詰材や表層被覆材は路面沈下量抑制に有効である．ここでは中詰材，間詰材，被覆材が川砂利の

場合にその効果を検証した．川砂利の採取が困難な場合に砂質土などの現地発生土を利用するとき

でも，間詰めや表層被覆によって「土のう」による走行性の維持能力が補強されると考えられる．  

 

続いて，本章で開発した「土のう」による住民参加型未舗装道路整備手法により，実際に開発途上

国農村部にて現地住民らの参加のもと農道整備を進めた．ここでの課題は下記の通りである． 

1） 現地での施工性，経済性の向上 

2） 現地住民が持続的に道路整備を実践する仕組みづくり 

3） 「土のう」による農道整備手法の普及方法 

第 4 章ではパプアニューギニアの内陸山間部における，「土のう」による未舗装道路整備手法の適

用事例を報告する．上記の課題のうち，特に1)，2)について検討した事例を述べる．そして第 5 章で

はフィリピン，ケニアでの「土のう」技術の適用事例について述べるが，ここでは特に上記の3）の課

題についてに重点をおく．そして，実施工を踏まえ施工歩掛，材料数量をまとめ，「土のう」による未

舗装道路整備手法を，開発途上国の農道整備の一手法として確立した． 
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第第第第    4444    章章章章    パプアニューギニアパプアニューギニアパプアニューギニアパプアニューギニア農村部農村部農村部農村部でのでのでのでの「「「「土土土土のうのうのうのう」」」」によるによるによるによる    

住民参加型未舗装道路整備手法住民参加型未舗装道路整備手法住民参加型未舗装道路整備手法住民参加型未舗装道路整備手法のののの適用適用適用適用    

    
4.1 概説 
 

第3章では，開発途上国農村部の未舗装道路を雨季でもトラフィカビリティが確保されるように，

住民参加で維持管理することができる「土のう」を用いた未舗装道路整備手法の開発を進めてきた．

日本国内での材料試験や実物大走行実験を通して改修効果を検証し，標準断面，施工方法を提案した．

本章では，実際に「土のう」を利用した道路整備手法をパプアニューギニア独立国農村部に適用し，

住民参加で道路整備を実施した時の施工性・経済性を評価した 53), 54)．さらに住民が持続的に道路を維

持管理していくためには何が必要であるかを考察し，確立したモデル事例を紹介する． 

農村部住民へ「土のう」による未舗装道路整備手法の技術移転し，道路維持管理体制構築のため，

表4-1に示すスケジュールでフィールドワークを実施してきた．日本とは生活，文化，社会環境が全

く異なるが，複数回にわたり同じ村を訪れることで現地住民と信頼関係を築くことができた．その結

果，現地での活動はスムーズに実施された．  

 

4.2 パプアニューギニア独立国 

 

パプアニューギニアは日本の南約 5,000 kmに位置する（図 4-1）．世界で 2番目に大きな島ニュー

ギニア島の東側半分と 600あまりの島々からなる．熱帯性気候に属し，乾季（6月～11月）と雨季（12

月～5月）があり（ただしパプアニューギニア国内でも地域差あり），気温は年間を通してほとんど変

化がない．沿岸部の首都ポートレスビーで平均気温は年間で 26度から 28度で，年間降水量は約 1,200 

mmである 55)． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

赤道 

日本 

パプアニューギニア 

 

図 4-1 日本とパプアニューギニアの位置関係 
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4.2.1 基本情報 

以下にパプアニューギニアの基本データを示す 55)． 

1） 国名：パプアニューギニア独立国 

2） 面積：462,840 km2（日本の約 1.25倍） 

3） 人口：約 518万人（日本の約 1/25） 

4） 人種：メラネシア系が主．500の種族がいるといわれる． 

5） 宗教：一部の山村では伝統的原始宗教があるが，キリスト教が広く普及している． 

6） 言語：公用語は英語，共通語はピジン英語及びモツ語だが，全国で 500以上の言語が使用されて

いる． 

7） 独立年月日：1975年 9月 16日 

8） 政体：英国女王を元首とする立憲君主制（当国人の総督が王権を代行） 

基幹産業は農林業と鉱業である．主要農林産物はコーヒー，コプラなど，また主要鉱物は銅，原油，

天然ガスである． 

多くの種族が存在することが特徴で，現在でも部族間闘争は絶えない．統一国家であるものの国民

意識が全く浸透していないといわれており 56)，また公共性の概念も持たないと思われる．行政の中枢

にいる政府高官らも同様であり，その結果，行政サービスが十分機能していない．独立前は統治して

いたオーストラリア政府により，道路などインフラの整備は実施されていた．しかし独立後 30年以上

たった現在，パプアニューギニア政府は十分な予算を持たずインフラ整備が進まないために，道路環

境が独立前よりも悪化するという逆行現象が起こっている．  

したがってこのような国で，政府や援助機関を当てにするのではなく，まず自分たちで身近な道路

の整備を進めようとすることは生活環境改善に向けた大きな一歩であるといえる． 

 

4.2.2 人間開発指数 

表4-2に人間開発指数算出のための指標について示す．なお，日本のデータも併せて示す 57）．表4-2

より，パプアニューギニアは一人当たりの GDP の値は低所得経済圏にあるものの，鉱物に恵まれる

ため，その中では比較的高い値となっている． 

一方，成人識字率が 57.3 ％，総就学率が 40.7 ％と低い値となっている．基幹産業である農業によ

り食料は自給自足できるものの現金収入が十分でなく，子供の養育費を準備することができない．そ

のため，子供たちは学校へ行くことができず，十分な教育が受けられていない．また，学校の先生も

給料日には授業をしないなど，教員の質，教育システムに大きな問題がある． 

 

 

平均余命 成人識字率 総就学率 一人当たりGDP 

55.7 才 57.3 % 40.7 % 2,543 US$ 

138位(177) 112位(128) 156位(172) 121位(172) 

82.2 才 * 99.0 % * 85.5 % * 29,251 US$ * 

()内は全統計数を示す． 

* : 日本のデータを示す． 

表 4-2 パプアニューギニアの人間開発指標 57) 
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4.2.3 地方行政単位 

地方行政単位は中央政府のNational Governmentの下に 20の Province（州），さらに 89のDistrict（県）

に分かれる．国会は各Province から 1名選出されるGovernorと，各District代表のMember of Parliament

の合計 109名で構成される．各Districtは Local Level Government，Ward，Villageから構成される 58)（図 

4-2参照）．各国会議員は政府よりDistrict Road Improvement Program という名目の予算が割り当てら

れており，自分の出身 District 内の道路維持管理に充てることができる．2006年度予算では国家歳出

が約 2,000億円で，そのうち約 0.75 %にあたる 15億円がDistrict Road Improvement Programに充てられ

ている 59)．1つのDistrictに対し約 1,700万円となる．そこで農村接続道路の整備にあたり「土のう」

による道路整備手法を採用する際には，土のう袋材や砂利代，その運搬費などをこの予算から捻出し，

労働は住民らがコミュニティワークとして無償で行うというモデルの確立を目指した． 
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図 4-2地方行政単位 58) 

図 4-3幹線道路網と施工箇所 
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4.2.4 道路管理体制 

都市間を結ぶ幹線道路は外国資本の（アジア開発銀行， オーストラリア，日本など）援助で建設さ

れている．しかし，図 4-3で示されるように，首都 Port Moresby市とこの国一の工業都市である Lae

市間を結ぶ道は無く，幹線道路網でさえ未発達な状態である．既設の道路の維持管理に追われ，新た

なネットワークのための幹線道路の建設は進んでいない． 

この国の社会資本整備は Department of Worksが担当している．各 Provinceにその出張機関である

National Worksの事務所があり，国道の維持管理を担当している．しかし，建設資材や機械を常備して

おらず，災害時など臨機応変な対応ができない．国道以外の道路は Provincial Worksが管理しているが，

予算不足のためほとんど機能していない． 

20世紀初頭までの，西洋文明に触れる前のパプアニューギニア国内の主な交通は人や家畜の往来が

中心で，道路はその交通荷重に耐えるもので十分であった．そこへ植民地政府により突然自動車がも

たらされ，自動車交通に耐えうるよう道路整備が進められてきた．プランテーション農業が展開され

たことから 60)，農村部へも道路が建設された．農村部の道は未舗装ではあるが，砂利敷設やグレーデ

ィングにより整備され自動車の走行性は確保されていた．しかし，その道路整備のノウハウはパプア

ニューギニアの人々に浸透しなかった． 

独立後，道路の維持管理はパプアニューギニア政府に委ねられたが前述したように，十分な経済力

がなく特に農村部道路については，全く日常的な維持管理が行われていない．住民も自分たちで自動

車の走行性を確保するための有効な道路整備の手段を持たず，また行政サービスを待つ姿勢がしみつ

き，公共性の概念も持たないため道路は整備されないままとなる．その結果，道路状況は悪化してい

る．そのため換金作物の流通がうまくいかず，農村部の貧困が改善されないという悪循環に陥ってい

る． 

そこで，このようなパプアニューギニアの経済，道路事情を踏まえ，いくつかの農村部にて「土の

う」による住民参加型道路整備を提案した．次章以降で施工性，経済性について評価し，さらに持続

性のために実施した技術移転時の工夫と確立したモデル事例を報告する． 

 

4.3 Kundiawa/Gembogl Districtにおける施工事例 

 

現地在住日本人より，登山に訪れた際の途中の道の状況がひどく，安価で住民自身で実施可能な道

路整備手法はないかと相談を受けた 61)．そこで 2005年 9月に 3日間，パプアニューギニア内陸部（図 

4-3参照）のChimbu Provinceの州都であるKundiawa市の近くの村で，住民らとともに「土のう」に

よる未舗装道路整備作業を行った．この村はKundiawa/Gembogl Districtに属す．その約 3ヵ月後の 12

月に同箇所を訪れ路面状況，維持管理状況を確認した．いずれの時期も乾季とされるが，滞在中一時

的に降雨が観測された． 

 

4.3.1 施工対象道路 

施工対象道路の様子を図 4-4 に示す．市場のある Kundiawa 市とパプアニューギニア最高峰の Mt. 

Wilhelm（標高 4,508 m）を結ぶ全長約 40 kmの国道である．従ってNational Worksの管理下にある．

この山には海外からも登山客が訪れる．しかし，道や途中にかかる橋の整備がされておらず，車の故
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障や通行障害による行程の遅れが危惧されている．また沿線のGembogl村では，その気候や地形の特

徴を活かし，タマネギやイチゴの栽培がさかんである．しかし，降雨時には Kundiawa 市内の市場ま

で道が悪く車では運搬できない，またバイヤーも買い付けにくることができないため，換金できず腐

らせてしまうものがある．この道が整備されれば，観光客の数が増え，また収穫物が換金される機会

も増えるのでその経済効果は大きいと考えられる． 
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この道沿線には約 80の村があり約 15,000人が暮らしている 58)． タウンに最も近い Yuai村で交通

量調査を実施したところ，時間最大交通量は 14台で，日交通量は 78台であった．交通量より，維持

管理はコミュニティのレベルを超え，地方行政府が積極的に維持管理の責任を負うような主要道路に

位置づけられる 28)．通過車両は 4輪駆動車や 2tトラックが主で，人や荷物を満載し走行している． 

施工区間の作業前の道路断面を図 4-5(a)に，道路状況を示す．道路幅員が 4.30 mと広いため通行

車両のタイヤ走行箇所は一定とならず，0.75 m～0.82 mの幅の広い轍が形成されている．また排水溝

が機能しておらず，轍部分には雨水が溜まり路面は泥濘化しており路床は砂礫質細粒土である．厚さ

約 0.1 m～0.2 m程度の泥濘分を除去すると，これまでの整備作業で撒き出されてきたレキ混じりの層

が現れる． 

 

4.3.2 資材調達方法 

(1) 土のう袋 

土のう袋 1,000 袋を日本から運搬するとともに，同様のサイズで現地入手可能なポリエチレン製の

袋 1,000袋を用意した．これは Lae市内（図 4-3参照）において砂糖用袋として生産されているもの

である．日本で一般的に利用される土のう袋では，あらかじめ口部に紐が付けられており，中詰材投

入後に縛ることで中身が漏れないようにすることができる．一方パプアニューギニアで生産される砂

糖袋には，紐は取り付けられていない．別途紐を用意し，それで口部を結び固定する．施工前に袋材

の適用性を確認するため，引張強度試験を実施し引張強度を確認している．袋の諸元を表 4-3に示す．

パプアニューギニアで生産される袋サイズは日本国内で一般的に利用される袋サイズとほぼ同等であ

るが，単位長さあたりの構成繊維数（織密度）が大きいことから，単位面積重量は大きく引張強度も

日本で利用されるものよりも大きい． 

(2) 中詰材 

第 3章で見たように，路面沈下量抑制には土のう中詰材には砕石が最も有効であるが，川砂利もそ

れに準ずる効果があることを確認している．現地では，砕石工場が整備箇所の近くに存在せず，砕石

を利用するには積込費用や運搬費がかかる．そこで，施工箇所から約 2 km の距離の河原から，川砂

利を採取し利用することとした．粒度調整はせず，粒径約 40 mm以下のものを目視で判断し使用した．

砂利の値段を河原の地主との交渉により，1 m3あたり 140円とした． 

 

 

項目 単位 日本国内 パプアニューギニア 

名称  輸入土のう 砂糖用 

生産国  中国 パプアニューギニア 

サイズ m 0.60×0.48 0.63×0.46 

重量 g/ 袋 46.0 52.2 

単位面積重量 g/m
2
 79.9 90.8 

織密度 本/2.54 cm 9 13 

引張強度#
 kN/m 6.0 14.0 

値段 円/袋 20 26 

表 4-3 土のう袋の諸元 



56 

（# ：乾燥状態での引張強度を示す）． 

 

 

道具名 用途 所有状況 

スコップ 掘削，土のう中詰，敷均 村人所有 

バール 掘削 一部村人所有 

ツルハシ 掘削 無 

ブッシュナイフ 草刈，紐切断 村人所有 

一輪車 運搬 無 

プラスチック容器 中詰量調整 無 

 

(3) 使用機材 

利用した機材と，村人の所有状況について表 4-4に示す．バール，ツルハシ，一輪車，コンテナに

ついては我々が準備した．中詰量調整用のコンテナは，Kundiawa市内の食堂で使い古された食用油用

のプラスチック容器（15リットル用）を利用した．容器の天端をくりぬき，中に川砂利をすり切れま

で投入した後，中身を土のう袋へと移す．このように中詰材の量を調整し常に一定となるようにした． 

なお，河原から施工箇所まで「土のう」，川砂利の運搬に際しては，4t ダンプトラックをリースし

て利用した． 

 

4.3.3 施工方法 

施工対象道路の，舗装道路から約 1 km進んだ地点のYuai村（図 4-4 参照）にて作業を始めること

とした．村人たちへ，国道ではあるものの自分達の生活に密着した道路であるので，ボランティアワ

ークとして整備作業に参加するよう呼び掛けた．その結果，3日間の作業期間中，日平均約 40人もの

村人の協力が得られた．Yuai村の人口は 240人であるので，約 16.7 %の参加率である．事前にNational 

Worksのスタッフ，またこのDistrict選出の国会議員には，施工の許可を得るとともに協力を要請した．

国会議員からは，District Road Improvement Programの予算より，約 20万円のサポートがあった．そこ

で材料代を負担し，作業は村人らのボランティアで行った． 

村人らに「土のう」による道路整備手法の概略について説明した後，河原での土のう作成作業班と，

道路整備作業班とに分かれて施工を開始した． 

路面での作業手順は下記の通りである． 

1） 道路側溝の掘削，整備 

2） 路面泥濘分の除去 

3） 「土のう」敷設 

4） 「土のう」締固め 

5） 川砂利撒き出し 

「土のう」の締固めは，人力で一袋当り 20回踏むことで行った．しかし，施工途中に敷設された「土

のう」上を車両が通過することがあり，その時の変形量が大きく観測されたことから，この手法では

締固め不足と考えられる．第3章で，現地で実施可能で有効な締固め方法としては木槌による方法が

表 4-4 使用機材と所有状況 
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提案した．ここではこの知見が得られる前の段階での施工であった．  

3日間で「土のう」を約 1,500 袋，川砂利を約 28.0 m
3使用し，施工延長は約 36.0 mとなった．施

工後の道路の様子を写真 4-2に示し，施工断面図を図 4-5 (b)に示す． 

ここでは轍部のみに「土のう」を敷設し補強した．「土のう」表面を，タイヤとの摩擦により破れる

のを防ぐために砂利で被覆して仕上げている．そのため整備後ドライバーからはどの部分が「土のう」

で補強されているかは確認できない．従って「土のう」による補強箇所を外れて走行することが考え

られ，このときには新たな轍が形成されやすくなる可能性がある．タイヤ通過箇所が「土のう」によ

り補強された部分に来るよう，車両を誘導する必要がある．そこで，図 4-5 (b)に示す道路断面の整

備範囲の両端に杭を打つなどして目印を設け，その杭間を通過させるよう車両を誘導するなどの処置

が必要である．もしくは，全断面に「土のう」を敷設することも検討されるが，この場合は単位長さ

の施工費用が増す． 

幅員 3 mの 1車線道路では，幅が狭いためにタイヤ走行箇所はほぼ同じ位置に来る． 

図 4-5 (b)に示す断面で整備した時，道路幅員 3.0 m，延長 1.0 mあたりの資機材費用は表 4-5の

ようになった．ダンプ費用については，全ダンプ費用を施工総延長，36.0 mで除すことで 1.0 mあた

りに換算している．表 4-5からわかるように，4tダンプによる運搬費が 1/2以上を占めている 

そこで，河原付近を通過し村へ戻る車両により無償で，少しずつ「土のう」を運搬するなど，運搬

費を抑える工夫をすることでさらに単価を下げることができる． 

 

4.3.4 3ヶ月後の路面状況 

我々が引上げた後でも持続的に通行性を確保するよう，現地住民自身により維持管理されていくこ

とが重要である．そのために外部者ができることは，施工を通して「土のう」による道路整備手法の

ノウハウを確実に伝えることである．そしてさらに，コミュニティ内に資機材の調達から作業実施ま

での維持管理体制を構築するよう，働きかけをしていくことである．その成否はコミュニティのリー

ダーの統率力に負うところが大きい． 

3 日間の作業後，村人や村長らから今後自分達で維持管理をしていくから，一輪車とスコップを提

供してほしいとの要望があった．側溝の断面確保や，路面への砂利の供給などの日常的な維持管理作

業が重要である．これらの手法について村人へ伝授するとともに，道具を提供した．しかし，袋や砂 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土のう袋

川砂利

4tダンプ

22 袋

使用数量

0.6 m3

-

単価

26 円/袋

140 円/m3

-

合計

572 円

84 円

890 円

合計 - - 1,546 円

割合

37 %

5 %

58 %

100 %

写真 4-2道路状況（整備後） 

表 4-5 資機材費用 

（幅員3.0 m，延長1.0 mあたり） 
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利の供給など，村人のボランティアを頼るだけでは困難な面があり，資金面での国会議員によるサポ

ートや，National worksによる技術面からの支援が必要であるが，これらを調整することはできなかっ

た．3 ヶ月後再び同じ村を訪れ，道の状況を確認した．このときの道路状況を図 4-5 (c)，写真 4-3

に示す． 

提供した道具類は村人らにより管理されていたが，道路整備を行った形跡はない．道路脇の排水溝

は土砂がたまり機能せず，泥濘が道路全幅にわたって広がっている．また，図 4-5 (c)に示すように，

第 1層の土のう袋が破れている．車両走行に伴い轍が形成され，被覆していた川砂利が側方へ押しや

られる．土のう表面を直接車両が通行するようになり，タイヤとの摩擦に耐えきれずに破断に至った

と考えられる．破れた袋片の下で，泥にまみれながらも，中詰材の川砂利がよく締固められている様

子が観測された．見た目では整備状況がわからないが，写真 4-4で示すように安定した走行性が確保

されていた． 

村人の話によると維持管理作業をしようとすると，National worksの職員に止められたという．それ

は作業を行った村人が後に賃金を要求すると考え，事前に阻止しようとしたためであるらしい． 

以上より，施工対象道路は国道で交通量も多いため，「土のう」による住民参加型の道路整備手法で

は対応できないことがわかる．幹線道路としての役割から，アジア開発銀行による舗装化プロジェク

トの対象になっており，計画が具体化しているとのことであった．そこでその舗装工事が始まるまで

自分達で維持管理を続けてはどうか，との提案に対しては村長や一部の住民が応えるのみでほとんど

の村人は無関心であった． 

この村で 2005年 9月に第 1 回目の施工を行った際は外国人が来て何かをするというものめずらし

さ， 3 日間という短期間での作業期間であったことから，道路補修に対して住民の参加は得られた．

それから 3ヵ月後 2 回目に我々が訪れたときには珍しさは既になく，施工期間は調査期間も含めて約

2 週間と長くなったことから，National Worksや国会議員も含め大多数の村人は，住民参加型の「土の

う」による道路整備手法に好奇心を失っていた．村人らはもし賃金がもらえるのであれば働くといっ

た姿勢で，もはや自分達の生活道路としてのオーナーシップは醸成されていなかった．これは，Yuai

村は全長約 40 kmの施工対象道路の Kundiawa市の近くに位置し，沿線の他の村の車両の通過点であ

ることから，自分達が道路整備に従事する目的意識が欠如していることによる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 4-3 3ヵ月後の路面状況 写真 4-4 3ヵ月後の車両走行状況 
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4.3.5 Kundiawa/Gembogl Districtでの施工事例より得られた知見 

「土のう」による未舗装道路手法による実施工を通して，得られた知見をまとめる．施工方法につ

いての課題は改良し，次の施工対象道路を模索することとした． 

1） 「土のう」による道路整備作業は，人力施工であり開発途上国農村部住民に受け入れられた．  

2） 締固め方法は，踏固めのみでは不十分で，木槌などによる，より丁寧な締固めが必要である． 

3） 幅員 3.0 m（1車線）の整備で，延長 1.0 mあたり，施工費は約 1,500円となったが運搬費を低

減することでさらに工費は下げることができる． 

4） 施工対象道路の全幅員が 3.0 m以上の道路になると，通過車両のタイヤ走行箇所が一定とならな

い．そこで轍部のみを「土のう」で補強した場合，「土のう」敷設箇所へタイヤを誘導する措置

が必要となる．もしくは全断面にわたって「土のう」を敷設し補強する． 

ここで，例として図4-6 に幅員 4.0 mの道路を，タイヤ通過場所を定めその部分のみを「土の

う」で補強した断面（a 断面）と，全断面に「土のう」を敷設した断面（b 断面）を示す．地山

より道路面までの厚さは両者で同じとし，中詰材，間詰材，表面被覆材は全て同じ材料を使用し

たとすると，単位長さあたりの土のう袋の個数が異なる．袋代，川砂利の単価を表 4-5 に従う

ものとして両断面の単位長さ当りの材料費を表 4-6で比較した．a断面では 868円，b断面では

1,518円となり，全断面に「土のう」を敷設すると材料費は単位長さあたり約 75 %高くなる． 

5） 維持管理を実施可能なものとするには，袋や砂利などの安価ではあるが必要な資材を用意する

ための資金，調達方法をも考慮したシステムを構築する必要がある．パプアニューギニアでは国

会議員と村の住民が連携することが有効であると考えられる． 

6） 行政管理下の道路や，沿線に多数の村がある場合，住民のオーナーシップは醸成されにくく， 
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4.0 

土のう 

4.0 

1/2土のう 

土のう 

図 4-6 「土のう」による道路整備断面 

a 断面 b 断面 

表 4-6単位長さ当りの材料費 

材料 単価 数量 小計（円）合計（円） 割合

土のう袋 26円 / 袋 28 袋 728

川砂利 140 円 / m
3

1m
3 140

868 100

土のう袋 26円 / 袋 53 袋 1,378

川砂利 140 円 / m
3

1m
3 140

1,518 175

b 断面

a 断面

単位：m 
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住民参加で維持管理するのは極めて難しい．道路管理者や，地方行政が中心となって整備するの

が望ましいと考えられる． 

7） 交通量や道路規模に応じた適切な維持管理手法を採用することが重要である． 

 

4.4 Unggai/Benna Districtにおける施工事例 

 

Kundiawa/Gembogl District での施工を通して得られた知見をもとに，新たな施工対象道路を選定し

た． 

現地新聞記事より地元のインフラ整備活動に熱心な国会議員の情報を得，連絡をとり 2005年 12月

に協議した．その国会議員はDistrict Road Improvement Programの予算を利用して，材料代や労務費を

負担しながら道路整備作業を展開している．また，自らグレイダー，トラックを所有し作業に従事さ

せている．このような国会議員による道路整備活動の中で，農村接続道路を対象に，住民自身による

人力のみで維持管理を行うことができる「土のう」による道路整備を行うことを提案した．すると国

会議員が関心を示し，金ではなく知恵を提供して欲しいとの答えに，その出身である Unggai/Benna 

District内の道路にて施工を行うこととした． 2005年 12月に初めてUnggai/Benna Districtを訪れて以

来，2007年 6月までに合計 5回，あわせて約 2ヶ月間滞在し活動を進めてきた．活動時期，内容につ

いては表 4-1にまとめている． 
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図 4-7 施工対象道路位置図 

：境界線 

：舗装道路 

：未舗装道路 

：施工参加村 

：Goroka市 

：村落 

：分岐点 

Safaiyufa村 Kerenaga村 Naiyufa村 

12 

28 

a b 

c 
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その国会議員より比較的住民組織化が進んでいる村（図 4-7中，Kerenaga村）の紹介を受けた．2006

年 3月にその村を訪れ 4日間滞在し，主要道路からKerenaga村に至る農村接続道路の現況を把握し施

工計画を立案した．同時に道に対する住民意識，生活習慣，現地調達可能材料を調査した．そして 2006

年 5月に約 2週間，村に滞在しうち 6日間で住民らとともに施工を行った．それから約 4ヶ月後の 2006

年 9月に，再び Kerenaga村を訪れ，我々が現地に滞在していない時の道の維持管理状況を確認した．

そこで村人らによる管理が行われ，道が通行性を確保している状態であることを確認した．そして短

期間で他地域へと「土のう」技術を拡大するために同District内の他の村へ（図 4-7中，Safaiyufa村，

Naiyufa村）と活動を広げた．この時，次の施工対象の村の住民に，事前に道路整備に参加し技術を習

得させ，自分の村ではその村人が中心となって施工を行うなど短期間で技術を拡大していく工夫をし

てきた．最初に施工を行ってから約 1年が経過した 2007年 4月に Kerenaga村の道路の様子を確認す

ると，十分通行性が確保されている様子がわかった．施工前の様子と比べて路面は整形されており，

排水状態も良好で路面には溜水していない状態であった． 

ここでは上記のような流れで活動を進め，年間を通して道路状況を調査してきたKerenaga村での施

工事例を中心に報告する． 

 

4.4.1 資材調達方法 

土のう袋材や他の工具類の調達方法については前回と同様である．ここで用いた袋材はすべてパプ

アニューギニアで生産される表4-3に示したポリエチレン製の袋である．中詰材は，村内を流れる小

川から川砂利を採取することとした． 

 

4.4.2 施工対象道路 

市場のあるGoroka市から約 12 kmの距離にあるKerenaga村（図 4-7）にて住民参加で道路整備を

行った．住民意識が高く，本研究で提案する「土のう」による道路整備手法を実践するのにふさわし

い村として国会議員より紹介を受けた．図 4-7中，赤線で表示されるものは未舗装道路である．ここ

でターゲットとする未舗装道路は Goroka市と分岐点 aを結ぶような主要道路（写真 4-5）ではなく，

分岐点 aに接続するこの主要道路と村とを結ぶ，農村接続道路である．このような道では道路管理者

による整備は予算不足のためほとんど期待できず，走行性確保のためには日々利用する住民たちによ

る維持管理が不可欠となる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 写真 4-5 分岐点（主要道路側から写す） 写真 4-6 村内の教会活動案内看板 
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Kerenaga村 

主要道路 

12.2 7.8 0.0 16.0 22.0 ( % ) 

0.0 0.5 1.0 ( km ) 

No.0 No.5 No.10 

：施工箇所 

：小川 A B C 

No. ：測点（100 m 毎） 

：川砂利採取箇所 

： 小川 

: 施工箇所 

全長 1.1 km 

主要道路（未舗装） 
No.0 

No.1 
No.2 

No.3 No.4 

No.5 

No.6 

No.7 

No.8 

No.9 

No.10 

Goroka市より 12 km 

A 

B 

C 

Kerenaga村 

図 4-8 施工対象道路（平面図） 

図 4-9 施工対象道路（縦断図） 

写真 4-7 市場へ向かう村内の車両 写真 4-8 畑の様子 
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施工対象道路は沿線に他の村はなく，道の突当りに位置するKerenaga村の住民のみにとっての生活

道路であり，村人の道に対する意識は非常に高いと考えられる．また，村内には「ゴミを捨てるな」，

「沿道の花を勝手に摘むな」，「つばをはくな」，と規則を定めており，教会活動を中心に組織化されて

いる（写真 4-6）．村内には車が 4台あり（写真 4-7），一日の交通量は平均 8台～12台である．コー

ヒー豆を中心に，いも，野菜，パイナップルなどを栽培しており（写真4-8）これをGoroka市の市場

で換金して現金収入を得ている． 

主要道路から分岐し，Kerenaga 村へ至る施工対象道路の平面図を図 4-8 に，縦断図を図 4-9 に示

す．施工対象道路は幅員は約 3.0 mで一車線であり，全長は約 1.1 kmである．図 4-9に示すように，

道路全延長の約 80％が勾配 10 %以上，残りの 20 %が勾配 10 %未満となっている．今回は図 4-8，図 

4-9に示ように平坦なA, B, Cの 3箇所にて，合計約 140 mの範囲を「土のう」を用いて整備した． 

ここでは施工箇所Bでの施工概要について述べる．周りに比べて低くなっているサグ部では水が集

積してくるが，排水設備が機能していないため，路面に水が溜まり泥濘化していて路床は砂質細粒土

である．またここは道両側に立つ木で日光が遮られ日射時間が短い．そのため路面は乾きにくく，常

に泥濘化している．さらに，小川を横断する箇所ではパイプが埋設されており，埋戻しされている．

路面は軟弱で深さ約 0.2 mの轍が形成されている（写真 4-9参照）． 

 

4.4.3 施工方法 

国会議員から施工対象道路と村の紹介を受け，まず，2006年 3月に 4日間で道の調査を行い，施工

計画を立案した．この時，土のう作成方法を村人へ伝授した．その後，現地在住日本人ボランティア

の協力を得て 2,000 袋の土のう袋を村へ届けたところ，村人は一人 12袋と担当を決め，村近くを流れ

る小川（写真 4-10）より川砂利を採取し中詰めしていた．2006年 5月に施工のために訪れたときに

は，2,000袋が既に中詰めされ道路脇に置かれていた（写真4-11）．この「土のう」を利用し 6日間で

施工を行った．なお，この時，次の施工箇所となる Safaiyufa村からも作業に加わる村人がおり，技術

の伝承がスムーズに行われた． 

敷設した土のう総数は 1,700袋，採取した川砂利量は約 40.0 m
3，日平均 25人が働いた．なお土の

う運搬作業を行った日は女性や子供も総動員し合計 65人もの村人が参画した．全村人口が約 170人で

あるので，平均で約 14.8 ％の参加率，運搬作業の日は約 38.2 ％の参加率であった． 

村長がリーダーシップを発揮しながら，「土のう」による道直しのために住民を招集し，自ら労働の 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 写真 4-9 施工前の様子 写真 4-10 村近くを流れる小川の様子 
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先端にたち，村人たちは日々の農作業などの合間を縫って作業に参画した（写真 4-12参照）．運搬作

業が最も重労働となるが（1袋あたり 15～20 kg），女性は頭に，男性は肩に担ぎ子供も加わり何度も

河原と施工箇所を往復し作業を行った．時折，村人の所有する車も運搬作業に参画した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位: m) 

石 

3.0 %の勾配 

ジュート麻 川砂利 厚さ t = 0.03土のう 

図 4-10 道路断面 写真 4-13 施工後の様子 

粘性土 
による被覆 

土のう 
(単位: m) 

0
.3
0
 

掘削残土の 
粘性土を中詰 

0.30 

3.0 

(a) 土留め壁としての利用 (b) 竹材を利用した地下排水溝 

写真 4-12 作業状況 

図 4-11 「土のう」の土留め壁としての利用と現地材料の有効利用 

写真 4-11 村人が自発的に中詰めした「土のう」 
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作業手順はまず，パイプ埋設箇所の両側 10.0 mの範囲について，深さ，幅 0.3 mの側溝を掘り轍部

に「土のう」を 2層敷設し，表面に砂利を撒きだして被覆した．次にパイプ直上の埋戻し箇所は，補

強のために横断方向全幅にわたって泥濘分を除去し，全面に「土のう」を 2層から 3層敷設した．な

お，「土のう」の締固めについては，足で踏み整形した後に木槌で土のう中央部，端部を叩いて行った． 

そして路面排水のために約 3.0 %の横断勾配を確保した．道路端部では「土のう」表面を紫外線か

ら守るためにジュート麻や石で覆った（図 4-10参照）．施工直後の様子を写真 4-13に示す． 

道路構造以外にも，現地発生の粘性土を中詰めした「土のう」を側溝の土留め壁として利用した（図

4-11 (a) 参照）．ここでは現地の粘性土で土のう表面を被覆し，紫外線の影響を防いだ．また現地材料

の有効利用を考え，竹材をパイプとして利用した地下排水溝を施工した（図 4-11 (b) 参照）．このよ

うに多様な農村インフラの整備に，「土のう」や他の現地材料を有効に利用することを検討した． 

施工費用は袋代などの材料費のみである．ここで利用した川砂利の採取については河原の土地所有

権の問題はなく，コストはかからなかった．道路状況により土のう敷設方法が異なることや，紫外線

除けのために利用したジュート麻などの付帯材料で単価は左右されるが，幅 3 m，長さ 1 mあたり 200 

円から 800円となった． 

ここで，1車線道路を厚さ 5 cmで簡易アスファルト舗装した時の施工単価と比較する．開発途上国

農村部の道路整備費用を記した文献 28）によると，いずれも資機材費込みで路床工では，1 m当り 1,800

円，路盤工は 1,000 円，アスファルト表層工は約 2,800円となり，舗装工としてはあわせて 5,600円と

なる．したがって「土のう」による道路整備手法の単位長さ当りの施工単価は，アスファルト舗装工

の 3.5 %～14.0 %となる． 

 

4.4.4 4ヵ月後，一年後の様子 

施工後約 4ヶ月後の 9月に同じ村，Kerenaga村を訪れた．道の整備状況は良好で，5月施工直後と

ほぼ同じ状況であった（写真 4-14）．村長によると，現在村人にこの道の担当エリアを割り振り， 2

週間に一度，村人らが点検，整備を実施しているという．整備用の土のう袋は残置しており，砂利も

近くから調達可能であり環境条件に恵まれている．今後雨季に入るにあたっては頻度を増やして点検，

整備をするように伝えた． 

その後，2007年 4月にKerenaga村の路面状況を確認した（写真4-15）．施工後約 1年が経過してお

り雨季，乾季を経た状態である．約 1年前の施工前の道路状況（写真 4-9）と比べると轍掘は形成さ

れておらず道路表面も泥濘化せずドライな状態となっていることがわかる．住民が維持管理を継続し

て行うことで，これまでの一年は道路通行性が確保されていることがわかる．引き続き経過状況を把

握する予定である． 

写真4-15では土のう袋が破れている様子が観測される．この部分は施工直後は紫外線の影響から土

のう袋が破れないよう守るため，麻袋で被覆されていた．しかし，その麻袋は除去された．農村部に

おいてはこのような麻袋は，丈夫で利用性が高いため道路補修に使用されていても盗られることがわ

かった．この場合，次の雨季が来る前に破れている「土のう」を除去し新しい「土のう」と置換する

ことで修復される．村には維持管理用として土のう袋を残置しており，自分たちで持続的に補修を進

めることができる． 
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4.4.5 技術の拡大 

国会議員は Kerenaga 村での施工状況を確認した上で，土のう袋代は支払うと約束をしさらに，図 

4-7 に示す他の村での施工を要請してきた．このことから，土のう袋代は国会議員が負担し，道路整

備は村人の住民参加で実施するという道路維持管理体制がこのDistrictでは構築されたといえる．現在

までに Safaiyufa村，Naiyufa村にて「土のう」を利用し住民らによる道路整備を実施した． 

 

4.4.6 施工歩掛 

パプアニューギニアにおけるこれまでの施工実績をもとに，道路条件，補修断面，施工単価，施工

歩掛を表 4-7 のようにまとめた．施工は現場合せとなるため，標準断面を定めるのは難しい．また，

住民参加型での施工で農作業の合間に作業に従事する住民の正確な出面を抑えるのは困難である．し

かし，表 4-7のようにまとめることで今後新たな国，場所で「土のう」を利用し道路整備をしようと

するときの施工計画を立てる際の参考データとなる． 

表 4-8はソルパック協会が参考資料としてまとめた標準歩掛 62)を元に，パプアニューギニアでの施

工歩掛と比較できるようにまとめたものである．ただし，両者で下記のような条件の違いがある． 

1) 日本の歩掛は中詰材の砕石が「土のう」敷設箇所の近くにほぐした状態で存在するという前提と

なている．一方，パプアニューギニアでは川砂利採取箇所から「土のう」敷設箇所までの運搬（運

搬距離については表4-7中に明記），川砂利のほぐしという工程が加わる． 

2）袋材の構造上，日本では元々口紐が袋材に添付されており，口部固定時には中詰後，ひもを引張

り緊結することで固定が可能である．パプアニューギニアで利用した袋材では，口部固定時には

別途ひもを用意する必要がある． 

パプアニューギニアでは一日の労働時間を，8 時間労働に換算している．日本ではバックホウ，ク

レーンの利用によって普通作業員 6人で一日で 800袋の「土のう」を作成，敷設するのに対し，パプ

アニューギニアでは人力のみ，29人の労働で一日「土のう」320袋の施工となる． 

 

写真 4-14 4ヶ月後の路面状況 写真 4-15 約 1年後の路面状況 
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4.5 結論 

 

国内での実験を通して開発した「土のう」による未舗装道路整備手法を用いて，実際に開発途上国

農村部において施工を行った．機械を使わない，人力によるこの工法の特徴は道を日々利用する住民

自身が整備作業に参加できるということである．技術的に現地で有効であるのか，また，いかにして

住民参加を得，技術を伝授し，持続的に住民自身で道路整備を実施していく体制を構築することがで

きるのかが，課題であった．主に 2つの地域での施工実績を通して得られた知見をまとめる． 

 

1） 「土のう」による道路整備手法は人力での施工が可能であり現地住民に受け入れられ，施工を

行った結果道路の通行性が向上した． 

2） 自ら整備した道ということでオーナーシップが醸成され，今後の持続的な維持管理につながる． 

3） 「土のう」による道路整備手法は，幅員 3.0 mの 1車線で日交通量が 10台程度の農村接続道路

の整備に有効である． 

4） 延長 1.0 km程度の農村接続道路で，その突当りに 1つの村が存在する場合はその村の住民参加

が得られやすい． 

5） 幅員 3.0 mの 1車線道路で延長 1.0 mあたり，200円から 800円での施工が可能である． 

6） 「土のう」工法に不可欠な土のう袋代については，国会議員の裁量に任される国家予算，District 

Road Improvement Programの資金より提供し，施工は住民がボランティアで行うという持続性

のある道路維持管理のモデル事例を構築した． 

7） 「土のう」工法を提案した結果，ある村では村人への点検範囲の割振，定期的な点検日の設定

といった維持管理体制が構築された． 

 

4.6 今後の研究課題 

 

今回施工を通して以下の課題が明らかになった．今後引き続き，フィールドワークを基にした研究・

調査を進めていく予定である． 

 

日本 パプアニューギニア

800袋当り 320袋当り

世話役 人 1 1

普通作業員 人 6 29

バックホー（運転手付） 日 1

クレーン（運転手付） 日 0.5

プレートコンパクター 日 0.5 （木槌）

「土のう」作成（中詰）作業
「土のう」敷設作業

作業内容 摘要 単位

表 4-8 標準歩係の比較 

＊日本における標準歩掛については文献 62）を一部修正 
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1） 農村接続道路は勾配箇所が多く，導線として通行性を確保するには，勾配箇所で有効な道路整備

手法を開発する必要がある．勾配箇所では路面が走行車両のタイヤから受ける反力が大きくなり，

敷設した「土のう」が移動してしまう．そこで，「土のう」を互いに連結する，タイヤ通行箇所

はソイルセメントで覆うなどの補助対策が必要である．今後，適切な手法を開発し実践する． 

2） 中詰材として川砂利を利用してきたが，その調達が困難な場合がある．その場合，粘性土を含む

現地発生土の利用など有効な対策を検討する． 

3） 今回施工を行った箇所の経年変化を引続き調査し，「土のう」により整備された道路の耐久性を

把握する． 

4） 「土のう」による道路整備手法の適用範囲の一つの基準として，コミュニティによる管理が可能

とされる最大日交通量が 50台の道路に対する適用性を確認する． 

5） 住民参加型道路整備を実践したことによる，住民組織の活性化や生活向上などの変化，効果を把

握する． 

6） モデル事例となった村を起点に，他の地域へも短期間で道路整備手法とその維持管理体制につい

て拡大する． 

 

本章では，パプアニューギニア内陸山間部にて実践した「土のう」による住民参加型道路整備事例

について述べた．農道の通行性確保のために住民参加で実践する「土のう」による整備手法が有効で

あることが証明され，さらに改良を加えることでより有効な手法となりうることがわかった． 

また，500 以上の部族が存在し，独立後30 年たつ現在でも部族間闘争が絶えず，統一国家の体をな

しながら国民意識が浸透していない，公共性の概念を持たないといわれるパプアニューギニアにおい

ても，一本道の先端に居を構える部落の住民は，自分たちの利益と直結する農道整備に参画する可能

性があることがわかった．また安価ではあるが不可欠な土のう袋代の財源の確保，持続性，国内での

技術の普及のためには，この国家制度のDistrict Road Improvement Program を執行する現地国会議員と

連携して実施する農道整備が有効であることがわかった． 

このように各開発途上国で文化，社会制度は独自のものを有している．世界の貧困削減に寄与する

ため各地で，「土のう」による道路整備手法を普及しようとするとき，どのようなアプローチが現地住

民にまで技術が浸透し，定着するのか，そして持続的に運用されるのか，を考察し実践することが重

要である63)．次章では，アジアのフィリピン，アフリカのケニアで実施してきたアプローチ手法につ

いて述べる． 
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第第第第    5555    章章章章    フィリピンフィリピンフィリピンフィリピン・・・・ケニアケニアケニアケニアでのでのでのでの    

    「「「「土土土土のうのうのうのう」」」」によるによるによるによる住民参加型未舗装道路整備手法住民参加型未舗装道路整備手法住民参加型未舗装道路整備手法住民参加型未舗装道路整備手法のののの適用適用適用適用    

    
5.1 概説 
 

本章では，「土のう」による住民参加型未舗装道路整備手法を世界各地へ拡大するべく，フィリ

ピン，ケニアで活動した事例を示す．新技術を各国農村部の住民自身が持続的に運用していくよ

うに技術移転を進めるには，各地域の文化や社会環境を踏まえた上で，現地に適したアプローチ

手法をとる必要がある．そして「土のう」による未舗装道路整備手法が広く世界で運用されるよ

うになって始めて，本研究が目標とする貧困削減に寄与することができると考えられる．従って

いかに適用範囲を拡大していくかは，本研究における重要な課題の一つである． 

本研究ではこれまで，第 4 章で述べたようなオセアニアのパプアニューギニア独立国での「土

のう」による未舗装道路整備の実施に加えて，フィリピン共和国での「土のう」を利用した歩道

構築，ケニア共和国で未舗装道路整備を実施した（図 5-1）．各地域で技術の普及，定着化という

技術移転に向けたアプローチ手法が異なる．まず，5.2 で 3 カ国での各アプローチ手法の特徴を

述べる．そして，5.3ではフィリピン，5.4ではケニアでの「土のう」を利用した歩道構築，未舗

装道路整備事例について述べる．3 カ国同時並行的に進めることで，今後どの地域のどのような

アプローチ手法が，どのような効果が得られるのか比較検討し，さらに他地域へ展開するときの

参考資料としたいと考えている． 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 5-1「土のう」による未舗装道路整備実施地域 

赤道 

日本 

フィリピン 

ケニア 

パプアニューギニア 
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5.2 パプアニューギニア，フィリピン，ケニアでの 

技術移転に向けたアプローチ手法 

 

5.2.1 パプアニューギニアにおける技術移転に向けたアプローチ手法 

パプアニューギニアでは，ボランティアベースで「土のう」による未舗装道路整備を実施した．

現地在住日本人ボランティアと我々京都大学の研究グループが協力し，活動を行った．現地在住

日本人ボランティアは，新聞から得られる情報や，活動を行っている村やその周辺地域での日常

の出来事，整備した道の経過状況，住民による維持管理作業実施状況，気象情報などを収集した．

そして本研究グループがフィールド活動を行う際には，ベース基地としての居住環境や移動手段

の提供といったサポートを受けた．このように，ボランティアでの活動は JICA などの援助機関

の組織的な支援は得られないものの，その分自由な活動を行うことができた．3 カ国での活動の

うち，最も現地コミュニティに近い場所で活動を実施した． 

パプアニューギニアでは第 4 章でも述べたように 500以上の部族が存在し，現在でも部族間闘

争を繰返している．一方で，「ワントック」と呼ばれる同部族の中では互助意識が非常に強い 56)．

現地コミュニティに入り住民参加で道路整備を実施しようとするとき，対象となる村の出身者，

つまりワントックの協力者を得ることが重要である． 

現地在住日本人からの，パプアニューギニアの最高峰，ウィルヘルム山へ通じる未舗装道路の

改修を住民参加で安価な方法でできないかという相談を受け 61），現地活動をスタートさせた．ま

ず，施工対象箇所と村を決定し，次にこの地域の道路管理者であるWorksのスタッフや国会議員

に協力を呼びかけた．その上で本研究グループとボランティアチームが，「土のう」による道路整

備を住民参加のもと実施した．偶然，ボランティアの知人がこの村の「ワントック」であったた

め，円滑にコミュニティを巻き込んだ道路補修作業を行うことは可能であった．しかし，日本人

が来て何かをするという期待感や物めずらしさから，第一回の施工時には協力を得られたものの，

持続的な活動へとは結びつかなかった．この事例から，道路の立地条件が住民参加を得られるか

どうかの重要な要素の 1つであることが認識された．例えば図 5-2 (a)に示すように施工対象道路

の沿線に複数の村が存在する場合，市場に近い下流側の村（図 5-2 (a)中 A村）に人々にとって，

上流側の村（図 5-2 (a)中 B村，C村）の人々の通行は通過交通にすぎない．補修により自分たち

だけが便益を被るわけではなく，上流側の村の人々のために道路整備を実施しようというモチベ

ーションは生じにくい．一方で図 5-2 (b)に示すように一本道の先端に A 村のみが存在するような

場合は，A村の人々の道を整備しようとする意識は高い． 

 

 

 

 

 

 

 

 

市
場 

A村 B村 

C村 整備箇所 

施工対象道路 

市
場 

A村 

整備箇所 施工対象道路 

(a) 沿線に複数の村がある場合 (b) 道路突当りに 1つの村がある場合 

図 5-2 施工対象道路の立地条件 
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上記の事例を踏まえ，地元選挙区の道路整備のための予算を有している国会議員と連携し，そ

の管轄地域内のコミュニティにて住民参加型未舗装道路整備を実践することとした．現地新聞で，

ある国会議員がしばしばその予算を有効利用し，農道の整備事業を展開していることが報道され

ていた．そこで我々京都大学のグループは現地在住日本人を通してその国会議員と連絡をとり協

議した．「金ではなくて，知恵を提供してほしい」との言葉に，その選挙区内で「土のう」による

道路整備を実施することにした．そして，現在その国会議員から紹介を受けたコミュニティで住

民参加での未舗装道路整備を進めた．コミュニティは国会議員の紹介を受けて活動する我々に対

して協力的であった．また，国会議員の所有する 4輪駆動車，トラック，グレーダーなどの利用

スケジュールを調整し，これらの機械も導入して作業を行えば，「土のう」工法と合わせてより効

果的な道路補修が可能となる． 

現地での活動について，この国会議員への反対派などの動きが心配されるが，これまでのとこ

ろ妨害を受けるなどの問題は起きていない．また，国会議員は選挙制で Districtで一人しか選ばれ

ないため，落選の可能性がある．落選した時には持続性について危惧されるが，その精神や事例

を受け継ぐ他の国会議員が現れてくると考えられる．また職業訓練学校や，Works の職員への技

術指導など他の展開も検討していく予定である． 

 

5.2.2 フィリピンでの技術移転に向けたアプローチ手法 

フィリピンでは，ルソン島北部にあるMariano Marcos State Universityと連携し，「土のう」を用

いた学生参加型歩道作成プロジェクトを展開した 64)．この大学にて「土のう」による未舗装道路

整備手法や，パプアニューギニアにおける住民参加型の農道整備事例を紹介した．この時地域の

NGOのメンバーらが参加しており，「土のう」に対して大きな関心が得られた． 

そこで NGOへの技術移転を進めることにしたが，本研究グループが個別に各 NGOを訪れるの

ではなく，効率よく持続的に自己発展性を伴うやり方を模索した．その結果，Mariano Marcos State 

Universityと連携し，「土のう」を用いた学生参加型歩道作成プロジェクトを企画，実行すること

とした．Mariano Marcos State Universityの特徴として地元の NGOや地方行政府，マスコミ，農村

コミュニティとの関係が強いことが挙げられる．大学の研究成果を，農村部へ還元する仕組みが

構築されている．「土のう」による未舗装道路整備手法を大学関係者へ技術移転すれば，我々が直

接コミュニティを訪れるのではなく，現地人大学スタッフにより，コミュニティに向けて効率良

く技術移転が進むと考えられる．この過程で「土のう」の利用方法について，現地在来の知恵と

融合して新たな開発が進み，研究活動も活性化される可能性がある． 

プロジェクトは，この大学の国際連携担当で生物学科の助教授をコーディネーターとしたこと

で，現地での活動準備，地域の NGO，コミュニティへの普及活動は円滑に進んだ．この助教授は

京都大学国際融合創造センター（現，産官学連携センター）に客員教授として在籍していたこと

から，本研究グループとの打合せ，調整もスムーズに行われた．実施したプロジェクトの詳細は

5.3 で述べる． 

 

5.2.3 ケニアでの技術移転に向けたアプローチ手法 

 ケニアでは JICAが実施する技術協力プロジェクトの中で，「土のう」を用いた農村インフラ整
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備を実践し，その技術移転を進めている．日本とケニアの政府間技術協力プロジェクトであり，

プロジェクトは日本の専門家とケニア側のカウンターパートである農業省，園芸公社の役人によ

り実施されている． 

ケニアにとっては農業は基幹産業となっている 65）．中でも野菜，果実，切り花などの園芸作物

はケニア国の全輸出額のうち約 18 %を占めており 66)重要な外貨獲得産業となっている．そのため，

農業省は農村部の末端まで広がるネットワークを確立しており，政府役人が農民グループへのサ

ービス提供とその生産高など実態把握に努めている．そこで，農業省のネットワークを利用し「土

のう」技術を全国的にかつ農民レベルに浸透させることを目指す．「土のう」による未舗装道路整

備手法をケニア特有の条件（例えば東アフリカ特有の問題土，ブラックコットンソイルという地

盤条件）に適応するように発展させ，それをマニュアル化し農業省発行の仕様書とすることで，

全国農村部末端まで技術移転を進めることができると考えられる．詳細は 5.4 で述べる． 

 以上 3地域での技術移転に向けた活動の特徴を表 5-1にまとめる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技術移転国 活動形態 
カウンター 

パート 
コミュニティへの 

アクセス 
資金 

パプアニューギニア ボランティア 現地国会議員 
現地国会議員の 
ネットワーク 

ボランティア 
国会議員予算 

フィリピン 大学連携 現地大学教員 
現地大学の 

ネットワーク 
現状では 

ボランティア 

ケニア 
技術協力 

プロジェクト 
農業省役人 

農業省の 
ネットワーク 

プロジェクト
予算 

表 5-1 各国での技術移転への取組 
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5.3 フィリピンの州立大学との学生参加型道路改修による大学連携 

 

フィリピンでは全就業人口のうち約 37 %が農林水産業に従事している 67）．一方，農村部では

住民の半数以上が一日 1ドル以下の生活をする最貧困層である 68)．都市部と農村部で貧困の格差

が激しい．  

フィリピン，ルソン島北部にあるMariano Marcos State University（図 5-3，以下，MMSU）とい

う大学にて，「土のう」による住民参加型道路整備手法とパプアニューギニアでの実施事例を紹介

したところ，この地域においても，雨季に農道の車両走行性が得られず困っているとのことで大

きな関心が寄せられた．また，乾季にも農作業を行い収穫が得られるよう，農業用水をストック

するため池を費用の安価な方法で構築できないかとの相談を受けた．日本国内において機械施工

を前提としているが「土のう」を堤体として利用する手法の開発が進められている 69)．これを応

用し，開発途上国農村部で住民が実施可能な「土のう」によるため池堤体の構築手法を確立する

ことで，現地の要望に応えていきたいと考えている． 

そこで，フィリピンにて「土のう」による未舗装道路整備手法を導入するために，MMSU構内

において学生参加型道路改修プロジェクトを立ち上げ実施している．これはフィリピン，ルソン

島北部においては，ある州立大学が地域の NGO や農村コミュニティとの関係が強く，大学で得

られた知見を農村部や NGO へ共有し還元していること，また農村部の問題を解決するための研

究活動が行われている点に着目したことによる．その大学スタッフへ「土のう」技術を移転する

ことで，その後は現地大学の仕組みの中で農村部への「土のう」技術の拡大につながることを想

定している．大学の一研究グループが現地農村を訪れ，農村インフラ整備のデモンストレーショ

ンをするというだけでは技術を確実に伝承し持続可能なものとすることは難しい．「自分たちの問

題は自分たちで解決する」ことを具現化するためにも，現地大学の研究活動，そして地域への普

及活動の仕組みを利用することは大いに意義のあることである．  

プロジェクトの全体工程を表 5-2 に示す．ここでは，Phase I ~ IVの 4ルートの歩道構築計画の

うち，既にこれまで実施した Phase Iの歩道作成プロジェクトについて報告する． 
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5.3.1 Mariano Marcos State University の機構 

Mariano Marcos State University （以下，MMSU）はフィリピン，ルソン島北部の北イルコス州，

Batac 市にある州立大学である．経済，工学，教育，農学などの学部があり，大学院も併設され

ている総合大学である．この地方で最大規模の図書館も有する． 

この大学の組織図を図 5-4に示す．Presidentの下で 3つの組織から成る．Administration, Planning 

& External Linkageは事務局と大学運営計画，学外組織との連携を推進する部署である．海外の大

学や組織と国際的にプログラムを立ち上げ実行している．Academic Affairsは各学部の学生教育，

研究活動を統括する．ここでは Vice President の直下に地域の貧困問題解決を目指す Regional 

Center on Poverty Studiesがあり，各学部での研究内容，成果を地域の貧困問題の解決に適用する

ことができる．ここは現地の NGOと協働している． 
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図 5-4 MMSU の組織図と歩道作成プロジェクト関与部署 

表 5-2 プロジェクトの全体工程 

年月

項目 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8

MMSU大学視察，「土のう」技術紹介

プロジェクト準備

プロジェクト出発式，Phase I 施工開始

Phase I 施工

Phase I 歩道完成，併用

Phase II 準備

2006 2007
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3つ目は Research, Extension, and Business Affairsである．大学周辺地域の農家の生活レベルの向

上を目的として，様々な分野の研究開発を推進している．バイオ有機農業の普及，果樹品種改良，

ティラピア養殖技術，農産物のマーケティング戦略の指導などを地域の農家へ実施している． 

フィリピンでは NGO の活動が活発で，MMSU が前述のように現地の NGO と連携しながら，

地域の農家の生計向上のためにプロジェクトを立ち上げ実施するという共同体制が整っている．

そこで，今回大学間連携プロジェクトを実施することとした．    

MMSUには，大学の国際的な認知度の向上を目指し，研究，文化面での交流を深める国際連携，

国際協力プログラムを推進する部署に属するある助教授がいた．今回の大学間連携のプロジェク

トで実施するにあたり，土木工学科のスタッフではないが，全学的な活動の準備，地域のマスコ

ミ，NGOとの調整が実施可能な点を重要視し，コーディネーターとした．この助教授は 2006年

5月 1日より 11月 30日までの 6ヶ月間，客員教授として京都大学国際融合創造センター（現，

産官学連携センター）に勤務しており，「土のう」技術，プロジェクトについて直接打合せを行っ

た．プロジェクトの実施までの準備については，すべてこのコーディネータを窓口としておりそ

の結果，プロジェクトに対する責任感，オーナーシップが芽生え，持続的に自分たちで進めてい

くと考えられる．そして，フィリピン，ルソン島北部において農村コミュニティへ「土のう」技

術の移転，普及活動が実施されると考えられる．なお，歩道設置場所の地盤の許容支持力など専

門的な事柄については，MMSUの土木工学科スタッフより情報提供を受けた． 

 

5.3.2 Mariano Marcos State University 構内における道路整備プロジェクト 

(1) 歩道構築計画 

図 5-5に大学構内の平面図を示す．ここに示すように，College of Arts and Science，College of 

Agriculture and Forestyと環状道路を結ぶ歩道，そして環状道路とAdministration Buildingとを結ぶ，

4ルートの雨季でも通行可能な歩道の建設の要望があった．写真 5-1は乾季で College of Arts and 

Sciences 側から環状道路を見た様子である．すでに歩道用の基礎が掘削されている．この周囲は

水田として土地利用されていた．乾季では水田の地表面上を歩いて行き来することが可能である．

しかし，雨季になると畑は水没し学生らは，図 5-5 中，既設道路のルートで Administrationや， 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

 図 5-5 MMSU 構内平面図 
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Library に行かざるを得ず遠回りとなる．そのため写真 5-2 に示すようなトライシクル（乗合 3

輪バイク，構内移動時一回約 20円）で学内の移動をすることになる．遠回りで時間がかかり不便

であるが，ショートカットの道の構築には資機材費用や，労賃がかかるということで対策はされ

てこなかった． 

そこで今回の大学連携プロジェクトではこのルートの歩道を構築することとし，人力施工が可

能で安価な「土のう」による歩道構築計画を提案した．歩道断面図を図 5-6 に示す．作業は，フ

ィリピンの州立大学では一回生の必修科目である，National Service Training Program（以下，NSTP）

を利用することとした．これは，毎週土曜日に半日，大学近くの村を訪れ清掃活動など，ボラン

ティア活動に従事するというものである．ここでは，このプログラムに，歩道作成作業に従事す

ることを組み込んだ．学生にとっては単位取得のための参画であるが，自分の大学のインフラ整

備に寄与することで，今後の維持管理に対するモチベーションもあがると考えられる． 

土のう袋代，中詰用砂利代，その他歩道作成に関わる費用は本研究グループより提供すること

とした．学生の作業参加については，必修科目の一つであるため労務費は発生しない． 

(2)利用した資機材 

土のう袋については，コーディネーターに日本やパプアニューギニアで利用したサンプルを渡

し，これらと同様の素材，サイズの袋をフィリピン国内で製造されている袋の中から選定するよ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位： mm 

写真 5-1 歩道建設箇所 
（College of Arts and Sciences 側から 
環状道路を見た様子） 

写真 5-2 学内移動手段のトライシクル 
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図 5-6 歩道断面図 
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う指示した．その結果，表 5-3に示す，フィリピン国内で生産されているポリエチレン製の袋材

を利用した．なお，ここでは比較のため，日本で一般的に利用される袋材（第 4 章，表 4-3 参照），

パプアニューギニアで利用した袋材（第 4 章，表 4-3 参照）と併せて示している．パプアニュー

ギニアで調達した袋材と同様，口部を固定する紐はあらかじめ取付けられていないため，別途紐

を購入し利用した．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 5-3よりフィリピンで入手した袋材の素材はポリエチレン，単位面積重量は 89.4 g/m
2，織密

度は 10 本/2.54 cmであった．同素材の日本で一般的に利用されている袋材とパプアニューギニア

で入手した袋材との中間的な値をとっていることから，引張強度についても 6.0 kN/m から 14.0 

kN/mの中間値を示すと考えられる．従ってフィリピンで入手した袋材は，「土のう」として歩道

用盛土の構築に利用するにあたって，十分な引張強度を有すると考えられる． 

このようにプラスチック系樹脂の素材の袋の引張強度は，引張強度試験の実施が難しい開発途

上国では，単位面積重量や織密度により引張強度を推測せざるを得ない．  

ポリエチレン製の袋材の，紫外線にさらされ破断することについて，現地スタッフから危惧さ

れた．この点について「土のう」工法の特長の 1つである，破れてもすぐに置換するなど容易に

修復することができることを説明し，施工のみならず維持管理体制を合わせて構築すれば，大き

な問題とはならないことを説明した．その上で実際には維持管理作業を低減するため，また景観

に配慮し，土のう袋が紫外線に直接さらされないよう泥で被覆しその表面を植生する計画とした． 

土のう中詰材については，大学敷地内での現地発生土は粘性土であり，取り扱いづらいこと，

また現地大学近くで川砂利が採取されており調達が容易であることから，川砂利を利用すること

とした．現地土木工学科エンジニアより得られた情報によると，この砂利は統一分類法（米国法）

で GP/CLと分類され，これは日本統一土質分類では細粒分混じり礫となる 70）． 

ここでは，「土のう」を 7,500個利用する計画であり，作業効率をあげるため締固めにはプレー

トコンパクターを利用した． 

(3) 歩道設計計算 

図 5-6に示した断面の歩道について，地盤支持力の照査，基礎直下の「土のう」の破壊に対す

る検討，盛土の主働土圧と壁体である「土のう」間の摩擦抵抗について検討する． 

MMSUの土木工学科エンジニアより現地地盤条件について表 5-4のような情報を入手した． 

液性限界と塑性指数との関係を表した塑性図（図 5-771））より，現地地盤の土質はほぼ A線上（Ip 

単位 日本で利用 パプアニューギニア フィリピン

名称 輸入土のう（中国産） 砂糖用 米用

素材 ポリエチレン ポリエチレン ポリエチレン

サイズ m 0.60 × 0.48 0.63 × 0.46 0.62 × 0.46 

重量 ｇ/袋 46.0 52.2 51.0

単位重量 ｇ/m2 79.9 90.8 89.4

織密度 本/2.54 cm 9 13 10

引張強度 kN/m 6 14

表 5-3 袋材諸元 
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= 0.73 (wL-20)，Ip：塑性指数，wL：液性限界）に来ることがわかる．従って高塑性の無機質粘土，

もしくは高圧縮性の無機質シルトと有機質粘土に分類される．粘性土地盤で，その許容支持力は

100 kPaであることから N値 10程度の粘性土地盤であるといえる 72)． 

歩道建設箇所の原地盤の勾配はほぼ一定で，取付道路との高低差が 1 mとの報告を受けて図5-6

に示すような断面を有する歩道を計画した．盛土法面は，紫外線の影響から土のう袋を守るため

に泥で被覆し種子を散布して植生することとした．そのため，泥が付着しやすくかつ，経済性を

考慮し法勾配を 1：1としている．また盛土の準備工として基礎地盤を平坦に均し，除根するため

に深さ 0.2 mまで掘削し，「土のう」2層分の基礎を設ける．さらに「土のう」を全面に 2層積む

ことで，「土のう」擁壁の高さを 0.8 mとなるようにした．ここでは，得られた現地地盤データに

ついて，詳細な試料採取箇所，調査時期について明確でないこと，この歩道構築は「土のう」技

術のデモンストレーションであり，多くの人の見学対象となること，学生の学内移動用の通路で

半永久的に利用する必要があることから，「土のう」を横断方向に全面に 4層積み基礎を補強した． 

歩道完成後，雨季にはここで構築される歩道盛土により水の流れが遮断されることから，排水

ルートを確保するため 6 mピッチにφ150のパイプを設置した．歩道ということで作用させる活

荷重は道路橋の設計基準に基づき，5.0 kN/m2とする 49)．載荷重の様子，照査項目を図 5-8 に示す． 
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図 5-7 塑性図 71) 

A線：Ip = 0.73 (wL-20) 

液性限界 （%) 70

塑性限界（%) 36
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許容支持力 (kPa) 100

図 5-8 歩道載荷条件，照査項目 
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1）地盤支持力の検討 

現地土木工学科エンジニアより歩道建設箇所の地山の許容支持力について，表 5-4 に示すよ

うに 100 kPaとの報告を受けた． 

支持地盤に作用する歩行者荷重，盛土自重を算出する．盛土材となる川砂利の自重を20 kN/m
3

とする 72)．土のう袋の自重は川砂利に比べて微小なためここでは無視する．基礎地盤より盛土

天端までは 1.2 m，歩行者荷重が 5.0 kN/m
2が作用することから地盤反力は 29.0 kN/m

2となる．

これは支持地盤の許容支持力（100 kPa）未満であり安定である． 

2) 「土のう」の破壊に対する検討 

第 3 章 式(1)よりフィリピンで調達した資材により作成された「土のう」の破壊時の荷重を

算出する．そして基礎直下の「土のう」の破壊に対する検討を行う． 

第 3 章 式(1)式を再掲する． 

 

L
P
K

H

B
TF ×







 −×= 12  (1) 

 

ただし，
φ
φ

sin1

sin1

−
+

=
P

K  

 

ここに，T：土のう袋材の引張強度 [kN/m]，B：「土のう」の幅 [m]，H：「土のう」の高さ [m]，

L：「土のう」の奥行き [m]，φ：土のう中詰材の内部摩擦角 [°]である． 

5.3.2(2)で見たようにここで利用した土のう袋の引張強度は 6.0 kN/m以上と考えられる．そ

こで安全側をみて引張強度を日本で利用される袋材と同等とし，6.0 kN/mとする． 

土のう袋の寸法は 46 cm × 62 cmであるが中詰後の「土のう」寸法は，第 3 章，表 3-1 中の

No.1の袋材（寸法 48 cm × 60 cm）の場合と同様に幅 40 cm，高さ 10 cm，奥行き 40 cmとみな

す． 

ここで，土のう中詰材には川砂利を利用するが，擁壁の安定計算を進める上で道路土工指針

に従ってその材料定数を決定する．そこで裏込め土が礫質土の場合，内部摩擦角 35°と決定さ

れる 11)ことから，同じ礫質土が土のう中詰材として利用されるため，式(1)のφに 35°を代入し

算出する．以上より「土のう」が破壊にいたるとき「土のう」に作用する荷重は，式(1)より 66.1 

kNとなる． 

図 5-9中，最深部に位置する「土のう」に作用する荷重を算出する．ここでは盛土体の自重

と歩行者通行時の荷重の合計を算出する．その結果最深部の「土のう」一袋に作用する鉛直荷

重は約 5.0 kNである．よって「土のう」が破壊に至ることはない． 

3） 擁壁の安定検討 

擁壁の安定のためには，「土のう」間のすべり（滑動）に対する摩擦抵抗力が，盛土主働土圧

による滑動力より大きいことが求められる．両者を算出し比較する．滑動力F は下記式より算

出される． 

 



 82 

2

2

1
zKaF ×××= γ  (2) 

 

 ただし， 







−=
2

45tan 2
φ

Ka  

 

ここに,Ka：主働土圧係数，γ ：裏込め材単位体積重量 [kN/m3]，z：擁壁の高さ [m]，φ：裏

込め材の内部摩擦角 [°]である． 

次に「土のう」間のすべり（滑動）に対する摩擦抵抗力 Fs は下記式により算出される． 

 

szBsFs φγ tan×××=  (3) 

 

ここに， γ ：中詰材単位体積重量 [kN/m3]，Bs：「土のう」積み擁壁の横幅 [m]，z：擁壁の高

さ [m]，φs：粗い中詰材入り「土のう」間の摩擦角 [°]である． 

図 5-8に示すように，盛土天端から 800 mmの位置（z = 0.8 m）で最大主働土圧が作用する

ので，この位置で「土のう」間の摩擦抵抗力と比較する．裏込め材が川砂利で礫質土であるこ

とから，単位体積重量は 20 kN/m
3
 ,内部摩擦角φには 35°を代入する 72)．式(2)より主働土圧は，

2.7 kN/mとなる． 

一方，「土のう」間の摩擦抵抗は袋材にプラスチック樹脂の袋を利用し，中詰材に粗い材料を

利用した場合，摩擦角は 31°となる 44)．「土のう」積擁壁の横幅は「土のう」一袋分の 0.4 mと

なる．摩擦抵抗力は式(3)より 3.9 kN/mとなる． 

盛土の主働土圧による滑動力に対して，「土のう」間の摩擦抵抗力が大きいことから安定とい

える． 

(4)「土のう」による道路整備プロジェクト 

このプロジェクトの目的は下記の通りである． 

1） 雨季でも通行可能である，図 5-5 に示すルートの歩道を作成する． 

2） 「土のう」による盛土，歩道作成ノウハウをデモンストレーションを通して大学関係者へ伝

授する． 

3） MMSUのネットワークを通して農村部へこの技術を移転し拡大する． 

4） 施工を通してMMSUの研究者の活動を活性化する．  

プロジェクトを実行するにあたって，先に述べたMMSUの助教授をコーディネーターとした．

大学内でプロジェクトのスタッフチームが編成された．ここに土木工学科の教官が参画した．し

かし，我々の打合せ相手はコーディネーターのみとした．その結果，このプロジェクトに対する

責任感が芽生え，迅速にプロジェクトの運転資金の管理，大学内での各部署の調整や，土のう資

材の段取り，NSTPの学生の調整，NGOとの連携，マスコミによる取材，地方行政府への紹介な

どが進められた（図 5-4）． 

砂利の種類の選定時など技術的な点については我々がサポートし，適宜現地大学の土木工学科

のスタッフと調整した．本プロジェクトの Phase Iとして図 5-5 中の College of Arts and Scienceと
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環状道路とを結ぶ約 55 mの歩道を作成した． 

(5) 歩道構築作業の実施工程と施工歩掛 

2月 21日，MMSU主催の Launching Ceremonyより歩道の施工が開始された．Ceremonyでは，

大学の Presidentをはじめ，現地 NGOスタッフ，市長（実際には市長代理），地元テレビ局の取材

班らが参加しており，インパクトを与えることができた．我々は 21日より 24日までの 4日間技

術指導のために現地に滞在した．MMSUの土木工学科エンジニアにまず，「土のう」技術の概要，

施工手順を伝授した．その後は彼らが中心となり，学生らを指導し作業を進めた．また，学生に

よる作業を補佐するために，日常大学に勤務し構内の設備の維持管理をしている作業員を，平均

で一日当り 3名雇い協力を得た．炎天下での重労働でもあり，また，フィリピンでは午前，午後

に食事の合間にスナック（お菓子等）を摂る習慣があることから，学生らには現地の習慣に習い

スナックとジュースを差し入れた（一人当たり 68円）．作業風景，休憩時の様子を写真 5-3,写真

5-4 に示す．滞在した 4日間では，「土のう」を約 1,800個を敷設した． 

我々が帰国した後も，プロジェクトスタッフが中心となって作業が継続された．毎週土曜日に

NSTPの学生が午前，午後各々50人から 60人が参加し 4月 10日までに「土のう」7,500個を敷設

し，延長 55 mの歩道を完成させた（写真 5-5）．路面には，現地土木エンジニアの提案によりセ

メントブロックが敷設された．「土のう」表面被覆のため，泥の付着を良くするため，ネットを張

る様子（写真 5-6），もしくは藁と泥を混合させ付着させる（写真 5-7）など，彼ら自身による工

夫が見られた．歩道盛土法面を緑化しており雨季において水抜きパイプが機能し排水が進んで，

歩道としての役割を果たしている様子が確認された（写真 5-8）． 

学期末（4月中旬）までに施工を終えるという目標で作業が進められた．進捗状況にあわせて，

土曜日以外の日で，大学に勤務する作業員により作業が進められたときもあった．学生が参加し

た施工日数は 10日間であった．実施工程について表 5-5に示す．材料数量とその費用，各材料の

全体費用に占める割合を表 5-6に示す．袋代，口紐代を合わせて全体の約 4割，中詰材，裏込材

費用が約 3 割を占める．材料代のみでは，1 m当り 6,639 円となった．また，材料費やスナック

代，作業員への給与，プロジェクトの開始セレモニー費用なども含めた費用は表 5-7のようにな

っている．このとき歩道 1 m当りの費用は 11,500円となった． 

今後は，図 5-5 に示す他の区間（Phase II ~ IV）においても，現地のプロジェクトコーディネー

ターとスタッフが中心となり，「土のう」により同様に歩道が構築される予定である． 
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写真 5-3 作業状況 写真 5-4 休憩時の様子 

写真 5-5 歩道完成時の様子 写真 5-6 ネットを利用して被覆 

写真 5-7 藁を泥と混合 写真 5-8 雨季での歩道の様子 
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表 5-5 実施工程 

表 5-6 材料費集計表 

表 5-7 プロジェクト経費集計表 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

施工日 2/21 2/22 2/23 2/24 3/3 3/10 3/17 3/24 3/31 4/4

学生数（人） 60 40 5 50 60 60 50 50 14 15

作業時間（時間） 3 3 8 6 6 6 9 9 9 8

人・時間累計 180 300 340 640 1,000 1,360 1,810 2,260 2,386 2,506

作業員（人） 3 3 3 3 4 4 4 5 4 4

作業時間（時間） 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8

人・時間累計 24 48 72 96 128 160 192 232 264 296

主な出来高

作成土のう数 380 370 120 930 1,320 1,320 1,525 1,535

作成土のう数累計 380 750 870 1,800 3,120 4,440 5,965 7,500

表面被覆作業 (m2) 82 82

ブロック敷設　(個) 200

※上記作業日以外に，2/26-3/2，3/5-3/9の10日間，1日当り3人の作業員が作業実施

項目 数量 単価（円）合計（円）比率（%）

土のう袋 7,500 袋 21 157,500 43.1

口紐 85 roll 125 10,625 2.9

中詰材（川砂利） 120 m
3 570 68,400 18.7

裏込材（川砂利） 60 m
3 570 34,200 9.4

パイプ 9 本 2,775 24,975 6.8

ネット 8 m
2 1,688 13,500 3.7

セメントブロック 200　個 125 25,000 6.8

種子（散布作業込） 164 m
2 188 30,938 8.5

合計 365,138 100.0

項目 合計（円） 比率（%）

材料費+機材（締固機，一輪車等） 443,087 70.2

スナック代（808人，68円/人） 54,944 8.7

労働者賃金（67人，800円/人・日） 53,600 8.5

一般経費（式典準備，燃料代等） 79,228 12.6

合計 630,859 100.0



 86 

 

ここで表 5-5 より，施工第 8日目までで「土のう」7,500袋を作成，敷設しており，このときま

でに作業に従事した学生，作業員の人・時間の累計は作業員のみが施工に従事した分も含めると

2,732 人・時間となる．このことから，一日の労働時間を 8 時間とすると一人一日当り，22 個の

「土のう」を作成，敷設することになる．そこで，「土のう」作成，敷設作業の歩掛を日本，パプ

アニューギニア，フィリピンで表 5-8 で比較する．世話役は複数いても作業効率には大きく影響

しないので 1人とし，一日 800袋の「土のう」を作成するのに必要となる人数，機械等で比較す

る．パプアニューギニアでは 4.4.6 で述べたように一日あたり普通作業員が 29人で「土のう」320

袋を作成するので，これを単純に比例計算し，800袋作成するのに必要となる作業員数は 73人と

算出される．実施工では作業人数にあわせた施工ヤード，道具の確保など他の要因により作業効

率は大きく左右されるので，この算出方法は現実的ではなく，比較のためのものである． 

日本ではバックホウ，クレーンの利用により普通作業員 6人となっている 60)が，フィリピンで

は 37人となる．日本とフィリピンでは，どちらも中詰材が土のう敷設箇所近くにほぐされた状態

で存在することが前提条件であり，また締固めにはプレートコンパクターを利用し同条件である

ため，この人数の差がバックホウ，クレーンの利用効果，そして一人工あたりの作業性の違いと

考えられる． 

パプアニューギニアでは，バックホウ，クレーン，そしてプレートコンパクターを利用しない

条件で普通作業員人数がフィリピンの場合の約 2倍となっている．これはプレートコンパクター

の使用の違いだけでなく，パプアニューギニアでは，中詰材の川砂利を採取場にてほぐし，また

土のう敷設箇所まで運搬する（運搬距離 1 km 以内）工程が入るためこのような差が生じたと考

えられる．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.3.3 結論 

これまで大学連携による技術移転の事例について報告した．以下に主な点をまとめる． 

1） フィリピン，ルソン島北部の北イルコス州においては，農村コミュニティや NGOと協力関

係を持っているのは現地の大学であった．そこで，まず大学間連携で技術移転のためのプロ

ジェクトを実施した．今後この大学の普及プログラムを通して農村コミュニティへ「土のう」

によるインフラ整備が普及する可能性がある． 

日本 フィリピン パプアニューギニア

800袋当り 800袋当り 800袋当り

世話役 人 1 1 1

普通作業員 人 6 37 73

バックホー（運転手付） 日 1

クレーン（運転手付） 日 0.5

プレートコンパクター 日 0.5 1 （木槌）

「土のう」作成（中詰）作業
「土のう」敷設作業

作業内容 摘要 単位

表 5-8 「土のう」作成，敷設に関する作業歩掛 
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2） 現地大学のスタッフをプロジェクトのコーディネーターとし，準備を進めた．調整相手を

この一人に絞ったことで，現地大学スタッフ側にオーナーシップが醸成された．その結果，

迅速に準備が進みまたこの大学の持つネットワークを最大限に活かすことができた． 

3） 道を利用する学生自らが，授業科目の一環として歩道作成作業に従事した．そのため作業

員を雇用した場合に比べ労務費を抑えることができた．  

4） 我々の現地滞在は 4日間であったが，「土のう」技術はシンプルであり現地大学スタッフへ

の技術移転はスムーズに行われた．歩道路面にブロックを敷設する，法面被覆のために，ネ

ットを敷設したり藁と混合し付着しやすくするなど，彼ら独自の工夫が見られた．今後オー

ナーシップを発揮して，彼ら流の手法で Phase II ~ IVの歩道の構築が実施される可能性があ

る． 

この後，実際にこの大学を発信源として農村部で「土のう」を用いてインフラ整備が進められ

ていくか，確認する． 施工期間中にはこの地域のNGOと小規模ダム整備手法について協議した．

また完成した歩道の様子も現地 NGOへと公開されていた．今後 NGOによりどう展開していくか

確認するとともに，小規模ダムの建設に向けて適宜技術的なバックアップを実施していく予定で

ある． 
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5.4 ケニア共和国における技術協力プロジェクトでの，「土のう」による 

住民参加型未舗装道路整備手法の実践 

 

ケニアで JICAが実施する技術協力プロジェクトの小規模園芸農民組織強化計画の中で，「土の

う」による農村インフラ整備手法の技術移転を進めている．  

ケニアでは農業が国の基幹産業であるため，国の政策として農業の振興は重要な課題である 65)．

そのため農業省は，中央政府から農村部コミュニティに至る各地方行政単位に人員を配置し，農

村部の現状を正確に把握して行政に活かし，また政策を確実に農村部での実践につなげるための

ネットワークを構築している．このネットワークを利用し農村部住民への「土のう」技術の移転

を実施している．図 5-9にケニアにおける地方行政単位と，配備されている農業省スタッフを示

し，「土のう」による農村インフラ整備手法がケニア農村部コミュニティへと技術移転が進む構図

を示す．プロジェクトスタッフがプロジェクト対象 Districtの District Agricultural Officerと連絡を

とることで，既存のネットワークを活かしスムーズに農村コミュニティでの研修や技術移転を行

うことができる． 

このプロジェクトは 2006年 8月より実施されており 2009年 8月までの 3年間の予定である．

このプロジェクトの概要について説明し，筆者が 2007年 3月，4月と短期専門家としてケニアに

派遣され現地で実施した「土のう」による未舗装道路整備手法の技術移転の事例と，その後のプ

ロジェクトの進捗について述べる． 

ケニアにおける「土のう」による道路整備手法の技術移転に向けたアプローチ手法の特徴を以

下にまとめる． 

1）ケニア政府農業省のネットワークを利用することで，全国農村部への技術移転が可能となる． 

2）農道というインフラ整備を，農業省との技術協力プロジェクトにおいて実施している． 

道路整備のプロジェクトは，従来，道路管理者である道路公共事業省を通したやり方が主

であった．しかしここでは行政上の担当区分にとらわれず，農道を常に利用し，整備するこ

とで直接便益を受ける住民へ，自分たちで実施できる整備手法と維持管理手法の技術協力を 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本 政府

ケニア 政府

技術協力プロジェクト
：小規模園芸農民組織化計画

京都大学

「土のう」による農村インフラ整備手法

Government

Minister of Agriculture
Province

Provincial  

Agricultural 

Officer

District

District  

Agricultural 

Officer

Division

Divisional 

 Staff

Location

Extension 

 Staff

Community

図 5-9 ケニアの地方行政単位と農業省ネットワークを利用したコミュニティへの技術移転 
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実施している． 

3）「土のう」による道路整備手法は，これまで雨季になると車両走行不能となっていた路床にお

いて，走行性を確保しうるような有効な解決策となりうる． 

ケニアには東アフリカ特有の問題土，膨張性粘土のブラックコットンソイルの土質が広が

っている 73)．路床がこの粘性土の場合，雨季に通行性を確保することが困難でありこれまで，

その問題は認識されていたが 74)，有効な対策は提案されてこなかった． 

ここでは具体的な対策として，「土のう」による整備手法を提案している．  

4) プロジェクトの実践を通して，農道をはじめ農村インフラの問題点を把握し，その解決に向

けた研究開発が必要な場合，現地大学のスタッフの協力を得て進めていく体制が整っている． 

2004年 9月に京都大学にて地盤工学分野で博士号を取得し，現在ジョモケニヤッタ農工大

学の講師である Dr. Too らと共同で，現地特有の条件下での「土のう」の有効な利用法の開

発を進めている．このことは，現地研究者の研究活動の活性化につながり，ケニア人が自国

の貧困削減に向けた研究を行うことになる． 

これまでに，ブラックコットンソイル上で「土のう」を敷設した時の走行実験等が実施さ

れた（写真 5-9）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.4.1 小規模園芸農民組織強化計画プロジェクト 

(1) 概要 75) 

ケニアの農業セクターは GDPの 26 %，外貨獲得の 60 %，雇用の 80 %を占め，国家経済の重要

な役割を果たしている．ケニア政府は，経済再生戦略書 “Economic Recovery Strategy for Wealth and 

Employment Creation” (以下，ERS)において，「雇用機会創出の促進」と，「農村部における貧困削

減」を掲げており，これらの達成に寄与するため，農業部門の活性化を最重要課題として挙げて

いる． 

上記 ERSをもとに，農業省では，家畜漁業開発省等とともに，農業の再活性化に焦点を当てて，

2004年 3月に農業再活性化戦略 “Strategy for Revitalizing Agriculture”（以下，SRA）を作成した．

その中で両省は，食料安全が重要であることに加え，利益や商業を目的とした農業を勧めていく

ことを目指すとしており，そのために，園芸分野の振興が重要であると位置づけている．園芸分

写真 5-9 ケニアで実施された走行実験の様子 

(a) 雨季を想定し水を張った状態の実験ヤード (b) 「土のう」を敷設し走行実験を実施 
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野の振興のため，ケニア国農業省は，農民及び普及員（農業省職員，園芸作物開発公社職員を含

む）の能力向上に加え，小規模園芸農家を対象とした農民組織化，生産・品質管理技術の向上及

び流通システムの改善を目的とし，日本に対して専門家派遣を要請した． 

そこで，2003年 4月から 2004年 11月まで派遣された喜田専門家が中心となり，農業普及員及

び農民に対する「園芸作物品質管理等技術指導・研修」及び「コミュニティ開発マニュアル」が

作成された．この活動を通じて園芸農民の所得向上のためには，更なる農民組織と農業普及員を

含む行政の能力向上に加え，園芸作物の引取先である，国内市場との連携の強化が必要であるこ

とが判明した．また，園芸作物の搬出に必要な農村内部の道路や，ウォーターハーベストのため

の簡単なインフラ整備の必要性も示唆された．このとき，木村 34)は農村部のインフラ整備に有効

な住民参加型の「土のう」を利用したインフラ整備手法の開発，普及の構想を抱いており，この

具現化がまさにここで顕在化した問題の解決策になると考えられた． 

以上の経緯により，ケニア政府は，農民及び農業普及員を共に指導し，普及体制を確立するこ

とによって，小規模園芸農家の生産から流通に至る一連の技術力を向上させるための技術協力プ

ロジェクトの実施を日本政府に要請し，本プロジェクトが開始された． 

プロジェクトの対象 Districtを図 5-10 に示す．園芸作物生産のポテンシャルの高い地域が選ば

れている． 

(2)プロジェクト目標 

本プロジェクトでは，今回このプロジェクトが対象とする小規模園芸農民組織の運営能力が強 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-10 プロジェクト対象県 

：プロジェクト対象

District 

1. Trans Nzoia District 

2. Bungoma District 

3. Kisii District 

4. Nyandarua District 

 

：近隣 District 

Kericho District 

赤道 

1 

2 

 

3 
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化され，小規模園芸農家の生計が改善されることを目標としている．ここで，農民組織とは，同

じ種類の作物を生産，出荷している農家が集合したもの，同じ灌漑水路を利用するもの，宗教上

のまとまりなどがある．従って必ずしも隣接する農家が同組織に属するとは限らない． 

小規模園芸農民組織の運営能力の強化とはここでは以下の 3つの成果に到達することである． 

1） 対象農民組織が園芸作物を適切に販売することができる． 

2） 対象農民組織の園芸作物の生産量・品質が向上する． 

3） 対象農民組織の生産基盤・流通インフラの整備実施能力が向上する． 

(3)プロジェクトの展開，進め方 

上記のプロジェクト目標を達成するために以下の手順に基づきプロジェクトは実施される． 

1) ベースライン調査 

2) 教材・マニュアルの作成 

3) 農業普及員及び農民組織に対する研修 

4) 巡回指導 

5) 先進地域視察・意見交換会 

6) 次期研修へのフィードバック 

 

5.4.2 小規模園芸農民組織強化計画での「土のう」による農道整備手法の実践 

本プロジェクトで達成が求められる 3 つの成果のうち，3)対象農民組織の生産基盤・流通イン

フラの整備実施能力の向上に向けて，本研究で開発を進めてきた「土のう」による農道整備手法

をベースに活動を行う．農道の走行性確保を重要課題としている農民組織に対して技術提供，指

導を行い，今後住民自身で整備することができるように研修を行う． 

表 5-9 にケニアにおけるこれまでの「土のう」による農道整備実施工程を示す．筆者は 2007

年 3 月，4月と現地で活動した． 

JICA プロジェクトにて「土のう」による農道整備手法を実施するのは初めてで，JICA スタッ

フには具体的な手法，有効性については把握しにくいという現実があった．そこで 2007年 1月に

ナイロビのケニア JICA 事務所にて「土のう」による未舗装道路整備手法やパプアニューギニア

やフィリピンでの活動実績を示して説明した．そこで，ケニア JICA事務所管轄の保健プロジェ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年月

District          項目       1 2 3 4 5 6 7 8

施工準備

施工

施工箇所経過状況確認

施工準備

施工

施工箇所経過状況確認

Kisii 施工

2007

Kericho

Trans Nzoia

表 5-9 ケニアにおける「土のう」による農道整備実施工程 
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クトの中で保健センターへのアクセスの問題が生じていたことから，ここでまず「土のう」によ

る道路整備を実施することとなった．この保健プロジェクトの都合上 3月初旬に施工を終える必

要があり，1月から 2月にかけて，メールで情報交換しながら JICAケニア事務所スタッフらによ

る現地視察，資材の調達，道路管理者との協議などの手続きが行われた．Kericho District（図 5-10

参照）で 3月に 7日間，約 22 mの範囲を「土のう」を利用して整備を行い，その後の経過状況

の確認を行っている． 

小規模園芸農民組織強化計画では，4つの対象 District内で各 District Agricultural Officerが 10

の農民組織を選定する．その中で農村インフラ整備の必要性を感じ優先度が高いグループに対し

て研修を行い，彼ら自身のインフラ整備実施能力の向上を目指す．研修では「土のう」による農

道整備手法を中心に技術移転を進める．この研修に先立ち，各 Districtで住民参加のもと，「土の

う」による農道整備のモデル施工を行う．農民組織への研修の際には，モデル施工が実施された

箇所を視察し，その効果を実感すると共にその作業に参画した住民らの意見のヒアリングを行う

ことで，学習意欲，効果の向上につながると考えられる． 

2007年 3月末に，Trans Nzoia District内のコミュニティ，農道の現状について調査し，モデル

施工に適す場所を選定した．そして 4月に住民参加のもと「土のう」により約 576 mの農道を整

備した．この施工を通してコミュニティはもとよりプロジェクトのカウンターパートに対して技

術移転を行った．次に Kisii Districtでモデル施工を行うにあたり，カウンターパートらと事前調

査を行い，道路整備手法について共に計画した． 

2007年 6月には Kisii Districtでカウンターパートのみでモデル施工が実施され，「土のう」によ

り約 700 mの道路が整備された．残る対象 Districtにおいても順次実施される予定である． 

今後は，農道以外にも小規模ダムなど他の農村インフラ施設の整備を進める予定である．そし

て研修教材，マニュアルを作成する． 

ここでは 2007年 3月から 4月にかけて，Kericho District，Trans Nzoia Districtにて「土のう」を

用いた農道整備を実践した事例を報告する．今回のケニアでの活動成果について下記にまとめる． 

1) ケニアで現地調達可能な材料を用いた「土のう」による道路整備手法の施工性，経済性を

把握した． 

2) 路床の土質条件がケニア特有の問題土であるブラックコットンソイルである場合でも，「土

のう」による未舗装道路整備手法が雨季の走行性確保に有効であることが確認された． 

3) 「土のう」による未舗装道路整備手法がプロジェクトスタッフへ技術移転された． 

4) 「土のう」による住民参加型道路整備がきっかけとなり，現地住民組織がそれまで懸案で

あったがあきらめていた橋補修を自分たちで実施するという事例が見られた． 

5) 今回の施工事例をもとに道路条件，施工条件に対する歩掛をまとめた． 

 

5.4.3 ケニアにおける「土のう」に関する資材の調達 

「土のう」による未舗装道路整備手法の実施には土のう袋，口紐，中詰材，「土のう」間の隙間

を埋める間詰材，表面を被覆する表層材が必要となる．ケニアで調達した各資材について述べる． 

(1) 土のう袋 
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（#：乾燥状態での引張強度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

首都ナイロビ郊外にあるプラスチック樹脂系の袋，またサイザル袋も作成している工場より購

入した．ここで利用した袋材の諸元を表 5-10 に示す．日本で一般的に利用されるもの，パプアニ

ューギニア，フィリピンで利用したものの諸元もあわせて示す．一般的にプラスチック樹脂系袋

にはポ 

リエチレン（以下，PE）製とポリプロピレン（以下，PP）製の袋があり，ケニア工場で生産され

ているものは PP製であった．表 5-10に示すように日本で一般的に利用される土のう袋，パプア

ニューギニア，フィリピンで利用した袋材は PE製であった． 

PP，PEの両者の性質は表 5-11 に示す 76)．比重は両者とも水より軽い．見た目や触感は類似し

ている．一方で PPは PEに比べて耐候性が低く，引張強度は PPの方が大きい．このようなプラ

スチック樹脂素材は表 5-11 からわかるように，引張強度，ヤング率など物性にはばらつきがある．

そのため，製造工場が異なれば袋材の引張強度にもばらつきがあると考えられる．これまで袋材

の引張強度を調べてきた結果では，日本で利用される土のう袋の引張強度が最小であった．そこ

で新たな袋材を土のう袋として利用する時には，日本で利用される土のう袋の，織密度，1 m2あ

たり重量を基準とし適否の判定を行う．具体的には表 5-10より，織密度が 9本/2.54 cm以上であ

るか，1 m2あたり重量が 80 g以上であることを確認する． 

ケニア産，PP製の袋材の引張強度は乾燥状態で 6.5 kN/mで 3.3 で見たように 4.6 kN/m以上で

あることから「土のう」袋として道路構造に適用できるといえる．耐候性については 5.3.2(2)で

表 5-10 袋材の諸元 

表 5-11 ポリエチレン，ポリプロピレンの物性 76） 

単位 ポリエチレン（PE） ポリプロピレン（PP）

比重 0.94～0.96 0.9

引張強度 N/mm
2 20～39 40～45

ヤング率 N/mm
2 500～1500 1000～1300

耐熱温度 ℃ 120 105～140

耐候性 強 弱

単位 日本で利用 パプアニューギニア フィリピン ケニア

名称 土のう 砂糖用 米用 穀物用

素材 ポリエチレン ポリエチレン ポリエチレン ポリプロピレン

サイズ m 0.60 × 0.48 0.63 × 0.46 0.62 × 0.46 0.60 × 0.45

重量 ｇ/袋 46.0 52.2 51.0 42.3

単位重量 ｇ/m2 79.9 90.0 89.4 78.3

織密度 本/2.54 cm 9 13 10 10.5

引張強度# kN/m 6 14 6.5

単価 円/袋 20 26 21 22



 94 

も述べたように定期的な点検を行い，破損した「土のう」は置換する，もしくは紫外線の影響を

防ぐために土のう表面を被覆するなどの方法で対処できる．  

ここで，2.4，3.3で述べたように，天然素材で環境にやさしいサイザル麻袋を土のう袋として

利用することも検討している．サイザルはケニア，タンザニア，マダガスカルで全世界生産の約

26 %が生産されている 37)．土のう袋として新たな需要を生み出すことができれば，サイザル麻農

家，麻袋生産工業を活性化することができる．サイザル麻製袋も生産している現地の工場長に相

談すると，土のう袋として利用するプラスチック樹脂製の袋材と同等のサイズの袋の生産は可能

であるが，単価が約 7倍，一袋辺り約 150円するとのことであった．サイザル麻袋については 3.3

で検討したように引張強度は大きく，十分道路構造に適用できることが明らかになっている．し

かし，縫い目の粗さの影響，プラスチック樹脂系繊維と比べサイザル繊維の厚さのために柔軟性

に欠けること，などの問題点があり「土のう」としての実用化に向けてはさらなる研究開発が必

要である．今後現地研究者を中心に開発を進める予定である． 

(2)口紐 

日本で利用される土のう袋には一般的にあらかじめ口紐が取り付けられており，中詰後その紐

を引張り結ぶことで中詰材がこぼれないよう口部を固定することができる．ケニアにおいて入手

できる土のう袋は本来，砂糖やメイズなどの穀物，肥料用の袋材を代用している．あらかじめ口

紐は取り付けられていないので，別途紐を用意し中詰後，口部を結んで固定する． 

口紐は人力で引張っても切れず，縛るのに適した太さ，硬さのものを選ぶ．ここではサイザル

麻製の紐を利用した． 

(3) 中詰材 

ケニアではマラムという良質材が採取される地域がある．ある地域から採取されたマラムの粒

度分布を図 5-11 に示す．表層材に適するとされる粒度分布の範囲 30)もあわせて示す．マラムは

粒度分布から工学的分類では砂質礫となる 77)．採取地域によって粒度分布は異なるが，表層材に

適するとされる粒度分布範囲に比べて砂分が少ないものの，細礫分を多く含むことから未舗装道

路の表層材として利用されている．農村地域を通る主要道路では，未舗装ではあるがマラムを撒

き出しグレーディングをして整備されている箇所がある（写真 5-10）．そこで，今回は道路補修

箇所近くで採取されるマラムを中詰材，そして「土のう」間の隙間の間詰材として利用した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 5-11 マラム粒度分布 写真 5-10 マラムを撒出し整備された道路 
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(4)表層材 

「土のう」表面を被覆し，輪荷重を直接受ける表層は良質材の利用が望まれる．今回のケニア

での施工にはマラムを表層材として利用した． 

 

5.4.4 Kericho District での「土のう」による未舗装道路整備の実践 

(1)施工対象道路 

JICAが支援している保健センターへのアクセスを雨季においても確保する必要があり，重機が

必要とならない人力施工による「土のう」による道路整備を実施した．整備対象道路の平面図を

図 5-12 に示す．幅員は 6.0 mから 8.0 m，交通量調査を実施したところ日交通量は約 200台で，

サトウキビを運搬するトラクターや乗合バスが通行していた（写真 5-11）．この道路の管理者は

道路公共事業省傘下のこの地方を管轄する District road engineerで，事前に施工の了解を得た．沿

線にはいくつもの村が存在し，施工箇所近くでは週二回市場が開かれる．また穀物集積場があり，

農家から収穫されたメイズが運びこまれている．つまり，この道はある決まったコミュニティの

みが利用する道ではなく，不特定多数の人々が往来する． 路床の土質はブラックコットンソイル

であり，路面にはこれまでの整備で敷設されてきた礫が混合している（写真 5-12）．施工実施時

期は乾季であり，路面は乾いており，所々轍箇所が見られるものの通行性は確保されていた．雨

季になるとブラックコットンソイルの含水比が高くなり泥濘化し，敷設された礫分は地中に埋も

れてしまうために通行性確保の効果を維持できていないと考えられる．特に轍が大きく形成され

ていた No.1（写真 5-13）と No.2（写真 5-14）の箇所で整備を行った． 

本来，「土のう」による住民参加型道路整備手法は，普段その道を利用する住民が自分たちで整

備していくことを実現するために開発を進めてきた．施工対象道路としては一車線（幅員 3.0 m）

の日交通量が 50台程度の道を想定している．開発時の想定とは異なる条件ではあるが，人力施工

で実施可能な「土のう」による道路整備手法の日交通量 200台程度の道路への適用性を検証した．  
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図 5-12 施工対象道路平面図  
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(2)利用資機材 

5.4.3に示した袋材をナイロビから運搬し利用した．また口紐にはサイザル紐を利用した． 

中詰材については施工対象箇所近辺の土質はブラックコットンソイルで，近くに川砂利やマラ

ムを採取できる場所はなかった．岩を人力で砕いて砕石として売られている場所があったが，ま

とまった量が確保できないこと，運搬費用がかかることから採用しなかった．この道路管理者で

ある District road engineerの紹介を受けた業者よりマラムを購入し，施工箇所近くのヤードに仮置

きした．ここで得られたマラムは細粒分が多く粘土質で，一方で 500 mm大の石分も含むもので

あった． 500 mm大の石分は除去しながら，中詰材，間詰材，表層材として利用した． 

機材として調達したものは，一輪車，ショベル，鍬，鋤，ナイフといった農作業で普段農家が

利用していると考えられるものである．今回はプロジェクト主導の「土のう」を用いた道路整備

手法の試験施工であり，これらの道具はプロジェクトが調達している．土のう中詰材量の調整に，

食用油の 20リットル用コンテナを利用した．また，「土のう」の締固めのために，作業効率を考

え JICAの他のプロジェクトよりプレートコンパクターを 2台借り受け利用した． 

実際に農村コミュニティが日々自分たちの利用する農道の整備の際には，道具類は自分たちで

持ち寄り，締固めについては木槌の打撃によるなど現地で調達可能なものを利用して施工を進め

る． 

(3)作業形態 

今回はケニアにおける「土のう」を用いた道路整備手法の試験施工であり，施工性，有効性を

確認し，プロジェクトのカウンターパートへ技術移転することが目的であった．そこで保健セン

整備箇所 

11.4 m 

6.0 m 

迂回路 

マラム仮置場 

2.6 m 4.4 m 

10.0 m 

写真 5-11 通過車両  写真 5-12 礫が混在した路面 

写真 5-13 No.1 施工箇所 写真 5-14 No.2 施工箇所 
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ターを運営する地元の委員会を通して道路整備作業への協力を呼びかけ，コミュニティから 20

人を雇い（日当一日一人 528円）作業を実施した．作業を円滑に進めるため，地域とのパイプ役

であり作業を総括する統括者，具体的に作業を指揮する作業指揮者，そして資機材を管理する資

機材管理者を任命した． 

(4)施工期間 

施工は 2007年 3月 7日より 3月 14日までの 7日間，朝 8時 30分より 17時まで行われた． 

(5)施工内容 

施工断面図を図 5-13 に示す． 

No.1 箇所では図 5-13 (a) に示すように道路中央部で深さ約 35 cm まで掘削し，マラムで中詰

めされた「土のう」に置換した．施工時期は乾季で，地表面より約 10 cmの範囲ではこれまでの

整備で撒きだされた礫とブラックコットンソイルが混合し非常に固くなっており，掘削時には大

変苦労した（写真 5-15）．施工延長は 11.4 mである．道路中央部を車両が走行する傾向があり，

中央部では「土のう」を 3層敷設した．横断排水勾配（5.0 %）を確保するため端部では 2層敷設

した．そして，「土のう」表面を通過車両のタイヤから受ける摩擦と，紫外線から保護するため，

道路中心付近で厚さ 5 cm となるようにマラムを撒き出し締固めた． 
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図 5-13 道路断面図 
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写真 5-15 掘削の様子 
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図5-13 (b) はNo.2 の施工箇所での施工断面を示す．形成された轍掘れの深さが最深部で約40 

cmであったことから深さ約45 cmまで掘削し，マラムで中詰した「土のう」と置換した．施工延

長は10.0 mである．路面横断勾配を確保するため図5-13 (b)中に示すように「土のう」を3層から4

層敷設し，「土のう」表面が露出しないようマラムを撒きだして被覆した結果，表層の道路中心

付近ではマラム層の厚さは10 cm となった．図5-13 (b)中，A側が斜面となっており雨季にはAの

斜面から図5-13 (b)中Bの方向へと水みちができる．そこで道路縦断方向に排水路を整備するため

側溝を設けた．しかし，流末の高さが固定されているため縦断方向に排水勾配を十分確保できず

（1 %未満），水溜りが生じやすい状況は改善されなかった． 

(6)施工手順 

「土のう」作成手順は下記の通りである．現地で均一な大きさで同等の締固め効果が得られる

ように投入する中詰材量と，中詰後の土のう袋内の空間の体積が一定となるように工夫している．

作業の様子を写真5-16 に示す． 

1. 食料油用コンテナ（20 リットル用）を容量16 リットルとなるように口部を切断する． 

2. マラムをコンテナすりきれまで投入する． 

3. コンテナ内のマラムを土のう袋へ移す． 

4. 土のう袋の口部を，土のう袋内ににぎりこぶし一つ分の空間を確保した位置でサイザル紐

でしばる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)マラムをコンテナ上端まで投入する． (b)マラムをコンテナから袋へ移す． 

(c)土のう袋口部の固定箇所を調整し固定する． 

写真 5-16「土のう」作成手順 



 99 

道路整備手法は下記の通りである．作業の様子を写真5-17に示す． 

1. 補修箇所を明示し，所定の深さまで掘削する．  

2. 「土のう」を敷設する．この時，縦横方向ともに2 m の範囲内に5 個敷設し，隙間を均等

に設ける．これは締固め時に，「土のう」が扁平状に広がるスペースを確保するためであ

る． 

3. 「土のう」をプレートコンパクターで締固める．縦横方向に2回ずつ通過させる．一つの

「土のう」に対しプレートコンパクターにより4 回締固める． 

4. 「土のう」間の隙間を，礫とマラムで埋める． 

5. 再度プレートコンパクターで締固める． 

6. 次の層の「土のう」を敷設する． 

7. 以下繰返し． 

8. 最終層敷設完了後，「土のう」表面にマラムを撒きだしプレートコンパクターで締固める．

この時路面勾配を道路中心から側溝側へと調整する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)「土のう」を等間隔で敷設する． (b) プレートで締固める． 

(c)「土のう」間に石，マラムを撒きだす． (d) 再度プレートで締固める． 
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(7)施工数量，単価 

No.1 施工箇所は，2.5 日間で延長11.4 m の整備を行った．幅員6.0 mであるので施工面積は68.4 

m
2である．各資材の使用数量，施工費用は表5-12 のようになる．ここでは道路幅員が施工箇所で

異なり広いことから単位面積当たりの単価で比較する．1 m2 辺り約1,400円 となった． 

No.2 施工箇所では，4.5 日間で延長10.0 m の整備を行った．ここでは幅員7.0 mであるので施

工面積は70.0 m2である．各資材の使用数量，施工費用は表5-13 のようになる．マラム仮置きヤー

ドから約200 m離れており，作成した「土のう」や間詰材，表層材としてマラムを運搬する必要が

あり，トラクターを利用した．1 m2 辺り約2,300円 となった． 

第4章で見たようにパプアニューギニアでの施工実績からは幅員3.0 m，単位長さ当り200円から

800円となった．単位面積当たりに換算すると，70円から270円となる．また文献28)によると路床

整形，路盤工（厚さ15 cm），表層アスファルト舗装工（厚さ5 cm）の断面では資機材費込みで幅

員3.0 m，単位長さ当り5,600円，単位面積当たり1,900円となるデータがある．ここでKericho District

でのNo.1，No.2施工断面，パプアニューギニアでの施工時の標準断面，アスファルト舗装工の標

準断面を図5-14に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5-17「土のう」による道路整備状況 

(e) 最終層敷設，締固める． (f) 表層材撒出し，締固める． 

表 5-12 施工数量（No.1 断面） 

表 5-13 施工数量（No.2 断面） 

項目 単位 単価（円） 数量 合計（円） 割合（%）

土のう袋 枚 22 1,224 26,928 27.8

マラム（運賃込） m
3 1,920 22.7 43,584 45.0

労賃 人・日 528 50.0 26,400 27.2

合計 96,912 100.0

項目 単位 単価（円） 数量 合計（円） 割合（%）

土のう袋 枚 22 1,624 35,728 22.3

マラム（運賃込） m
3 1,920 40.2 77,184 48.1

労賃 人・日 528 90.0 47,520 29.6

運賃 式 6,880 4.3

合計 160,432 100.0
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図 5-14 に示すように Kericho Districtでの No.1，No.2施工断面では置換層が厚いためその掘削

に人力施工で労賃がかかっていること，中詰材，間詰材，表層材に利用したマラムが 1 m
3 当り

1,920円と高価であることからこのように大きくコストがかかったと考えられる． 

No.2施工断面の施工単価は 2,300円であり，図 5-14 (d)に示すような簡易アスファルト舗装工

での標準的な単位面積当たりの施工費用，約 1,900円より高くなった．ただし，今回の施工は 70 m
2

とわずかであった．一度に行う施工数量や耐久性なども考慮してコストを評価する必要がある． 

道路整備については，施工対象道路の性格上求められる補修レベルに対して，適切な施工手法

を選択する必要がある．ここでは，不特定多数の人々が利用し日交通量が 200台で，収穫物を運

搬するトラクターの通行も多いことから，これらの通行性を確保しうるようなレベルの整備を行

った．作業の進め方や材料の段取方法によっても施工費は左右され，人力施工の「土のう」によ

る道路整備手法がいつも安価であるとは限らない． 

「土のう」による道路整備手法は，農村部において現地調達可能材料により住民自身が繰返し
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整備していくことを前提とし，これまで走行できなかった箇所を走行可能にする整備手法である．

したがって本施工は本来の「土のう」技術の適用コンセプトとは異なり，やや高度な規格の道路

へ適用しているといえる． 

 (8)住民の反応と持続性への取組み 

施工最終日には，現地のコミュニティが集会を開いてこの住民自身による道路整備について意

見交換をした．この中でコミュニティのチーフより，「道直しはこれまでは District road engineer に

よる維持管理に頼るだけであったが，自分たちでも整備を進めることができるということに気付

いた」とのコメントが寄せられた． 

今回の施工を一過性のものとしないよう，持続的に維持管理を進めるために，カウンターパー

トの主導により作業に従事した住民を中心に暫定道路委員会が結成された（写真5-18参照）．こ

れは，個人，コミュニティの首脳部だけでの合議制では資金繰りなどの問題対処は難しいが，14 名

の委員からなる委員会を構成し，各委員の受持担当を定め各自がその責任を全うする体制をとろ

うとするものである．このような組織化を経て個人ではできないことも，組織として対応するこ

とで実行性のある活動が期待できる．このことは第2章で紹介した山古志村のトンネル掘削時にも，

村民らが委員制を導入し事業を進めたこと42)と類似ている．そして道具，土のう袋がこの暫定道

路委員会に授与された． 

その後雨季に入り，施工終了から約一ヵ月後，4 月18 日に再度施工箇所を訪れた．写真5-19 (a)

はNo.1，写真5-19 (b) はNo.2 の様子である．一部路面に溜水しているところもあるが，路面状況

は安定しており通行性が確保されている．以前は通行性が確保できていなかった箇所が，「土の

う」による整備の後に改善されているという住民の声もあった．また，暫定道路委員会を中心と

なり自分たちで道路整備を進めている様子も見られた． 

現地滞在プロジェクトスタッフより送られてきた6月22日の道路状況を写真5-20に示す．再び乾

季への移行時期で乾燥しており，路面状況は良好である．「土のう」表面を被覆していた表層材

が雨季に路面に流出した排水により流失しているので，再度被覆する必要がある．そして雨季に

路面に流出する水量を削減するよう側溝や排水パイプなどの処置を施すことが求められる． 

今後も継続して道路状況を確認し，「土のう」による道路整備手法の耐久性や住民らの維持管

理実施状況について調査を続ける予定である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5-18 結成された暫定道路委員会 
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(9)結論 

Kericho Districtでの施工より得られた結論を以下にまとめる． 

1）ブラックコットンソイルの路床で，日交通量が 200台という道路条件下で「土のう」によ

る道路整備手法により整備を行った．中詰材，間詰材，表層材には良質材であるマラムを

利用し，「土のう」を 3層から 4層敷設すると通行性が確保されている様子が確認された．  

2）乾季で路床は乾燥し，従来の整備により撒きだされた礫層のために掘削作業が人力では困

難であった．例えばグレーダーによる掘削の後に，人力で「土のう」を作成，敷設締固め

るなどの方法では，作業効率も上がりより低価格道路整備を実施できる可能性がある， 

3）「土のう」による今回の道路整備では単位面積当たりの施工単価は約 1,400円から 2,300円

と高価になった．道路幅員，日交通量など道路条件に応じて補修レベルを設定し，それに

適した経済的な施工方法を検討，採用すべきである． 

4）住民自身による維持管理のために暫定ではあるが道路委員会が組織化された．施工から一

ヶ月後ではこの委員会を中心に維持管理が進められている様子を確認した． 

 

 

写真 5-19 道路状況（2007 年 4 月 18 日） 

(a) No.1施工箇所 (b) No.2施工箇所 

写真 5-20 道路状況（2007 年 6 月 22 日） 

(a) No.1施工箇所 (b) No.2施工箇所 
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5.4.5 ケニア農村部における「土のう」による住民参加型未舗装道路整備の実践 

図 5-10 に示す Trans Nzoia Districtにおいて，「土のう」による農道整備のモデル施工を行った．

本来の小規模園芸農民組織化計画の活動は，対象 Districtの District Agricultural Officerが選定した

10個の農民組織の中で，優先順位の高い課題として農道のトラフィカビリティー確保を挙げた農

民組織に対して研修を行い技術移転をし，住民の農村インフラ整備能力の向上を計るというもの

である．ここでは研修実施の前段階のモデル施工であるので，プロジェクト側が対象コミュニテ

ィを選定した． 

コミュニティの選定にあたっては，District Agricultural Officerが推薦するいくつかの Locationを

視察し現地コミュニティと話合い，自分たちによる道路補修を実施する意図があるか，という住

民の意識とモデル施工にふさわしい道路条件（他の農民組織からのアクセスが便利であることや，

良質な中詰材，表層材が入手しやすいなど）によった．その結果，図 5-15に示すWaitaluk Location

にてモデル施工を行った．なお，図 5-15 はケニアの道路公共事業省が発行した道路地図であるが，

施工対象道路はこのような道路地図には出てこないような道である．  

ここでは施工事例について報告し，今回の施工実績を踏まえてまとめた道路条件，施工単価，

歩掛を示す．今後研修プログラムを組み各地へ普及を進める時の基本データとなる． 

今回のモデル施工は農民組織ではなくコミュニティを対象として農道整備を行った．しかし，

プロジェクトでは，農民組織単位で発生した農道整備の要望に対して応えていくことになる．こ

の際，農道を利用するのは組織のメンバーのみとは限らず，周囲のコミュニティを巻き込んで農

道整備，研修を実施する必要がある．そのためには，コミュニティの情勢に詳しい，Division staff

や Extension staff らを通じて，協力体制を構築する上でキーパーソンとなるような地域のリーダ

ーと協議し，コミュニティ内の道路整備に対する合意形成を図る．  

 

 

Waitaluk Location 

図 5-15 モデル施工実施箇所（Trans Nzoia District） 
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(1) 施工準備 

図5-16に示すような舗装道路より約 8 kmの位置に存在するWaitaluk Locationの保健センターにて

集会を開き，カウンターパートにより本プロジェクトのコンセプトが説明された．District Agricultural 

Officerから連絡を受けたDivision Staff, Extension Staffらにより，集会の準備が行われており，地域の

コミュニティの人々が集まっていた．そこでコミュニティの人々の道路整備への関心，意欲を確認し

た．また，近くにマラムを採取できる箇所が存在したことから，彼らが指摘した補修の必要な箇所（図

5-16中A, B, C）で施工を行うこととした．舗装道路と接続する主要道路（未舗装）の，迂回路やシ

ョートカットの道が施工対象道路となった．施工対象道路の延長は 3 kmから 5 kmであるが，トラフ

ィカビリティが失われるような範囲はそのうち約 200 mから 500 mであった．施工箇所B, Cでは，水

路が横断しており雨季にオーバーフローし浸水し軟弱化していると考えられる． 

施工箇所毎に施工グループが形成され，リーダーが任命された．住民側からの提案で作業時間は 8

時から 4 時までとした．プロジェクトは土のう袋，口紐，マラム，運搬代，ランチ代をサポートし，

住民はボランティアで，普段自分たちが農作業で利用する道具（ショベルや鍬など）を持参し作業に

参加した． 

施工箇所 Aでは最寄のマラム採取場からの距離が約 1 km，施工箇所 Bでは約 2 km，施工箇所 C

では約 0.6 kmであり，マラムの運搬にはトラクターを利用した．Waitaluk Location内のトラクターの

オーナーからレンタルした．マラムの採取に際しては，各採取場の地主から購入した．これらの調達，

値段交渉にはすべてこの地区担当の Extension Staffを通して行われた． 

ここで施工に先立ち，道路管理者と協議し施工許可を得るとともに協力を要請した．図 5-15 に表

示されている道路を主に管理するのはDistrict Road Engineerで，この図5-15に出てこないようなマイ

ナー道路を主に管理するのは自治省のWorks Officerである．しかし，図面に表示されない道路でも 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図5-16 施工実施箇所 

舗装道路 

：マラム採取場 

：橋 
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：主要道路（未舗装） 
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District Road Engineer による管理がなされている場合もあり，特にこのようなマイナー道路について

は管轄がどちらであるか明確な区別がつかないことが多い．そこで両者と事前に協議し施工承諾を得

た．すると，自治省からは，利用予定のない日には所有するトラクターを無償で派遣するという協力

が得られた． 

施工は 4月 2日から 13日まで，イースター休暇（6日から 9日）をはさんで計 8日間で行われた． 

(2) 施工概要 

図5-16に示す施工箇所A,Bの施工概要を説明する．施工箇所Cについては施工箇所Bとほぼ同様

の施工断面となることから割愛する． 

1）施工箇所A  

写真5-21，写真5-22に施工前後の様子，図5-17に道路断面を示す． 

写真5-21に示すように道路幅員 3.0 m，縦断方向勾配が約 12 ％未満で路面に深いガリーが形成さ

れている．降雨時には写真 5-21 (b)に示すように道路面を水が流れる．主な交通は自転車やロバの往

来などが主でトラクターの交通量は一日 10台未満である．ここでは路床土質が細粒分を多く含む砂で，

交通量も少ないことから，側溝掘削時に生じる現地発生土を中詰材，間詰材として利用した．ただし

表層については，この土では降雨時に含水比が高くなると細粒分が泥濘化し車両の走行に支障をきた

すことから，良質材のマラムを運搬し「土のう」表面に撒きだした．施工手順を下記に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 施工前 (b) 降雨時の様子 

写真 5-21 施工前 

写真 5-22 施工後 図5-17 施工断面A 
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0.3  現地発生土  

マラム t = 0.05  

単位: m  
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① 側溝の掘削（写真5-23） 

ここでは道路両側は畑や家屋に土地利用されており，道路を拡幅することはできない．そこ

で道路幅員を確保するために片側のみに側溝を設ける． 

② 側溝掘削時に発生する残土を土のう袋に投入 

③ ガリー部に「土のう」敷設，締固め 

④ 「土のう」間の隙間は現地発生土で間詰 

⑤ 土のう表面をマラムで厚さ 5 cmとなるように被覆，締固め 

「土のう」中詰材量の調整方法は Kericho District での施工と同様である．締固めについては写真 

5-24に示すような道具を作成し利用した． 

8日間の施工期間（内 3日間は雨で午後の作業中止）で約 320 mを施工した． 

道路延長が長く，縦断勾配も約 12 ％であることから雨季には周辺の雨水が集積され，側溝を流れ

る流量，流速ともに増え，側溝の侵食が進みオーバーフローすることが懸念された．側溝途中に桝，

もしくは堰を設けるなどの対策が考えられるが，ここで Extension staffより側溝の水を道沿いの畑へ引

き込むような水路を作成しては，との提案がなされた（写真 5-25）．畑の地主の許可を得る必要があ

るが，畑内へ水路を引き込むことで畑内の土壌への水分補給に役立つというメリットもあるというこ

とであった．今回は地主の合意を得るには至らなかったが，このような Extension staffの農業に関連し

た知恵をうまく利用し，農村インフラが整備されていく可能性がある． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

畑へ誘導する水路 

写真 5-23 側溝掘削状況 写真 5-24 土のう作成，締固め道具 

写真 5-25 側溝に流れる排水と畑への水路（案） 
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2) 施工箇所B 

写真 5-26, 写真5-27に施工前後の様子，図5-18に道路断面を示す． 

写真 5-26に示すように道路幅員 4.5 m，縦断方向の勾配はほぼフラットであるが深い轍掘れが形成

されている．路床土質はブラックコットンソイルである．カルバートが敷設されているが，その内径，

敷設高に問題があり，大雨時にはオーバーフローし道路が水没する．そこで，交通量がやや多いこと

（20台/日），路床土質がブラックコットンソイルであることから，締固め効果が得られやすい砂質礫

のマラムで中詰された「土のう」で轍箇所を修復する．その後路面は厚さ 5 cm となるようにマラム

を撒きだし締固める（図5-18参照）．施工手順を下記に示す．  

a) 側溝の掘削 

b) 轍箇所を長方形状に掘削し泥濘分を除去（写真5-28） 

c) マラムを採取場から施工箇所近くへ運搬 

d) マラムを「土のう」袋へ中詰 

e) 掘削整形された轍箇所に「土のう」を敷設（2層から 3層），締固め（写真5-29） 

f) 「土のう」間隙間を間詰（写真5-30） 

g) 「土のう」表面を厚さ 5 cmとなるようマラムで被覆（写真5-31） 

 

8日間の施工期間（内 3日間は雨で午後の作業中止）で約 112 mを施工した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真5-26 施工前 写真 5-27 施工後 

0
.3
 
 

4.5  

側溝  

マラム t = 0.05  

単位: m  
側溝  

マラムを中詰した「土のう」 

図5-18 施工断面 B 
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3）マラム採取場 

今回の施工はモデル施工であり，土のう中詰材，表層材には良質材であるマラムの利用を原則とし

た．マラム採取場の様子を写真 5-32 に示す．採取にあたっては一端ほぐしてから，路面まで上げ，

そこから運搬車両へと積み込む（写真5-33）．  

マラムの単価についてはこの Locationでは 1 tあたり，240円という標準価格があるようでどの採取

場でも同じ価格であった．計量方法はトレーラー一杯分が 6 tというように，積込状況で判断されて

いる． 

4）運搬 

今回の施工ではマラム採取場から施工箇所までの距離が 1 kmから 2 kmで，マラムや「土のう」の

運搬にはトラクターを利用した．施工箇所近傍で十分なスペースがある場合には，マラムを運搬して

仮置きしそこで「土のう」中詰作業を実施した．仮置き場を確保できない場合には，マラム採取場で

「土のう」を作成しトラクターで施工箇所まで運搬した．道路管理者であるCounty Councilが所有す

るトラクターを利用したり，その調整がつかない場合にはコミュニティ内の所有者からリースした．

運搬手段についても施工性，経済性に大きく影響する．コミュニティ自身で調達可能な運搬手段とし

て，ロバによる運搬など畜力輸送や一輪車を利用した人力輸送の方法も考えられる． 

 

 

 

写真 5-28 轍箇所掘削状況 写真 5-29 土のう敷設，締固め 

写真 5-30 締固め後の「土のう」の様子 写真 5-31 被覆状況 
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(3) 道路条件，コストと歩掛 

これまで説明してきた施工箇所A, Bの道路条件，コスト，歩掛について表 5-14にまとめた．また，

施工箇所Aで 40 m（1日の施工延長）あたり必要となる資材の数量を表 5-15に，施工箇所Bで 20 m

（1日の施工延長）あたり必要となる資材の数量を表 5-16に示す．ここで，施工箇所A，Bで代表的

な修復断面を図 5-17，図 5-18に示したが，施工延長全長にわたりこの断面で補修されたわけではな

い．表 5-15，16 に示す資材の数量は，各箇所で施工期間中に利用した全資材数量を施工延長で除し

た平均数量より算出した．マラムについては図 5-11 の粒径過積曲線より礫質土といえるので，単位

体積重量 2.0 t/ m
3とし，利用数量を体積から重量に変換した．各材料の単価については，今回の施工

を通して現地で得られたデータに基づく． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5-32 マラム採取場の様子 

表5-14 道路条件，コスト，歩掛 

ほぐし 

荷揚げ 

積込み 

写真 5-33 マラム積込状況 

単位 施工箇所A 施工箇所B

幅員 m 3.0 4.5

縦断勾配 % 12以下 0

路床土質 ローム ブラックコットンソイル

日交通量 台/日 10以下 20以下

路面状況 深いガリー 深い轍

中詰材 現地発生土 マラム

間詰材 現地発生土 マラム

表層材 マラム マラム

コスト 円/m 210 540

1日当り施工延長 m/日 40 20

作業人数 人/日 15 15

作業時間 時間 7 7

備考 マラム採取場からの距離 km 1.0 ～ 2.0 1.0 ～ 2.0

道路条件

使用材料

施工性



111 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 5-14より施工断面Aで単位長さあたり 210円，一日 15人の作業人数が 7時間労働で 40 mの施

工が可能である．また表5-15より 40 mあたり，つまり一日あたり使用する材料は土のう袋が 200袋，

口紐用サイザル紐 1ロール，マラムが 9トン，その運搬に 6t用トラクターが 2往復となる． 

また，施工箇所A, Bともに単位長さあたりの施工費用のうち，約 50 ％を土のう袋代が占め，残り

をマラム代，運搬費で 2分するような割合となった． 

(4) 持続性へのアプローチ 

農道の通行性確保のためには住民自身が今回の経験を通して，継続して整備することが重要である．

しかし，そのためには安価とはいえ土のう袋や口紐，マラム，運搬などの費用がかかる．これらの調

達方法について検討する必要がある．農民組織が団結し，地方行政府や他ドナー機関等に要望を出し

その援助を得て材料代を確保してはどうか，といった案がカウンターパートらからは寄せられた． 

今回の施工経験を一過性のものとしないために施工最終日に，District agricultural officerを始め地方

行政府の役人らも参加し住民らと集会を催した．ここで自分たちで行動することの大切さを強調する

とともに，今後しばらく維持管理を続けるために，1,000袋の土のう袋を施工箇所毎に提供した（写真 

5-34 ）．また施工に参加した住民には「土のう」技術による道路整備に従事したことに対する証明書

を発行し（写真 5-35），啓発に努めた． 

 

 

表5-15 数量表（施工箇所A, L = 40 m） 

表5-16 数量表（施工箇所B, L = 20 m） 

単価 単位

土のう袋 22 円/袋 200 4,400 48.4

サイザル紐 290 円/ロール 1 290 3.2

マラム 240 円/ton 9 2,160 23.8

トラクター（6ｔ用） 1,120 円/往復 2 2,240 24.6

合計 9,090 100.0

割合(%)
単価

数量 計（円）

単価 単位

土のう袋 22 円/袋 250 5,500 50.4

サイザル紐 290 円/ロール 1 290 2.7

マラム 240 円/ton 12 2,880 26.4

トラクター（6ｔ用） 1,120 円/往復 2 2,240 20.5

合計 10,910 100.0

割合(%)
単価

数量 計（円）
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(5) コミュニティによる道路整備 

農道整備を行おうとするとき，その利用者は研修対象組織のメンバーのみとは限らない．また，マ

ラム採取場，ロバ，トラクターの所有者が研修対象組織のメンバーの中におらず，周囲のコミュニテ

ィの中にいる場合がある．このとき，コミュニティが協力して作業にあたることで円滑に効率よく施

工を進めることができる．このような協力体制で農道整備を実施するにはコミュニティ内で道路整備

について事前に合意形成しておくことが重要である． 

コミュニティの情勢に詳しい，Division staffや Extension staff らとともにこの点について協議し，協

力体制を構築するのにキーパーソンとなるような地域のリーダーを通して合意形成を図ることとする． 

(6)「土のう」による農道整備を通した農民組織活性化事例 

図 5-16 に示す施工箇所 Cでは，施工範囲の中に写真 5-36 に示すような橋があった．橋の両側で

約 110 mを「土のう」により整備を実施した．農道整備に参加した住民は，今回の施工が終了した後

も「土のう」技術を利用し自分たちで道路整備を実施していくと約束した．この橋についても不安定

であり，桁材などの材料さえ手に入れば自分たちで改修したいとのことであった． 

モデル施工終了から約 1 ヵ月後，その橋が写真 5-37 のように改修されている様子が報告された．

聞取り調査によると，施工箇所Cで作業に従事したグループのリーダーが中心となって，材木 10本，

マラム 50 tを調達し 12日間で橋の改修を行ったとのことであった．橋の断面図を図5-19に示す．桁

材となった材木は森林を管理する地方行政に許可を得て自分たちで切り出し，路面には今回プロジェ

クトで伝授した「土のう」が利用された．桁を載せるアバット部の侵食防止のために壊れたカルバー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
写真 5-36 破損している橋 写真 5-37 補修された橋 

写真 5-34 土のう袋授与の様子 写真 5-35 証明書授与の様子 
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ト片や石で防護されている．桁は全体にかさ上げされていてその両端をマラムを撒きだしてすりつけ

ている．材料代，労働代を有償だったとしてこの橋の施工費用を積算すると約 30万円になるとのこと

であった．今回のモデル施工がきっかけとなり，自信とオーナーシップが醸成され，このような 

橋の補修に至ったといえる．これまでは，村人たちは施工費用のためにあきらめていた，もしくは対

処法がわからず放置してきた橋だが，「土のう」による道直しを通して自分達でも道を直すことができ

る，次は橋を直そうというやる気と自信につながり自分達で橋を補修するに至っている．「土のう」は

このような開発途上国農村部における人々の可能性を引き出す技術といえる． 

(7) 結論 

ケニア農村部において「土のう」を利用した住民自身による農道整備を実施した．この活動より得

られた結論について下記に記す． 

1）「土のう」による農道整備は現地住民に受け入れられた． 

2) 施工費用は幅員 3.0 mから 4.5 mで延長 1 mあたり 210円から 540円となった．土のう袋代が施

工費の 50 %，中詰材，運搬費が各々約 20％となった． 

3）道路改修時に整備した側溝を流れる水を畑に誘導するなど，インフラと農場整備を連携させる

ことも検討された．通行性確保以外の効果も期待できる． 

4）農業省のスタッフを通してコミュニティ内での作業，資機材の調達がスムーズに進んだ． 

5）この活動を通してカウンターパートへの技術移転がなされ，Kisii District ではコミュニティの

人々を指導しながら「土のう」を利用して 700 mの道路整備が行われた． 

6）JICAの農業開発プロジェクトの中で「土のう」による農道整備手法の技術移転を進めたことで，

2007年 3月から 7月の 4ヶ月間で約 1,300 mの道路が整備された． 

7）「土のう」による農道整備をきっかけとして，住民が自信とやる気を出し，新たに橋の改修を

自分たちで実施した． 

(8) 今後の課題 

1）他の農村インフラ（小規模ダム）整備や多様な農民組織から出てくる農村インフラ整備の要望

に対処していく必要があり，「土のう」の適用範囲をさらに拡大する． 

2）中詰材にブラックコットンソイルを利用しようとするとき，団粒化した粘性土をいかに定量的

に中詰を行うかなどの施工方法の確立し，その整備効果を検証する． 

3）サイザル麻袋の，土のう袋としての実用化のための開発を進める． 

 

 

「土のう」 
マラム 

カルバート片 

石 

5.0 m 

1
.0
 m
 

丸太 

図5-19 橋の断面図 
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5.4.6 結論 

 ここで，パプアニューギニア，フィリピン，ケニアでの「土のう」による道路整備の実績に基づき，

日交通量に対する設計断面，利用中詰材と単位長さあたりの資材費（土のう袋代と中詰材）を表5-17

にまとめた．土のう袋代は 1枚 22円とし，幅員 1車線で路床は雨季には通行性が失われるような軟弱

地盤を想定している．表中，中詰材料の値段はケニアでの調査結果より設定している． 

日交通量が 20 台未満であればタイヤ走行箇所へ「土のう」を 2 層敷設する断面を標準断面として

提案する．土のう袋代は単位長さあたり 220円となり，中詰材が現地で調達可能（無償にて）材料を

利用すれば，全材料費は 220円となる．購入材料を利用した場合，例えばマラムを利用したときには

332 円となる．中詰材には砕石などの購入材料から，現地調達可能材料まで利用が可能とするが，砂

や粘性土を利用するときには，維持管理の頻度が増す． 

日交通量が 20台より 200台未満では全面に「土のう」を 2層敷設する断面を提案する．ここでは

粘性土は中詰材に不適とした． 

日交通量が 200台程度の道路に対しては全面に「土のう」を 3層敷設する断面を提案する．ここで

は粘性土，砂質土は中詰材に不適とした． 

設計交通量が増えるとともに「土のう」層数が増え，また中詰材に良質材，すなわち購入材料を利

用せざるを得ず施工単価も高くなる．また利用する中詰材料の品質により維持管理頻度も変わる．施

工対象道路やその後の維持管理体制によって適切なレベルの整備手法を選択する必要がある． 

農村部の畑から主要道路へ接続する道は日交通量 20 台程度であるから，現地住民の協力が得られ

る環境であれば日常的な維持管理を前提とし，中詰材料には現地調達可能材料の中から可能な限りよ

い品質のものを選定し利用すればよい．この時材料代は土のう袋代のみで 1 mあたり 440円となる．  

 

第5章ではフィリピン，ケニアにて本研究で開発した「土のう」による農道整備手法を，いかに現

地の住民が自分たちのものとして持続的に運用することができるか，そして広く普及できるか，その

ためのアプローチ方法について考察し，実践した事例を報告した．今では我々が指導した現地の人々

のみで，現地住民の参加を得ながら「土のう」を利用した未舗装道路整備（フィリピンでは盛土，歩

道の整備）を進めることができるようになり，施工延長も拡大した． 

今後はプロジェクト終了後にも，「土のう」による農道整備が実施されるような仕組みを構築する

必要がある．具体的にはフィリピン，ケニアいずれのケースも土のう袋代などはプロジェクトで提供

した．プロジェクト終了後は現地住民自身が入手できるようにする必要がある．対策として現地の住

民が組織化し，グループとして地方行政府へ依頼する，もしくは地方行政が資材をストックし，現地

住民が必要に応じて利用することを制度化する，グループで共同購入する等の方法で解決できる可能

性がある．この可能性は，今回ケニアで，「土のう」による道直しののち，住民らが必要資材を自ら調

達し橋を修復した事例により裏付けられる．このような行動を引き起こすことができる技術，それが

「土のう」である．現地材料を利用し，身近な材料で人力施工でかつ，効果的な手法であったからだ

といえる． 

「自分たちの問題は自分たちで解決する」ことに対して内発的動機付けを引き起こし，現地住民の

エンパワーメントにつながる具体的な事例を構築した． 

次章で本論文の結論を述べるとともに今後の課題について整理する．
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第第第第    6666    章章章章    結論結論結論結論    

 

    本研究では，世界の貧困問題の解決に向けての 1つの具体的な手法を示した．土木工学技術を背景

に，また大学という基礎研究の場を活かして「土のう」による未舗装道路改修方法の開発を行った．

さらに，開発した技術は現地住民の習得，日常的な維持管理が対になるものであるから，開発途上国

でのフィールドワークを実施し，技術移転を図った．その結果，あるコミュニティでは農道の通行性

が改善され，その後の管理体制が機能し通行性が維持された．また，貧困削減に貢献するためには，

「土のう」による農村インフラ整備技術を，効率的かつ有効な手法で広めていくことが不可欠である．

その手法は全世界的に共通のものではなく，技術移転を進めようとする対象国や地域の文化や社会環

境を踏まえて，模索しなければいけない．これまでアジア，オセアニア，アフリカ地域の 3カ国で，3

通りの手法で現地コミュニティにアクセスし技術移転を進めてきた．各地で「土のう」を利用した農

村インフラ整備手法が自らのものとして展開された．各章で得られた結論について下記にまとめる． 

 

 第1章では，まず，今日の国際協力の趨勢について概観した．国際社会が共有する，人間開発と貧

困撲滅のための緊急に取り組みべき課題として，ミレニアム開発目標（MDGs）という 2015年までの

数値目標があることを示した．そしてその達成に向けて日本を含む DAC 諸国や各援助機関がさまざ

まな活動を実施している． 

 次に，土木分野で実施されている国際協力の事例を紹介した．橋梁や高速道路の建設など大規模な

ものから，地方電化を推進する住民参加型といわれるインフラ整備のプロジェクト例を紹介した．本

研究は，住民の潜在能力を引き出す技術の開発からその運用，そして世界へ拡大を図るという一環し

たものであり，他に類をみない斬新なアプローチをとっていることを示した． 

 

第2章では，本研究における貧困削減に向けたアプローチ手法について具体的に説明した．貧困層

の約 4分の 3が農村部住民であることから，農村部における貧困削減を目指す．農村開発は多くの援

助機関でも貧困削減のための主要な分野として，幾多のプロジェクトが実施されている．そこで，本

研究のアプローチが決して独りよがりでないことを示すため，日本で最大の国際協力実施機関である

独立行政法人日本国際協力機構（以下，JICA）の農村開発プロジェクトの開発課題を説明した．本研

究では，これらを具現化するものである．主に農村部住民の収入向上を目指し，農村接続道路の通行

性確保することを具体的な目標とした． 

農村接続道路が雨季になると通行性が失われることは，農村部の貧困の一因として問題視されてい

た．しかし，その有効な対策は明示されてこなかった．本研究では，農村接続道路の年間通行性確保

のために，「土のう」による未舗装道路整備手法の開発を進めた．一車線道路で日交通量 50台未満と

いう未舗装道路に対しては，現地材料を用い人力によるかつ有効な整備手法で，付近の住民が持続的

に維持管理していくことが適した管理手法との考えによる． 

次に，住民参加型インフラ整備の実現のためのヒントを得たケニアの灌漑水路，日本の手堀トンネ

ルの事例を説明した． 

最後に本研究の目的，特徴についてまとめた． 
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第 3 章では開発途上国において住民参加型で未舗装道路の年間通行性を確保する手法として，「土

のう」による道路改修方法の開発の過程を説明した．未舗装道路で軟弱な路床上に，「土のう」を敷設

して路盤を構築した時の通行性改善効果を検証した． 

「土のう」を利用するには袋材と中詰材の現地調達が不可欠である．交通荷重作用下で利用する上

で求められる引張強度を算出し，現地で入手可能なプラスチック樹脂の袋材が，利用可能であること

を確認した．中詰材について，砕石の調達が困難である場合を想定し，代替として川砂利，砂質土を

利用したときの通行性改善効果を把握した．また，「土のう」の強度発現には締固め作業が重要である．

プレートコンパクターで締固め時と同等の締固め効果が得られる，人力で実施可能な木槌の打撃によ

る締固め方法を確立した． 

軟弱な路床上，タイヤ通過箇所に川砂利で中詰された「土のう」を2 層敷設し，川砂利で「土のう」

間の間詰め，表面を厚さ5 cmで被覆する断面（図3-20 A断面）を標準断面として提案した．砂利のみ

を敷設した道路断面と比較して，車両走行実験時に道路表面に生じる沈下量は約33 ％に抑制され，そ

の改修効果が高いことが明らかになった． 

また，環境にやさしい天然素材であるサイザル麻袋の，土のう袋としての利用可能性を調べたとこ

ろ，充分な引張強度を有することがわかった．さらに研究開発を進め土のう袋としての新たな需要を

生み出すことができれば，サイザル麻の栽培から加工を担う小規模家内工業を活性化できる可能性が

ある．  

 

第4章では，第3章で述べたような国内での実験を通して開発した「土のう」による未舗装道路整

備手法を用いて，実際にパプアニューギニアの農村部において施工を行った．機械を使わない，人力

によるこの工法の特徴は道を日々利用する住民自身が整備作業に参加できるということである．現地

での施工性，経済性について，また，どのようにして住民参加を得，技術を伝授し，持続的に住民自

身で道路整備を実施していく体制を構築することができるのかを考察し研究活動を進めた結果，住民

自身が維持管理を進めるモデル事例を構築した． 

人力施工である「土のう」による道路整備手法は，農作業に熟練している現地住民に受け入れられ，

幅員 3.0 mの一車線道路を延長 1.0 mあたり 200円から 800円で施工することができた．日交通量 10

台程度の一車線道路での整備効果が確認された． 

現地コミュニティへのアクセスのため，現地国会議員と協議を進め，その議員の選挙区内で紹介を

受けた 3つの村にて，住民参加のもと「土のう」による未舗装道路整備を実践した．国会議員には政

府より選挙区内の道路整備のための予算が割り当てられており，その予算で土のう袋を調達すること

も協議された．いくつかの村での活動を通して，住民の道整備に対する意識はその道の立地条件によ

ることがわかった．主要道路からの枝分かれした道路で，先端に 1つの村が存在するとき，その村人

の道補修に対するモチベーションは高いといえる． 

ある村では，「土のう」による道路整備手法を提案したのち，村人へ点検範囲を割り振り，定期的な

点検日を設定するという維持管理体制が構築された．「土のう」による道路整備後，1年経過後も補修

箇所の通行性は確保されていた．  

 

第5章では，「土のう」による未舗装道路整備手法を，第4章で示したパプアニューギニアの他にア
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ジアのフィリピン共和国，アフリカのケニア共和国で適用，実践した事例を示した．世界の貧困削減

に貢献するためには，短期間で効率的に住民レベルまで確実に技術移転を進め，その後は住民自らが

持続的に展開していくことが必要である．各地域によって文化や社会環境が異なるため，最適な技術

の導入方法を検討する必要があった． 

パプアニューギニアでは，現地在住日本人ボランティアと連携し，現地情報を収集した結果，国会

議員に割り当てられる選挙区内の道路維持管理用の予算のことを知りえた．そしてこの予算を有効利

用し現地住民を巻き込みながら道路整備を実践している，国会議員と接触することができた．そこで

協議した結果，その国会議員の施策のもと，「土のう」による道路整備手法を実践するに至った．これ

はボランティアによる活動であり，現地コミュニティと最も密な関係を持つことができた．今後もボ

ランティアベースで，国会議員との連携や他援助機関との共同を目指し，現地での「土のう」による

農道整備手法の普及を目指す． 

 

フィリピン共和国では，「土のう」による農村インフラ整備手法を紹介したところ，ここでも現地

NGOらを中心として非常に大きな関心が寄せられた．そこで，NGOへの技術移転のアプローチ手法

を検討した結果，現地農村コミュニティ，NGOと連携して研究成果の普及活動を活発に進めている州

立大学との連携プロジェクトを進めた．この大学の土木工学科スタッフへ技術移転をし，その後大学

のネットワークを利用し，広く技術が浸透していく可能性がある．また，大学スタッフにより「土の

う」が現地に適した形で多様な構造物へと適用される可能性があり，研究活動を活性化することにも

なる． 

このプロジェクトでは，大学構内に高さ 1 ｍの盛土を構築しその上を学内移動用歩道として利用す

る構造物を施工した．労務費を低減するため，学生がある授業の一環で作業に従事した．歩道建設に

あたって大学内の調整，プロジェクトの宣伝，NGOとの協議など，一人のコーディネータがオーナー

シップを発揮し，円滑に進めた．Phase Iが終了したが，計画されている Phase IIについて自ら積極的

に推し進めようとしている．「土のう」による歩道整備の手法はこの大学の土木工学科のスタッフに技

術移転され，予定通り彼ら自身で完成させた．完成に至るまで彼ら独自の工夫も見られた．現地大学

スタッフへの技術移転が進んだといえるので，ここからNGO，地域コミュニティへどう展開されてい

くか，確認する．  

 

ケニア共和国では，JICA による技術協力プロジェクトの中で，「土のう」技術を利用した農村イン

フラ整備を展開している．ケニア国においては，農業省が中央から農村に至るネットワークを有して

おり，農業省出身のカウンターパートや，農村部に配属されているスタッフを通してスムーズにコミ

ュニティへ入り，「土のう」による道路整備を住民参加型で実践することが可能であった． 

東アフリカ特有のブラックコットンソイルという膨張性粘土の広がる路床に対しても，現地で入手

可能な砂質礫であるマラムを中詰した「土のう」により走行性が改善された．施工費用は幅員 3.0 m

から 4.5 mで延長 1.0 mあたり，210円から 540円となり，土のう袋代が施工費の 50 %，中詰材，運

搬費が各々約 20 %となった． 

今回の施工を通してカウンターパートへ技術移転を進めたところ，自分たちでプロジェクト対象農

民グループを指導し施工を進め，ケニアへ導入後約 4ヶ月で 1,300 mの道路が整備された．このプロ
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ジェクト期間中にはさらに拡大する予定である． 

あるコミュニティでは，「土のう」による農道整備をきっかけに住民が自信とやる気を持ち，橋の架

替えを実行し自分たちの問題を自分たちで解決した．「土のう」による道路整備手法が，通行性が改善

されるという効果だけではなく，住民の自信とやる気を引出した事例である．このことから，本研究

で開発を進め，各地で適用してきた「土のう」による住民参加型未舗装道路整備手法は住民組織を活

性化し，貧困削減に寄与するといえる． 

 

各地での施工実績を踏まえて，「土のう」による標準的な農道整備断面と，その施工に要する人員，

施工期間，材料数量を，中詰材の採取条件などとともに各地域でまとめた．今後，新たな地域での「土

のう」による道路整備を計画，実施する際の基礎データとなる． 

 一車線の軟弱地盤の路床に対して，通行性を維持するための「土のう」による補修断面を，日交通

量との関係で提案し，単位長さあたりの材料費をまとめた．「土のう」により道路整備を実施しようと

するとき，対象道路の日交通量，調達可能な中詰材料をパラメーターにして，表5-17を用いて整備断

面を決定する．日交通量が大きくなると層数が増え，使用する土のう数が増え材料費は高くなる．ま

た中詰材料に現地発生土を利用しようとするとき，単価は抑えられるが維持管理頻度が多くなる．こ

れらの特徴を踏まえて整備断面を選定する必要がある． 

 本研究ではこれまで述べてきたように，「土のう」を用いた未舗装道路整備手法の技術開発から，そ

の技術の現地住民への定着化，道路整備を通した現地コミュニティの活性化，世界各地での普及に至

る，土木技術者による具体的で有効な，国際協力の新しいアプローチ手法を構築した． 

 

今後の課題について下記に示す．引き続き，フィールドワークを基に世界の貧困削減に向けて，農

村インフラ整備の活動を進めていく予定である． 

1） 農村接続道路は勾配箇所が多く，導線として通行性を確保するには，勾配箇所で有効な道路整備

手法を開発する必要がある．勾配箇所では路面が走行車両のタイヤから受ける反力が大きくなり，

敷設した「土のう」が移動してしまう．そこで，「土のう」を互いに連結する，タイヤ通行箇所

はソイルセメントで覆うなどの補助対策が必要である．今後，適切な手法を開発し実践する． 

2） 中詰材として川砂利，砂質礫を利用してきたが，その調達が困難な場合がある．その場合，粘性

土を含む現地発生土の利用方法，利用時にはどのように車両通行性を確保するかについて検討す

る． 

3） 今回施工を行った箇所の経年変化を引続き調査し，「土のう」により整備された道路の耐久性を

把握する． 

4） 住民参加型道路整備を実践したことによる，住民組織の活性化や生活向上などの変化，効果を社

会科学的な側面からも把握する． 

5） モデル事例となった村を起点に，他の地域へも短期間で道路整備手法とその維持管理体制につい

て拡大する． 

6） 小規模ダムなど多様な農村インフラに対して住民参加で実施可能な，現地資材を有効利用し人力

による手法の開発を進める． 
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 本研究では，3年間の研究期間で世界の貧困削減に向けた土木工学技術者からの 1つのアプローチ

を確立した．世界の貧困削減に寄与するという目標を掲げているが，その達成には今後さらなる工夫，

活動が必要で，多くの時間を要する．また，「土のう」技術を中心にすえながら，世界のさまざまな農

村インフラの状況，構造に適した新たな技術開発を進めていく．日本の伝統技術をベースにした世界

に誇る国際協力となりうる．そのため現在世界の 3カ国で実施している「土のう」によるインフラ整

備手法をさらに拡大し， MDGsの達成に向けて努力していきたい． 
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